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１. はじめに 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25年原子力規制

委員会規則第 6号）は、機能要求又は性能水準要求を規定しており、これを満たす具体的仕

様として、「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25

年 6月 19 日付け原規技発第 1306194 号。以下「技術基準規則解釈」という。）において、

技術評価した民間規格を引用している。 

原子力規制委員会は、民間規格の活用について見直しを行い、「原子力規制委員会におけ

る民間規格の活用について」（平成３０年６月６日 原子力規制委員会）としてとりまとめて

いる。この中で、技術評価は、３学協会の意見を参考に、規則解釈等の改訂が必要となるも

のの存否を原子力規制庁において検討し、被規制者から意見（技術評価を希望する３学協会

規格）を聴取することとされた。 

これを踏まえ、公開の会合1において、被規制者から技術評価を希望する３学協会規格を、

３学協会から技術評価を行うに際しての参考意見を聴取するとともに、規制執行部局の意

向を確認した結果、「原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法」(JEAC 

4206-2016)（以下「破壊靭性確認方法 2016」という。）及び「フェライト鋼の破壊靭性参照

温度 To 決定のための試験方法」(JEAC 4216-2015)（以下「参照温度試験方法」という。）を

選定した。 

日本電気協会は「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」（JEAC 4206-2007）

（以下「破壊靭性確認方法 2007」という。）から日本機械学会発電用原子力設備規格設計・

建設規格（以下単に「設計・建設規格」という。）と重複する規定を適用範囲から除外し、

原子炉圧力容器の供用期間中の非延性破壊及び延性破壊に対する破壊靭性の妥当性の確認

を適用範囲とするとともに、破壊靭性参照温度 Toを用いた評価方法を追加した破壊靭性確

認方法 2016 に改定し、新たに原子炉圧力容器用鋼材等フェライト鋼の遷移温度領域におけ

る破壊靭性を特徴付ける参照温度 To の決定方法（マスターカーブ）を規定した参照温度試

験方法を制定した。監視試験方法は現行のままである。 

本書は、原子力規制庁が、破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法の技術評価につ

いて取りまとめたものである。 

 

２. 破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法の技術評価に当たって 

 技術評価における視点 

「原子力規制委員会における民間規格の活用について」（平成３０年６月６日原子力規制

委員会）及び「民間規格の技術評価の実施に係る計画」（令和元年６月５日原子力規制委員

会）を踏まえ、２. 破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法の技術評価を、以下の点

を確認すること等により実施する。 

① 技術基準規則やその他の法令又はそれに基づく文書で要求される性能との項目及び
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範囲において対応していること。 

② 技術基準規則で要求される性能を達成するための必要な技術的事項について、具体

的な手法や仕様が示されていること。その他の法令又は法令に基づく文書で要求さ

れる事項を達成するための必要な技術的事項については、具体的な手法、仕様、方法

及び活動が示されていること。 

③ 破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法に示される具体的な手法、仕様、方法

及び活動について、その技術的妥当性が証明あるいはその根拠が記載されているこ

と。なお、海外規格が破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法に取り込まれた

ものについては、上記の条件に加え、海外規格との相違点（変更点）及び我が国の規

制基準で要求する性能との関係も検討すること。 

④ 規制当局が過去に追加要件を課している事項については、技術の進歩、運転等におけ

る経験などの知見を考慮し、破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法への反映

が行われていること。 

 

 技術評価の範囲と手順 

破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法の技術評価は以下に示す範囲と手順にて

行う。 

① 本技術評価は、既に技術基準規則解釈に引用されている破壊靭性確認方法 2007 から破

壊靭性確認方法 2016 への変更点を対象とする。なお、過去に技術評価されたものであっ

ても最新知見の蓄積や技術の進歩等により再度確認が必要と判断した場合には、再評価を

行う。参照温度試験方法については、全規定を対象とする。 

②解説は、原則として技術評価の対象外であるが、記載内容を精査し、規格本文における規

定内容の技術基準規則への充足性に関係する場合には、技術評価の対象とする。 

③ 検討に当たっては、原子力規制委員会委員、外部専門家、原子力規制庁職員及び日本

原子力研究開発機構安全研究センターの職員から構成される「原子炉圧力容器に対す

る供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム」（備考参照）

を設置して検討を行い、技術評価書を策定する。 

 

（備考） 

原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チ

ーム構成員名簿 

原子力規制委員会 

山中 伸介 原子力規制委員会委員 

原子力規制庁 

大村 哲臣 技術基盤グループ長 

遠山 眞 技術基盤グループ 技術基盤課長 

佐々木 晴子 技術基盤グループ 技術基盤課 企画調整官 

北條 智博 技術基盤グループ システム安全研究部門 技術研究調査官 
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塚部 暢之 原子力規制部 実用炉審査部門 管理官補佐 

藤澤 博美 技術参与 

船田 立夫 技術参与 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 安全研究センター 

鬼沢 邦雄 安全研究センター付 

髙見澤 悠 材料・構造安全研究ディビジョン 材料・水科学研究グループ研究員 

外部専門家 

大畑 充 大阪大学大学院 工学研究科 マテリアル生産科学専攻 教授 

沖田 泰良 東京大学大学院 工学系研究科 人工物工学研究センター 准教授 

笠田 竜太 東北大学 金属材料研究所 教授 

（令和２年●月●日時点） 

 

 技術基準規則との対応 

原子炉圧力容器については、技術基準規則及び技術基準規則の解釈に基づき、発電用原子

炉設置者に対し、亀裂その他の欠陥の有無の定期的な検査の実施及び監視試験片の設置を

求めるとともに、中性子照射脆化に対する破壊じん性の要求を満足することを求めている。  

中性子照射脆化による原子炉圧力容器の非延性破壊を防止するため、通常運転時の管理

として、関連温度を基にした温度圧力制限曲線を作成し、耐圧・漏えい試験時、起動停止時

及び運転時の原子炉（一次）冷却材の温度・圧力管理を要求している。また、高温における

材料の粘り強さの指標である上部棚吸収エネルギー（USE : Upper Shelf Energy）を把握

し、高温における原子炉圧力容器の健全性の確保を要求している。さらに、加圧熱衝撃(PTS : 

Pressurized Thermal Shock)評価を行い、事故時における原子炉圧力容器の健全性の確保

について要求している。  

これらの評価手法として、原子力規制委員会は、破壊靭性確認方法 2007 及び日本電気協

会「原子炉構造材の監視試験方法（JEAC4201-2007 年版／2010 年追補版／2013 年追補版）

（以下、「監視試験方法」という。）の規定を、技術基準規則の解釈（別記-1及び別記-6）に

おいて引用している。 （表 2.3-1「技術基準規則第十四条及びその解釈の対照表」及び表

2.3-2「技術基準規則と破壊靭性確認方法 2007 との対照表」」参照） 

関連温度は、原子炉の耐圧・漏えい試験時や起動停止時の温度・圧力制限を定めるための

重要な指標である。技術基準規則第 21条第 1項（耐圧試験等）の耐圧試験については、技

術基準規則の解釈において設計・建設規格 2005 年版/2007 年追補版又は設計・建設規格 2012

年版の規定に、また同条第 2項の漏えい試験については、日本機械学会「発電用原子力設備

規格 維持規格」2008 年版の規定に基づくことをそれぞれ要求しており、具体的には、関連

温度を評価して温度・圧力制限の範囲内で試験を行うよう要求している。また、原子炉の起

動・停止に関する運転管理については、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」

（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）に基づき、原子炉施設の運転に関することを保安規定

において定めることとしており、事業者は当該保安規定に基づき、関連温度を考慮して原子

炉（一次）冷却材の適切な温度・圧力管理を行うこととなっている。  
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上部棚吸収エネルギーは、通常運転時、事故時を問わず高温状態における原子炉圧力容器

の粘り強さを評価する重要な尺度である。技術基準規則の解釈第 14条（安全設備）では、

破壊靭性確認試験方法規程に掲げる破壊じん性の要求を満足することを求めており、その

中で上部棚吸収エネルギーの評価が実施されている。  

加圧熱衝撃とは、加圧された運転状態において事故時に、非常用炉心冷却系の作動に伴う

冷却水の炉内注入により原子炉圧力容器が急激に冷却され、原子炉圧力容器内外間の温度

差により高い引張応力が容器内面に発生する事象をいう。中性子照射を受け、関連温度が上

昇した原子炉圧力容器において、内面に亀裂があった場合には、事故時に亀裂が進展し原子

炉圧力容器が損傷するおそれがある。技術基準規則及び技術基準規則の解釈第 14 条（安全

設備）では、破壊靭性確認試験方法規程の掲げる破壊じん性の要求として、原子炉圧力容器

内面に欠陥を想定し、原子炉圧力容器を壊そうとする力（応力拡大係数）が原子炉圧力容器

の耐え得る力（破壊じん性値）を上回らないことを要求している。  

また、技術基準規則第 22条第 2号は、監視試験及び監視試験片の個数に係る規定であり、

その具体的仕様の例示基準は、技術基準規則の解釈第 22 条第 3号及び別記-6 で規定されて

いる。  

なお、技術評価は、「性能規定化された規制要求に対する容認可能な実施方法」につい

て行うものであることから、これに該当しない場合は「技術評価の対象外」とし、技術評

価の結果、適用すべきでないと判断したものは「適用除外」としている。ただし、これは

実施を妨げるものではなく、技術的根拠があれば個別に説明を行うことにより用いること

ができる。この考え方は、技術基準規則の解釈に次のように規定されている。 

○ 技術基準規則に定める技術的要件を満足する技術的内容は、本解釈に限定されるも

のではなく、技術基準規則に照らして十分な保安水準の確保が達成できる技術的根

拠があれば、技術基準規則に適合するものと判断する。 

 

表 2.3-1 技術基準規則第十四条及びその解釈の対照表 

技術基準規則 技術基準規則解釈 

（安全設備） 

第十四条（略） 

２ 安全設備は、設計基準事故時及び設計基

準事故に至るまでの間に想定される全て

の環境条件において、その機能を発揮する

ことができるよう、施設しなければならな

い。 

４ 第２項について、安全設備のうち供用期

間中において中性子照射脆化の影響を受

ける原子炉圧力容器にあっては、日本電気

協会「原子力発電所用機器に対する破壊靭

性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」(以

下「「破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-

2007）」」という。)の規定に「日本電気協

会「原子力発電所用機器に対する破壊靭性

の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」の適

用に当たって(別記－１)」の要件を付した

ものに掲げる、破壊じん性の要求を満足す

ること。この場合において、監視試験を行

うに当たっては、日本電気協会「原子炉構

造材の監視試験方法（JEAC 4201-2007）」

（以下「「監視試験方法（JEAC 4201-2007）」」

という。）、「原子炉構造材の監視試験方

法（JEAC 4201-2007）[2010 年追補版]」（以
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下 「 「 監 視 試 験 方 法 （ JEAC4201-

2007/2010）」」という。）及び「原子炉構

造材の監視試験方法（JEAC 4201-2007）

[2013 年追補版]」（以下「「監視試験方法

（JEAC4201-2007/2013）」」という。）の

規定に「日本電気協会「原子炉構造材の監

視試験方法（JEAC 4201）」の適用に当たっ

て(別記－６)」の要件を付したものによる

こと。 

 

表 2-3-2 技術基準規則と破壊靭性確認方法 2007 との対応表 

技術基準規則 「破壊靭性の確認試験方法（JEAC 4206-2007）」 

第１４条 

２ 安全設備は、設

計基準事故時及

び当該事故に至

るまでの間に想

定される全ての

環境条件におい

て、その機能を発

揮することがで

きるよう、施設し

なければならな

い。 

FB-4000 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

FB-4100 原子炉圧力容器に対する供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運

転条件の制限 

FB-4200 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

附属書Ａ A-3200 供用期間中の容器材料の破壊靭性要求 

A-3210 供用状態Ａ及びＢの評価方法 

A-3220 原子炉圧力容器の供用状態Ａ及びＢの評価方法 

A-3230 供用状態Ｃ及びＤの評価方法 

附属書Ｃ 供用状態Ｃ、Ｄにおける加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域

部に対する非延性破壊防止のための評価法 

C-1000 適用範囲 

C-2000 記号 

C-3000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する個別の詳細評価 

C-4000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する一般評価 

C-5000 参考文献 

付属書Ｅ 破壊靭性評価方法 

E-1000 適用範囲 

E-2000 記号 

E-3000 破壊靭性評価の考え方 

E-4000 破壊靭性適用式 

E-5000 初期プラントに対する破壊靭性評価方法 

E-6000 参考文献 

附属書Ｇ 上部棚吸収エネルギーが６８Ｊを下回る原子炉圧力容器の健

全性評価法 

G-1000 適用範囲 

G-2000 記号の定義 

G-3000 上部棚破壊靭性 

G-4000 最大仮想欠陥 

G-5000 過渡条件 

G-6000 き裂進展力 

G-7000 健全性評価（判定基準） 

附属書Ｈ 弾性解析によるＪ積分 

H-1000 適用 

H-2000 記号の定義 

H-3000 適用範囲 

H-4000 計算方法 

H-5000 参考文献 
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３. 破壊靭性確認方法 2016 及び参照温度試験方法の技術的妥当性の確認方法 

３．１ 破壊靭性確認方法 2016 の破壊靭性確認方法 2007 からの変更点 

破壊靭性確認方法 2016 の破壊靭性確認方法 2007 からの変更点（添付資料－２）は９７

件あり、各々の変更点について、下表の分類に基づいて整理した。 

 

表 3.1-1 破壊靭性確認方法 2016 の破壊靭性確認方法 2007 からの変更点 

に関する分類 

根拠の分類 具体的内容 

① 記載の適正化のための変更 

・用語の統一 

・表現の明確化 

・題目の修正 

・条項番号の変更 

・単位換算の見直し 

・記号の変更 

② 関連規格の引用年版等の変更 
・関連規格の年版改正の反映 

・新たな関連規格の反映 

③ 国内外の知見の反映等 ・国内外における試験研究成果の反映等 

④ 技術評価の対象外 
・技術評価の対象機器以外の機器に係る

変更 

 

３．２ 技術評価の対象となる規定の選定 

破壊靭性確認方法 2016 の破壊靭性確認方法 2007 からの変更点（技術評価の対象となる

表 2-3-2 に掲げる規定に関するもの）のうち、①に分類される項目については、技術的要求

事項の変更がないことを確認した。また、②に分類される項目の検討結果については３．２．

１に、③に分類される項目の検討結果については４．に示す。 

なお、過去に技術評価されたものであっても、最新知見の蓄積や技術の進歩等により再度

評価の確認が必要と判断した場合には、当該部分を技術評価の対象とした。 

 

３．２．１ 破壊靭性確認方法 2016 

（１）引用規格の引用年版等の変更 

破壊靭性確認方法 2007 から変更又は追加された引用規格を添付資料－３に示す。本文か

ら年版表記を削除しているが実質的に年版を最新のものに変更したもの３件である。これ

らの変更内容のうち、以下の１点を技術評価する必要があることを確認した。 

これらの技術評価については、次項で述べる破壊靭性確認方法 2016 の国内外の知見の反

映等に係る技術評価の結果と合わせて評価を行う。 

 

表 3.2.1-1 引用規格の年版等の変更に該当する事項 

No 件名 主な変更内容又は再確認の内容 記載箇所 

1 

JSME 設計・建設

規格 

 右の記載箇所から年版削除（RF-1200(4)

において JSME 設計・建設規格(2012 年

版)(第Ⅰ編軽水炉規格、JSME S NC1-2012

（2013 年追補含む）と規定) 

RF-2100 
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（２）国内外の知見の反映等 

破壊靭性確認方法 2016 の変更点について、国内外の知見の反映等によると判断した事項

及び変更点以外で再度確認を行った事項は下表に示すとおりであり、事項毎に技術的妥当

性を検討した。 

 

表 3.2.1-2 国内外の知見の反映等に該当する変更事項 

No. 件名 主な変更内容 記載箇所 

1 原子炉圧力容

器に対する圧

力・温度要求 

 耐圧・漏えい試験並びに供用状態Ａ及びＢの圧

力・温度要求から「燃料の装荷の有無及び炉心が

臨界か否か」を削除 

 「各供用状態に対する圧力・温度制限及び耐圧・

漏えい試験の最低温度要求」を「各供用状態に対

して圧力・温度制限の要求又は最低温度要求の

いずれか」に変更し、炉心領域は圧力・温度制限

要求のみに変更 

RF-4110 原子炉

圧力容器に対す

る圧力・温度要

求(1) 

 非延性破壊防止のための圧力・温度制限の評価

方法から規定以外の「同等の方法」を削除 

表-RF-4110-1 

 中性子照射の影響を考慮する部位を「最大仮想

欠陥のき裂先端」から「最大仮想欠陥最深部」に

おける照射条件に変更 

RF-4110 原子炉

圧力容器に対す

る圧力・温度要

求(2) 

2 材料の破壊靭

性 

 静的平面ひずみ破壊靭性と関連温度の相関式に

ついて、常温最小降伏点が 620MPa を超える材料

についての使用制限規定を追加 

RF-4121 材料の

破壊靭性(3) 

3 最大仮想欠陥  最大仮想欠陥はその寸法を保証できることを条

件により小さな欠陥の採用を許容するただし書

を追加 

RF-4122 最大仮

想欠陥 

 ノズル内面コーナ部の仮想欠陥寸法を胴部の仮

想欠陥寸法の 1/4 に変更 

RF-4122 最大仮

想欠陥(1)～(4) 

4 供用状態 A 及

び B 並びに耐

圧・漏えい試験

時の許容基準 

 供用状態 A、B 及び耐圧・漏えい試験時の最低温

度要求規定を許容基準から削除 

RF-4124 許容基

準 

5 供用状態 C 及

び D の健全性

評価 

 原子炉圧力容器以外の容器についての規定を削

除 

RF-4200 供用状

態 C 及び D に対

する健全性評価 

6 供用状態 C、D

に対する評価

手順 

 供用状態 C、Dの破壊靭性の要求内容に対する評

価手順を「一般評価（破壊靭性遷移曲線のみ設

定）と詳細評価（PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷

移曲線を設定）」から「一般評価（簡易の PTS 状

態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線を設定）と詳細

評価（PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線を設

定）」に変更 

RF-4210 原子炉

圧力容器に対す

る破壊靭性の要

求 

7 PTS状態遷移曲

線の設定 

 一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定にお

ける運転条件を追加（配管破損防護設計による

配管破損形態により設定した過渡は考慮せず、1

次冷却材温度、圧力及び流量の過渡についての

熱水力解析は、接液水の温度が 1 次冷却材の通

RF-4220 一般評

価（RF-4221 PTS

状態遷移曲線の

設定(1)） 
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No. 件名 主な変更内容 記載箇所 

常運転温度から安全注入水の水温まで瞬時に変

化し、圧力が事象発生直後に大気圧に変化する

と条件設定） 

 詳細評価において、熱水力解析の対象事象を温

度低下が大きい事象又は温度低下とともに圧力

が高く維持される事象と明記 

 詳細評価において、1次冷却材ループ流が停止す

る事象について冷却材の部分混合を明記し、数

値流体力学解析及び試験等による結果の反映を

許容 

 

 

 

RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(1) 

RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(2) 

8  一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定にお

ける熱に関する解析条件を追加（応力解析にク

ラッドによる影響を考慮する旨を明記（熱伝導

解析におけるクラッドの考慮は明記なし）） 

 詳細評価において、RF-4221(2)(3)を引用するこ

とで応力解析にクラッドによる影響を考慮 

RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設

定(2)(3) 

RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(3)(4) 

9  一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定にお

ける最大仮想欠陥の条件を追加（仮想欠陥の位

置をクラッド下とし、欠陥の方向を軸方向と明

記 

 詳細評価において、仮想欠陥の位置を炉心領域

内表面からクラッド下に変更し、欠陥の方向を

母材に対して軸方向，溶接金属に対して溶接線

方向と明記 

 一般評価及び詳細評価とも、非破壊試験の結果

から最大仮想欠陥寸法を保証できる場合にはよ

り小さな最大仮想欠陥を許容 

RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設

定(4) 

RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(5) 

10  一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定手順

を追加（応力拡大係数の計算式をクラッド下の

欠陥モデルとし、有限要素法による算出を許容、

PTS 状態遷移曲線の設定方法を明記） 

 詳細評価において、応力拡大係数の計算式を表

面欠陥からクラッド下の欠陥に変更し、有限要

素法による算出を許容 

 PTS 状態遷移曲線の設定方法を明記 

RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設

定(5) 

RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(6) 

11 PTS評価に用い

る破壊靭性遷

移曲線 

 中性子照射による破壊靭性低下量の推定方法の

式を削除 

 国内全プラントの監視試験で得られた破壊靭性

値（シャルピー衝撃試験）をもとにした KIcの式

又は個別プラントのKIcから破壊靭性遷移曲線を

算出する方法を「マスターカーブ法（国際的に検

討されている T0 を用いた確率式）」をもとに国

内プラント用に策定した式又は「マスターカー

ブ法」をもとに、国内プラント用に策定した Tr30

を用いた式に見直し 

RF-4222 破壊靭

性遷移曲線の設

定 

RF-4232 破壊靭

性遷移曲線の設

定 

12 健全性評価の

許容基準 

 一般評価の方法をプラント評価時期の「破壊靭

性遷移曲線（KIc）を KIc 評価式と比較する方式」

から「PTS 状態遷移曲線(KI )を破壊靭性遷移曲線

(KJc )と比較する方式」に見直し 

 詳細評価の方法を PTS 状態遷移曲線(KI )と破壊

靭性遷移曲線(KJc )が交差しないこと(KJc ＞KI )

RF-4223 許容基

準 

 

 

RF-4233 許容基

準 
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No. 件名 主な変更内容 記載箇所 

の他に、これを満足しない場合には冷却過程で

応力拡大係数が単調減少している時間域を評価

対象から除外できること及びそれでも満足しな

い場合には容器の板厚内で亀裂の伝播が停止す

ることを許容基準に追加 

 JEAC4216 あるいはそれに準じる方法で破壊靭性

参照温度 To が得られた場合には、破壊靭性参照

温度 Toから求められる RTToを RTNDT (1)又は RTNDT 

(2)に置き換えてもよいとする規定を追加 

 

 

 

 

 

RF-2100 関連温

度（RTNDT） 

RF-2200 RTNDT 調

整値 

13 USE<68Jの場合

の評価方法（上

部棚破壊靭性） 

 USE 調整値の予測場所を「最大仮想欠陥想定位

置」から「最大仮想欠陥最深部位置」に変更 

 原子炉構造材の監視試験方法を規定した

「JEAC4201-2007」を「JEAC4201」（RF-1200 参照

規格で JEAC4201-2007/2010/2013）に変更 

RF-5211 上部棚

破壊靭性(1) 

14 USE<68Jの場合

の評価方法（健

全性評価） 

 塑性不安定破壊評価（塑性崩壊評価）における欠

陥深さを「延性亀裂進展を考慮した値」から「Jmin

と Jmat の交点まで延性亀裂が進展し停止した時

の亀裂深さ a*」に変更 

 流動応力 σfは未照射の値と追記 

RF-5215 健全性

評価(2) 

15 附属書 B 破壊

靭性評価の適

用範囲 

 本付属書で設定した破壊靭性値は JSME 発電用原

子力設備規格 維持規格（JSME S NA1-2004）に

対して適用可能とする規定を削除 

B-3000 破壊靭性

評価 

16 附属書 B の破

壊靭性適用式 

 常温最小降伏点が 345MPa を超え 620MPa 以下の

フェライト系材料について、衝撃試験の延性破

面率が 50%を示す遷移温度（Trs）を用いた評価

式(7)～(9)が使用できる条件を追加 

 静的平面ひずみ破壊靭性 KIcに対して適用可能な

厚さの制限を追加 

 RTNDT(1)を用いる評価方法に材料の厚さ制限を追

加 

 RTNDT(2)を用いる評価方法に厚さが 255mm を超え

る材料の静的平面ひずみ破壊靭性 KIcの適用式を

追加 

 Trsを用いる評価方法に材料の厚さ制限を追加 

B-4000 破壊靭性

適用式 

附 属 書 表 B-

4000-1 適用でき

る破壊靭性曲線 

B-4100 RTNDT (1)

を用いた場合の

評価方法 

B-4200 RTNDT (2)

を用いた場合の

評価方法 

B-4300 Trs を用

いた場合の評価

方法 
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３．２．２ 参照温度試験方法 

参照温度試験方法について、技術評価の対象とする規定について検討を行った。技術評

価の対象外としたもの及びその理由は以下のとおりである。 

① 参照温度 T0の試験方法としては、国際的に ASTM E19212が広く用いられており、同規

格が標準的な方法であることから、試験手順及び計算手順が同規格と同じであるもの

については、技術的に妥当であることとした（表 3.2.2-1 の No.9, 10, 18, 19, 20, 

28, 30, 31, 32, 34）。 

② 試験に関するものは、適切な結果が得られればよいことから、技術評価の対象外とし

た（表 3.2.2-1 の No.3, 4, 5, 14, 17, 21, 23, 35）。ただし、温度の制御に関する

ものについては、参照温度測定に重要な因子であることから、技術評価の対象とした。 

③ 試験方法に関するものではないものについては、技術評価の対象外とした（表 3.2.2-

1 の No.25）。 

技術評価の対象としたものについては、事項毎に技術的妥当性を検討した。 

 

表 3.2.2-1 技術評価対象項目の選定 

No. 件名 記載箇所 記載内容 

1 適用材料 MCT-1110 適用材料 ・室温の降伏強さが 275MPa 以上 825 MPa 以下とな

るフェライト鋼の母材及び溶接金属に適用 

2 適用試験片 MCT-1120 適用試験

片 

標準コンパクト試験片 C(T)，円盤状コンパクト試

験片 DC(T)，ミニチュアコンパクト試験片 Mini-

C(T) 及び曲げ試験片 SE(B)に適用 

3 試験装置 MCT-2100 試験機 ・荷重計は JIS B 7721 によって校正・検証し，1

級以上 

・デジタル信号の分解能は，荷重計の測定範囲に

対して 1/4,000 以下，変位計の測定レンジに対し

て 1/32,000 以下 

4 MCT-2200 C(T)試験

片，DC(T)試験片及

び Mini-C(T)試験片

用治具 

MCT-2300 SE(B) 試

験片用治具 

・治具の材料は，JIS Z 2245 によるロックウェル

C スケール硬さ 40 以上の鋼 

5 MCT-2400 変位計 ・変位計の測定精度は，校正範囲の 1%以下、変位

計の校正器は，0.005 mm 以下の間隔で校正 

・変位計は，温度に対し補償されるもの 

6 MCT-2500 温度制御 ・試験片の温度は，試験温度目標値の±3℃の範囲

内に制御、温度制御の再現性は±2℃以内、測定精

度は±1℃以内 

7 試験片 MCT-3110 標準コン

パクト試験片 

MCT-3130 ミニチュ

アコンパクト試験

・荷重線変位は試験片前面で測定した変位に定数

0.73 を乗じて求める。 

・初期亀裂長さ ao は 0.5W±0.05W 

・クリップゲージ取付用切欠き溝深さに規定なし 

                                                   
2 Standard Test Method for Determination of Reference Temperature,To,for Ferritic Steels in 

the Transition Range, ASME Sec. XI ARTICLE A-4000 Material Properties A-4200 Fracture 

Toughness 
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No. 件名 記載箇所 記載内容 

片 

8 MCT-3150 機械切欠

きの形状 

・機械切欠きのノッチ形状と寸法を規定 

9 MCT-3160 KJcの許容

最大値 

・KJcの許容最大値の式を規定 

10 MCT-3210 疲労荷重

の条件 

・疲労予亀裂導入時の制御荷重について最大値を

規定 

11 MCT-3220 疲労予亀

裂の導入手順 

・Mini-C(T)試験片の疲労予亀裂長さは，直線状ノ

ッチ及び狭隘ノッチとも，0.6mm 以上 

12 MCT-3300 サイドグ

ルーブ 

・サイドグルーブの導入は任意 

・Mini-C(T)ではサイドグルーブを付与しないこと

を推奨 

13 MCT-4100 試験の準

備 

・試験片寸法の測定精度は±0.05 mm あるいは寸

法の±0.5%のいずれか大きい方以下 

14 試験及び評

価 

MCT-4210 試験温度 ・試験温度の設定方法について推奨 

15 MCT-4220 試験片個

数 

・参照温度 To 決定に必要な試験片個数を規定 

16 MCT-4230 試験温度

の制御と測定 

・試験温度±3℃に入る試験温度を試験結果とする 

17 MCT-4300 試験及び

試験後の測定 

・試験中の荷重－変位関係を記録 

18 MCT-4310 負荷速度 ・負荷速度は初期弾性域での K が 0.1～2MPa√m/s

に設定 

19 MCT-4320 試験完了

後の亀裂寸法の測

定 

・等間隔に 8分割した位置 9 点で亀裂長さを測定 

・測定精度は 0.025mm 以内 

20 MCT-4321 疲労予亀

裂導入条件の再評

価 

・測定した初期亀裂長さが「MCT-3220 疲労予亀裂

の導入手順」を満足することを確認 

21 MCT-4330 ポップイ

ンの評価 

・「MCT-4331 クリック音が生じる場合のポップイ

ンの評価」及び「MCT-4332 クリック音が生じない

場合のポップインの評価」でポップイン発生を判

定 

22 MCT-4340 データの

棄却または無効と

される判定基準 

・Mini-C(T)試験片の KJcデータを棄却する条件（9

点の各々の亀裂長さの測定値と初期亀裂長さの平

均値との差が，板厚 B の 5%か 0.5 mm のいずれか

大きい方）を規定 

23 MCT-4400 KJcの計算

方法 

・KJcの計算方法を「MCT-4410 破壊開始点の Jc の

算出方法」、「MCT-4420 Jc の弾性成分の算出方

法」、「MCT-4430 Jc の塑性成分の算出方法」「MCT-

4440 Jc から KJc への変換方法」で規定 

24 参照温度 To

の決定 

MCT-5111 必要なデ

ータ数 

MCT-5211 必要デー

タ数 

・単一試験温度による方法の場合の必要なデータ

数に(T-To)の範囲区分を設け「有効な KJcの必要個

数」を規定 

・複数試験温度による方法の場合の必要なデータ

数に(T-To)の範囲区分を設け「重み係数」を規定 

25 MCT-5112 ワイブル

分布モデル 

MCT-5212 ワイブル

分布モデル 

・KJcと累積破損確率 pfの関係式を 3 母数のワイブ

ル分布モデルで規定 
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No. 件名 記載箇所 記載内容 

26 MCT-5113 ワイブル

分布の位置母数 Kmin

及びワイブル分布

の形状母数 b 

MCT-5213 ワイブル

分布の位置母数 Kmin

及びワイブル分布

の形状母数 b 

・Kmin は 20 MPa√m、ワイブル分布の形状母数 b は

4 と規定 

27 MCT-5114 試験片寸

法の補正 

MCT-5214 試験片寸

法の補正 

・試験片寸法による KJc値の補正式を規定 

28 MCT-5121 全て有効

データで評価する

場合の Ko の算出 

・有効データからの Ko 算出式を規定 

29 MCT-5122 無効デー

タを含む場合の Ko

の算出 

・単一試験温度での無効データを含む場合のワイ

ブル分布尺度母数 Ko の算出式において、平均値を

求める分母の値に有効なデータの個数ｒを採用 

30 MCT-5123 Ko の

KJc(med)への変換方法 

・KJc(med)の算出式を規定 

31 MCT-5124 マスター

カーブの定義 

・マスターカーブとして 1T 試験片に対する KJc(med)

の記述式を規定 

32 MCT-5130 暫定参照

温度 ToQの算出 

・KJc(med)を用いた暫定参照温度 ToQの算出式を規定 

33 MCT-5220 暫定参照

温度 ToQの算出 

・複数試験温度での無効データを含む場合の暫定

参照温度 ToQの算出式において、有効又は無効のデ

ータに乗ずる係数δiを採用 

34 MCT-5300 To として

の有効性 

・暫定参照温度 ToQ を参照温度 To とする要件につ

いて規定 

35 記録 MCT-6000 記録 ・「MCT-6100 必要な記録」、「MCT-6200 補足情報」

を規定 
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４. 技術評価の内容 

４．１ 破壊靭性確認方法 2016 

４．１．１ 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求 

原子炉圧力容器の耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A 及び B に対する健全性評価に係る

圧力・温度要求については、「RF-4110」に規定されている。 

 

（１）変更の内容（「別表１ 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求に関する規定内容の

変更点」参照） 

① 耐圧・漏えい試験並びに供用状態Ａ及びＢの圧力・温度要求から「燃料の装荷の

有無及び炉心が臨界か否か」を削除 

② 「各供用状態に対する圧力・温度制限及び耐圧・漏えい試験の最低温度要求」を

「各供用状態に対して圧力・温度制限の要求又は最低温度要求のいずれか」に変

更し、炉心領域は圧力・温度制限要求のみに変更 

③ 非延性破壊防止のための圧力・温度制限の評価方法から規定以外の「同等の方

法」を削除 

④ 中性子照射の影響を考慮する部位を「最大仮想欠陥のき裂先端」から「最大仮想

欠陥最深部」に変更 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 規程を供用期間中の要求に限定したことから、燃料装荷前の要求を削除 

② 表現の適正化 

③ 同等の方法は不要と判断 

④ 表現の適正化 

 

（３）検討の結果 

① 本規程の名称は「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」から「原

子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法」に改定され、規定内容が供

用期間中の運転状態と試験状態に限定されている。破壊靭性確認方法 2007 の「表-FB-

4100-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求」において「燃料装荷前」の供用状態

に対する最低温度要求の規定は、供用前の水圧試験についてのものであり、破壊靭性

確認方法 2016 の「表-RF-4110-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求」から削除

されている。規格には燃料装荷前については規定されていないことから、削除された

ものであり妥当と判断する。 

なお、「FB-4100 原子炉圧力容器に対する供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運転

条件の制限」において、供用状態 A及び B の圧力・温度制限及び最低温度要求は「燃

料の装荷の有無及び炉心が臨界か否か」により異なるとの記載の削除については、破

壊靭性確認方法 2016 の「表-RF-4110-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求」に

炉心が臨界か否かによって「圧力・温度制限の要求」及び「最低温度要求」が異なっ
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ていることから削除する必要はないが、同表中において要求は明確にされていること

から影響はない。 

② 「表-RF-4110-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求」に規定する供用状態 A 及

び B に対する圧力・温度制限は、設計・建設規格 2012 年版「添付 4-1 RTNDT 要求値

の決定方法」の「4.燃料装荷後の非延性破壊防止評価」の評価方法として引用されて

いる。また、最低温度要求は「（解説-RF-4100-1）耐圧・漏えい試験並びに供用状態

A 及び B に対する健全性評価」(2)d.において、Pellini の破壊解析線図による遷移温

度手法の考え方を取り入れた簡易手法のものであるとされている。破壊靱性確認方法

2007 の「FB-4100 原子炉圧力容器に対する供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運転

条件の制限」において「各供用状態の圧力・温度制限の要求及び耐圧・漏えい試験の

最低温度要求は表-RF-4110-1 を満足すること。」としていたものを「各供用状態に対

して圧力・温度制限の要求又は最低温度要求のいずれかを満足すること。」に変更し

たことについては、定性的な遷移温度評価から定量的な破壊力学評価に変えたもので

あり、技術の進歩に対応したものであるが、圧力・温度制限要求と最低温度要求は異

なるものであり、「いずれか」とすることは適切ではなく、今後の検討が必要である。 

炉心領域を圧力・温度制限要求のみに変更したことについても、他の領域と整合を

図ることが必要である。なお、上記規定の解説で引用する米国連邦規則「NRC 10 CFR 

50 Appendix G」においても両者を満足することを要求している。 

③ 破壊靭性確認方法 2007 の「表-FB-4100-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求」

において、圧力・温度制限の要求は「（附属書 A あるいは同等の方法）による求まる

圧力・温度制限」と規定していたが、破壊靭性確認方法 2016 の「表-RF-4110-1 原子

炉圧力容器に対する圧力・温度要求」では「RF-4120 による求まる圧力・温度制限」

とし、非延性破壊防止のための圧力・温度制限の評価方法から「同等の方法」を削除

している。「同等の方法」を削除することで、評価手法が統一され各プラントの健全性

が同一尺度で評価できることから妥当と判断する。 

④ 「RF-4110 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求」(2)において、中性子照射の影

響を考慮する部位を「最大仮想欠陥のき裂先端」から「最大仮想欠陥最深部」に変更

している。「き裂先端」は仮想欠陥が進展する方向のすべてに存在するので中性子照

射の影響を考慮する部位が仮想欠陥のどこか明確でなかったが、亀裂が照射量の高い

容器内面側から発生し外面側に進展するとすれば、「最深部」は最大仮想欠陥として

仮定した半楕円形状の頂点に位置するので中性子照射条件の位置を明確にすること

から妥当と判断する。 

なお、仮想欠陥の「最深部」は中性子照射量が最も低い位置に該当するので、最深部

とそれ以外の部位とで亀裂進展速度が異なり、応力分布も一様ではないので応力拡大

係数は評価点ごとに変化する。したがって、中性子照射の影響は評価点における照射

条件又は保守的に最大となる部位とする等、今後の検討が望まれる。 
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４．１．２ 材料の破壊靭性 

原子炉圧力容器のフェライト系耐圧部材料に対する破壊靭性の要求については「RF-4121

材料の破壊靭性」に規定している。 

 

（１）変更の内容（「表 3.2.2-1 材料の破壊靭性に関する規定内容の変更点」参照） 

① 静的平面ひずみ破壊靭性と関連温度の相関式について、常温最小降伏点が 620MPa

を超える材料についての使用制限規定を追加 

 

表 4.1.2-1 材料の破壊靭性に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4121 材料の破壊靭性 

(3)常温最小降伏点が 620MPa を超える材料に

ついては，(4)式は適用できない。 

A-3222 材料の破壊靭性 

（なし） 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 設計・建設規格と同様の条件を明記 

 

（３）検討の結果 

① 常温最小降伏点が 620MPa を超える材料の破壊靭性については、技術基準規則解釈別

記－２「日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」の適用に当たって」の２．

（１）（ⅳ）において、「室温での規定最小降伏点が 620MPa を超える材料については、

クラス 1 容器の破壊靭性評価に KIc 曲線を用いることを認めないものとする。」と規定

している。RF-4121(3)の規定はこれと整合するものであり、妥当と判断する。 
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４．１．３ 最大仮想欠陥 

健全性評価に係る最大仮想欠陥については「RF-4122 最大仮想欠陥」に規定している。 

 

（１）変更の内容（「別表２ 最大仮想欠陥に関する規定内容の変更点」参照） 

① 最大仮想欠陥はその寸法を保証できることを条件により小さな欠陥の採用を許容す

るただし書を追加 

② ノズル内面コーナ部の仮想欠陥寸法を胴部と同じとしていたものから胴部の仮想欠

陥寸法の 1/4 に変更 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

①及び② 設計・建設規格と整合を図る。 

 

（３）検討の結果 

①  「RF-4122 最大仮想欠陥」において、最大仮想寸法を規定しているが、「ただし、よ

り小さな最大仮想欠陥を保証できる場合は、より小さな欠陥を最大仮想欠陥として用

いてもよい。」を追加する変更がされている設計・建設規格の「添付 4-1 RTNDT要求値

の決定方法」においては、最大仮想欠陥について「より小さな最大仮想欠陥を保証で

きる場合は、より小さな欠陥を最大仮想欠陥として用いてもよい」と規定しており、

これに整合させるものでありは妥当と判断する。 

なお、「解説-RF-4122-1 圧力・温度制限の評価に用いる最大仮想欠陥」においては、

「非破壊試験の検出性能、検査実績や想定欠陥のき裂進展解析等に基づいて十分信頼

性のある最大仮想欠陥が想定できる場合には、より小さな欠陥を最大仮想欠陥として

用いてもよい。」と記載しているが、「十分信頼性のある」には、探傷不可範囲の存在

等が考慮され、仮想欠陥の最大寸法を保証するための具体的条件が明確になるよう今

後の検討が望まれる。 

② ノズル内面コーナ部の仮想欠陥寸法については、設計・建設規格の「添付 4-1 RTNDT

要求値の決定方法」において、「仮想欠陥寸法を胴部の 1/4 とする」と規定しており、

これに整合させるものであり妥当と判断する。 
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４．１．４ 供用状態 A及び B 並びに耐圧・漏えい試験時の許容基準 

供用状態 A及び B並びに耐圧・漏えい試験時の許容基準については「RF-4124 許容基準」

に規定している。 

 

（１）変更の内容（「表 4.1.4-1 供用状態 A 及び B 並びに耐圧・漏えい試験時の許容基準

に関する規定内容の変更点」参照） 

① 供用状態 A、B及び耐圧・漏えい試験時の最低温度要求規定を許容基準から削除 

 

表 4.1.4-1 供用状態 A及び B並びに耐圧・漏えい試験時の許容基準に関する 

規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4124 許容基準 

供用状態 A及び B（耐圧・漏えい試験を除

く）の圧力・温度の制限として，(5)式を満

足しなければならない。 

KI ＝2 KIp + KIq ＜KIc           

(5) 

耐圧・漏えい試験の圧力・温度の制限とし

て，(6)式を満足しなければならない。 

KI ＝1.5 KIp + KIq ＜KIc          

(6) 

ここで， 

a.これらの評価に際しては，ボルト締めによ

る応力は一次応力とする。 

 

 

b.厚さが 65mm 以下で，最低使用温度が RTNDT 

+33℃以上のノズル等に対しては評価を行わ

なくてよい。 

A-3225 許容基準 

供用状態 A及び B（耐圧・漏えい試験を除

く）の圧力・温度制限の要求は，(8)式を満

足しなければならない。 

  KI ＝2 KIp + KIq ＜KIc       

(8) 

耐圧・漏えい試験の圧力・温度制限の要求

は，(9)式を満足しなければならない。 

  KI ＝1.5 KIp + KIq ＜KIc         

(9) 

 

(1)これらの評価に際しては，ボルト締めに

よる応力は一次応力とする。 

(2)これらの評価の他，表 FB-4100-1 に示す

最低温度要求についても満足しなければなら

ない。 

(3)厚さが 65 mm 以下で，最低使用温度が

RTNDT + 33℃以上のノズル等に対しては評価

を行わなくてよい。 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 最低温度要求は RF-4110 で要求しており重複するため削除 

 

（３）検討の結果 

① 供用状態 A、B及び耐圧・漏えい試験時の最低温度要求は４．１．１において評価（最

低温度要求は必要）しており、表-RF-4110-1 に規定されていることから、削除は妥当

と判断する。 
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４．１．５ 供用状態 C及び D の健全性評価 

供用状態 C及び Dの健全性評価については RF-4200 に規定している。 

 

（１）変更の内容（「表 4.1.5-1 供用状態 C 及び D の健全性評価に関する規定内容の変更

点」参照） 

① 原子炉圧力容器以外の容器についての規定を削除 

 

表 4.1.5-1 供用状態 C及び Dの健全性評価に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4200 供用状態 C 及び D に対する健全性

評価 

（なし） 

A-3230 供用状態 C 及び Dの評価方法 

供用状態 C及び Dについて評価を行い，非

延性破壊が防止されることを確認する。加圧

水型原子炉圧力容器の炉心領域部にあって

は，附属書 Cを用いて評価してもよい。 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 原子炉圧力容器以外の容器についての要求は規程の範囲外としたため削除 

 

（３）検討の結果 

① 破壊靭性確認方法 2007 は原子炉圧力容器だけではなく原子力発電所に設置する機

器についての非延性破壊を防止するために要求事項を規定していたが、破壊靭性確認

方法 2016 は、設計・建設規格の規定と重複する部分を削除し、供用期間中の原子炉

圧力容器に対する要求事項に限定している。破壊靭性確認方法 2007 の附属書 A-3000

番台は容器についての規定であるので、A-3230 の削除は原子炉圧力容器以外の容器に

ついての規定を削除するものであり、妥当と判断する。 
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４．１．６ 供用状態 C、Dに対する評価手順 

「RF-4210 原子炉圧力容器に対する破壊靭性の要求」は供用状態 C、D に対する評価手順

を規定している。 

 

（１）変更の内容（「別表３ 原子炉圧力容器に対する破壊靭性の要求」参照） 

① 供用状態 C、Dの破壊靭性の要求内容に対する評価手順を「一般評価（C-4000：破

壊靭性遷移曲線のみ設定）と詳細評価（C-3000：PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲

線を設定）」から「一般評価（RF-4220：簡易の PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲

線を設定）と詳細評価（RF-4230：PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線を設定）」に

変更 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 評価手法の見直しに応じて破壊靭性の要求内容を見直し 

 

（３）検討の結果 

① 一般評価の手順において簡易的な PTS 状態遷移曲線の作成が追加されているが、PTS

状態遷移曲線は４．１．７から４．１．１６において個別に評価することとする。評

価手順としては妥当と判断する。なお、破壊靱性確認方法 2007 の附属書 C-4000 の規

定も否定するものではない。 
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４．１．７ PTS 状態遷移曲線の設定（運転条件） 

PTS 状態遷移曲線の設定に関連する運転条件について、一般評価は「RF-4221 PTS 状態遷

移曲線の設定」(1)に、詳細評価は RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定(1)及び(2)に規定して

いる。 

 

（１）変更の内容（「別表４ PTS 状態遷移曲線の設定に関する規定内容の変更点」参照） 

① 「RF-4220 一般評価」として新たに一般評価を規定し「RF-4221 PTS 状態遷移曲

線の設定」(1)において PTS 状態遷移曲線の設定における運転条件を追加、配管破

損防護設計による配管破損形態により設定した過渡は考慮せず、1 次冷却材温

度、圧力及び流量の過渡についての熱水力解析は、接液水の温度が 1次冷却材の

通常運転温度から安全注入水の水温まで瞬時に変化し、圧力が事象発生直後に大

気圧に変化すると規定 

② 詳細評価は、「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(1)において、熱水力解析の対

象事象を温度低下が大きい事象又は温度低下とともに圧力が高く維持される事象

と規定 

③ 詳細評価の「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(2)において、1次冷却材ループ

流が停止する事象について冷却材の部分混合を明記し、数値流体力学解析及び試

験等による結果の反映を許容 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 一般評価の評価対象事象を見直し 

② 詳細評価の対象事象を大破断冷却材喪失事故，小破断冷却材喪失事故及び主蒸気

管破断事故に特定 

③ 冷却材の混合状態を考慮する方法として数値流体力学解析及び試験等による結果

から設定してもよいことを追記 

 

（３）検討の結果 

① 「RF-4220 一般評価」の「RF-4221 PTS 状態遷移曲線の設定」(1)は、破断による冷

却材の喪失流量に関係なく温度過渡が最も厳しくなるように接液水の温度が瞬時に変

化するとしている。これは、原子炉圧力容器の内圧が高いまま維持されているとするの

ではなく大気圧に変化するとしていることとなる。他方、熱伝達率の設定では、上向き

の自然対流と下向きの強制対流を想定している。 

 

○ 従来は詳細評価だけであったが、一般評価を設けたことについて、背景や変更点を

説明してもらう必要があるのではないか。 

○ 評価対象事象においてポンプ吐出圧力などを考慮せず、事故発生直後に大気圧に変

化するとしているが、ポンプ吐出圧が PTS 評価に影響するのかについて、検討した

内容を説明してもらう必要があるのではないか。 
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② 「RF-4230 詳細評価」の「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(1)において、熱水力

解析の対象事象を温度低下が大きい事象又は温度低下とともに圧力が高く維持される

事象と追記したことについては、大破断冷却材喪失事故，小破断冷却材喪失事故及び主

蒸気管破断事故を評価対象事象に選定した技術的理由を明確にしたものであり妥当と

判断する。 

③ 冷却材の混合状態の考慮について「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(2)は「数値

流体力学解析や試験等により 1次冷却材の混合状態が適切に把握されている場合には、

それらの結果から設定した手法により評価してもよい。」としている。数値流体力学に

よる数値解析については解析者や評価者に高度な専門知識が必要であるが、破壊靭性

確認方法 2016 では、力量や品質マネジメントシステムの適用について「（解説-RF-4221-

3）数値解析結果の使用」に記載されている。規定は試験等により裏付けられていれば

数値流体力学解析を用いてもよいとしており、妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の技術評価 

詳細評価の「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(1)の第２段落において、「ここで，

配管破損防護設計により破断前漏えい(LBB)概念の適用が認められているプラントに

おいては，LBB 概念に基づく配管破損形態により設定した過渡を評価対象事象として

もよい。」とあるが、本件については破壊靭性確認方法 2007 の技術評価において、

適用を認めないとの評価をしている3。 

  

                                                   
3 技術基準規則解釈別記－１において、2007 年版の適用に当たって「C-3110(1)における「ここで、PTS

事象の選定にあたり、配管破損防護設計により破断前漏えい（LBB）概念の適用が認められているプラン

トにおいては、破断前漏えい概念に基づく配管破損形態により設定した過渡とすることができる。」の規

定は適用しないこと。」としている。 
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４．１．８ PTS 状態遷移曲線の設定（熱の解析条件） 

PTS 状態遷移曲線の設定に関連する熱の解析条件について、一般評価は「RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設定」(2)及び(3)に、詳細評価は「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(3)及

び(4)に規定している。 

 

（１）変更の内容（「別表４ PTS 状態遷移曲線の設定に関する規定内容の変更点」参照） 

① 一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定における熱に関する解析条件を追加

し、応力解析にクラッドによる影響を考慮する旨を明記4 

② 詳細評価において、「RF-4221 PTS 状態遷移曲線の設定」(2)及び(3)を引用するこ

とで応力解析にクラッドによる影響を考慮 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

①及び② 一般評価において、クラッドと母材（又は溶接金属）の熱膨張差により生

ずる応力及びクラッド溶接、継手溶接による残留応力を考慮することを追記 

 

（３）検討の結果 

①及び② 破壊靭性確認方法 2007 では「C-3110 評価事象の熱水力解析」において熱伝

達率や熱電導解析の評価部位に「原子炉圧力容器壁近傍」等の表現が用いられてお

り、「クラッド」の表現はないが、破壊靭性確認方法 2016 では「RF-4221 PTS 状態

遷移曲線の設定」(2)において、熱伝達率は原子炉圧力容器クラッドと 1次冷却材

間の値と規定しており、熱伝導解析においてもクラッドを含むこととされている。

また、クラッドと母材（又は溶接金属）の熱膨張差により生ずる応力及びクラッド

溶接、継手溶接による残留応力を考慮することが規定された。 

しかし、残留応力の算出には熱膨張係数や縦弾性係数等の各温度における物性

値が必要であるが、破壊靭性確認方法 2016 ではクラッド（溶着金属）の機械的性

質について規定がない。また、技術基準規則第１７条（材料及び構造）第１項第１

５号の解釈に引用する日本機械学会発電用原子力設備規格溶接規格の「第２部 

溶接施工法の認証標準」には、クラッドの試験として側曲げ試験と浸透探傷試験の

みが規定されており、機械的強度に関する試験は規定されていない。さらに、技術

基準規則第１７条第１項第８号の解釈に引用する設計・建設規格の「PVB-3420 ク

ラッド容器に対する強度評価上の取扱いについての規定」には「クラッド部は、強

度部材として考慮しない」、「クラッド部の厚さが全厚さの 0.1倍を超える場合は、

クラッド部を含めたモデルを用いて熱応力を算出する」と規定している5。 

 

○ 応力評価にクラッドによる影響を考慮するに当たって検討した内容について、

                                                   
4  熱伝導解析におけるクラッドの考慮は明記されていない。 
5 工事計画認可申請における原子炉圧力容器の応力解析等では、これらの規定に基づきクラッド部は強度

部材として考慮されていない。 
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説明してもらう必要があるのではないか。 

 

一方、PTS 評価では想定される挙動を多方面から検討して保守的に評価すること

が重要であることから、クラッドについて機械的強度や熱的特性を推定してクラ

ッド下の想定欠陥部に生ずる応力を算出することも健全性評価において有用であ

るといえる。 
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４．１．９ PTS 状態遷移曲線の設定（仮想欠陥） 

PTS 状態遷移曲線の設定に関連する仮想欠陥について、一般評価は「RF-4221 PTS 状態遷

移曲線の設定」(4)に、詳細評価は「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(5)に規定している。 

 

（１）変更の内容（「別表４ PTS 状態遷移曲線の設定に関する規定内容の変更点」参照） 

① 一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定における最大仮想欠陥の条件を追加

し、仮想欠陥の位置をクラッド下、欠陥の方向を軸方向と明記 

② 詳細評価において、仮想欠陥の位置を炉心領域内表面からクラッド下に変更し、

欠陥の方向を母材に対して軸方向，溶接金属に対して溶接線方向と明記 

③ 一般評価及び詳細評価とも、非破壊試験の結果から最大仮想欠陥寸法を保証でき

る場合にはより小さな最大仮想欠陥を許容 

 

表 4.1.9-1 供用状態 C、Dの仮想欠陥に関する変更内容 

最大仮想欠陥 破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

一般評

価 

形状 半楕円欠陥 － 

大きさ 深さ 10mm、長さ 60mm 

(非破壊試験結果を反映可能) 
－ 

場所 炉心領域内面クラッド下 － 

方向 軸方向 － 

詳細評

価 

形状 半楕円欠陥 半楕円表面欠陥 

大きさ 深さ 10mm、長さ 60mm 

(非破壊試験結果を反映可能) 

深さ 10mm、長さ 60mm 

場所 炉心領域内面クラッド下 炉心領域内表面 

方向 母材に対して軸方向，溶接金属に対

して溶接線方向 
軸方向 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

①～③ 「（解説-RF-4221-4）一般評価に用いる最大仮想欠陥」において、欠陥の場

所及び方向についての解説を次のように記載している。「最大仮想欠陥はクラッ

ド下の内部欠陥としたが，これはクラッドから母材に進展するような大きな表面

欠陥が存在する可能性は極めて低いと判断されたこと，また近年クラッド下の内

部欠陥に対してクラッドの影響を考慮した KI値の簡便式が整備されたことを反映

したものである。大きな表面欠陥が存在する可能性が極めて低いと判断された理

由としては，クラッド内面は製造時に浸透探傷検査により表面割れがないことが

確認されていること，運転中にクラッドに作用する応力及びその変動は小さく，

疲労や応力腐食割れ等により供用期間中に亀裂が発生する可能性が低いこと，供

用期間中検査において，代表部位（溶接継手部及びその近傍）の表層近傍を対象

とした超音波探傷検査(縦波斜角 70°)の結果，これまで有害な欠陥は確認されて

いないことが挙げられる。(中略) 
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母材の最大仮想欠陥の方向については，温度過渡による応力は周方向と軸方向

で同等であり，KI値は軸方向欠陥及び周方向欠陥で同等となるため，従来どおり

軸方向欠陥を想定することとした。溶接金属の最大仮想欠陥の方向については，

軸方向継手及び周方向継手ともに溶接継手の周方向の残留応力が軸方向よりも内

面近傍で若干高めとなり，軸方向欠陥の KI値が若干高めとなるため，内面近傍に

想定した最大仮想欠陥の非延性破壊の発生を評価する一般評価では，母材と同様

に軸方向欠陥を想定することとした。」 

また、「（解説-RF-4231-4）詳細評価に用いる最大仮想欠陥」において、欠陥の

方向についての解説を次のように記載している。「母材の最大仮想欠陥の方向につ

いては，熱衝撃荷重による応力は周方向と軸方向で同等であるが，圧力に対して

は周方向応力が高めとなり，軸方向欠陥の KI値が高めとなることから，一般評価

と同様に，軸方向欠陥を想定することとした。溶接金属の最大仮想欠陥の方向に

ついては，板厚内の亀裂の伝播まで評価する詳細評価では，溶接継手の残留応力

の板厚内の分布を踏まえると，いずれの方向の欠陥の KI値が高めになるとは言え

ないが，発生し得る欠陥の性状を考慮して溶接線方向の欠陥を想定することとし

た。」 

 

（３）検討の結果 

① 仮想欠陥の位置を炉心領域内表面からクラッド下に変更したことの適否について

は、応力拡大係数と関係するので「４．１．１０ PTS 状態遷移曲線の設定(応力

拡大係数の算出)」において評価することとする。 

② 破壊靭性確認方法 2016 は、一般評価の場合の欠陥の方向について母材及び溶接金

属とも軸方向としている。変更理由に記載する「（解説-RF-4221-4）一般評価に用

いる最大仮想欠陥」には内圧の影響が考慮されていない6。内圧による応力は周方

向応力の方が高めとなるため、欠陥の方向を軸方向とすることは妥当と判断する。 

詳細評価の場合に欠陥の方向を破壊靭性確認方法 2007 で軸方向としていたもの

を破壊靭性確認方法 2016 で母材に対して軸方向，溶接金属に対して溶接線方向と

変更したことについては、「（解説-RF-4231-4）一般評価に用いる最大仮想欠陥」で

「溶接継手の残留応力の板厚内の分布を踏まえると，いずれの方向の欠陥の KI 値

が高めになるとは言えない」としている。 

 

○ 欠陥の方向を溶接線方向に変更した技術的根拠を確認する必要があるのでは

ないか。 

 

③ 最大仮想欠陥の寸法については「４．１．３ 最大仮想欠陥」を参照。 

 

                                                   
6 「４．１．７ PTS 状態遷移曲線の設定（運転条件）」において、日本電気協会に説明をる。 
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４．１．１０ PTS 状態遷移曲線の設定（応力拡大係数の算出） 

PTS 状態遷移曲線の設定に関連する応力拡大係数の算出について、一般評価は「RF-4221 

PTS 状態遷移曲線の設定」(5)に、詳細評価は「RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定」(6)に規

定している。 

 

（１）変更の内容（「別表４ PTS 状態遷移曲線の設定に関する規定内容の変更点」参照） 

① 一般評価を追加し、PTS 状態遷移曲線の設定手順、応力拡大係数の計算式を「附

属書 C 応力拡大係数」の「C-5000 クラッド直下の欠陥に対する計算例」に規定

するクラッド下の欠陥モデルに変更、有限要素法による算出を追加、PTS 状態遷

移曲線の設定方法を明記 

② 詳細評価において、応力拡大係数の計算式を表面欠陥からクラッド下の欠陥に変

更し、有限要素法による算出を許容 

③ PTS 状態遷移曲線の設定方法を明記 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

①～③ 「４．１．９ PTS 状態遷移曲線の設定(仮想欠陥)」の「（２）変更理由」参

照 

 

（３）検討の結果 

①～③ PTS 評価において想定する欠陥を、容器内面の半楕円表面欠陥からクラッド

下の半楕円欠陥に変更したことは、評価における欠陥の位置を実情に合わせたもの

と考えられ、クラッドの影響に関する検討が行われている。 

日本電気協会は、欠陥形状の変更に伴い、クラッド下の半楕円欠陥の応力拡大係

数を計算するためにフランス RSE-M7に採用されている Marie8の文献に示されている

計算式を新たに採用した。 

Marie は、クラッドの塑性変形と容器側亀裂先端塑性域を考慮して RSE-M に規定

されている評価法を更に見直し、2011 年に、加工硬化係数を考慮すると RSE-M の

規定について負荷上昇中は妥当であるが、除荷過程では保守的になっていると論じ

ている9。 

クラッドがある場合の応力拡大係数の計算は、破壊靭性確認方法 2016 に規定さ

れた方法で可能と考えられるが、これらの計算の基となっている材料特性の適用範

                                                   
7 Association Francaise pour les Regles de Conception et de Construction des Chaudieres 

Electro – Nucleaires の PWR 原子力設備の供用期間中検査に関する規格 Regles de Surveillance en 

Exploitation des Materials 
8 Marie, S., Chapuliot, S., “Improvement of the calculation of the stress intensity factors 

for underclad and through-clad defects in a reactor pressure vessel subjected to a pressurised 

thermal shock,” Int. J. Pressure Vessels Piping, 85[8], 517-531 (2008). 
9 

IN A VESSEL SUBMITTED TO A PRESSURIZED THERMAL SHOCK.” ASME PVP2011-57362 
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囲が明確でない。Marie 等の評価は、容器本体は弾性変形、クラッドは塑性変形す

ると仮定して定めた応力拡大係数の計算式、割増係数βの計算式が記されている

が、その材料特性が国内プラントの実機のクラッド（溶接方法により溶接材料や希

釈域の範囲は異なる。）を代表しているか、クラッドに対する制限はないのか等、

今後の検討が必要である。 

クラッド下に亀裂がある場合は、クラッド材の特性・影響を評価する必要があ

る。クラッド材の照射脆化考慮した亀裂発生評価は廣田ら10や、Tobita ら11や、

Hagga ら12によりなされており、照射により JIcやティヤリングモヂュラスは低下

することはあるが、クラッドに亀裂が進展することはないことが示されている。ク

ラッド内の残留応力については西山、鬼沢らの研究13や KUME らの研究14があり、

クラッド内部には降伏点に達する程の大きな引張残留応力が存在するといわれてい

る。以上のようにクラッドに関して様々の角度から研究が行われているが、これら

の研究に供されたクラッドを国内クラッドの評価へ適用する観点からは、クラッド

材料の性質のバラツキも含めた適用性、今後の検討が必要である15。 

 

○ 容器内表面のクラッドを PTS 評価に考慮する上で、クラッドの機械的特性、

クラッド厚さの設定方法、クラッド施工が母材に及ぼす影響、クラッド施工

による残留応力の影響等について行った検討について説明を受ける必要があ

るのではないか。 

  

                                                   
10 Hirota, T. et al., “PROPOSAL FOR UPDATE ON EVALUATION PROCDURE FOR REACTOR PRESSURE VESSELS 

AGAINST PRESSURIZED THERMAL SHOCK EVENTS IN JAPAN,” ASME PVP2014-28392 
11 T. Tobita, M. Udagawa, Y. Chimi, et al., “Effect of neutron irradiation on the mechanical 

properties of weld overlay cladding for reactor pressure vessel,” J. Nuclear Materials, 452 

(2014) 61-68 
12 F. M. Haggag, R. K. Nanstad, “Effects of Thermal Aging and Neutron Irradiation on the 

Mechanical Properties of Three-Wire Stainless steel Weld Overlay Cladding”, NUREG/CR-6363, 

1997 
13西山裕孝、鬼沢邦雄、他、軽水炉圧力容器用ステンレス肉盛クラッドの残留応力と経年劣化評価、

JAERI-Research 2000-047、2000 年 10 月 
14 R. KUME, H. OKABAYASHI and T. Naiki, “Internal Stresses in Thick Plate weld-Overlaid with 

Austenitic Stainless Steel (Report 1)”, Tr. Japan Welding Society, Vol. 5, No. 1, 1974 
15クラッド方向への亀裂進展を評価するデータがなければ、安全側の評価では、クラッド

にも亀裂が入り貫通することを想定することも可能（RSEM 規格に採用された前記 Marie

の文献にクラッド貫通型のクラッド下半楕円欠陥が記載されている。）であり、そうなれば

評価対象亀裂はクラッドの厚さ約 5mm を加えて深さ 15mm の半楕円表面亀裂となる。 
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４．１．１１ PTS 評価に用いる破壊靭性遷移曲線 

（１）変更内容（「別表５ 破壊靭性遷移曲線に関する規定内容の変更点」参照） 

① 破壊靭性確認方法 2007 の「破壊靭性遷移曲線の設定」における KIc16式を削除 

② 破壊靭性確認方法 2016 の「RF-4222 破壊靭性遷移曲線の設定」に 2種類の KJc17式

を追加 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

①及び② PTS 評価に使用する破壊靭性遷移曲線に関しては，「高経年化技術評価に関

する意見聴取会」（平成 23 年 11 月～平成 24年 6月、原子力安全・保安院）におい

て，「今後は，下限線が応力拡大係数に近接する場合も考えられるので，保守性や

精度向上の観点から試験個数や試験片データのばらつきを考慮した下限線の評価

手法などを規定しておくことが必要である。」として，評価手法の改定検討が求め

られたことから、同意見聴取会での要望を受けて，以下のような破壊靭性に関わる

近年の知見を踏まえて，PTS 評価における破壊靭性評価手法の見直しを検討し，破

壊靭性確認方法 2016 に反映した。 

 国内 PWR 監視試験で照射後の破壊靭性データが多数蓄積された 

 破壊靭性のばらつき等に関する知見が拡充され，国内外でマスターカーブ法

の適用性が確認され，海外等で広く用いられるようになった。 

 

（３）検討の結果 

① 破壊靭性確認方法 2007 の KIc式の削除 

高経年化技術評価に関する意見聴取会では，玄海１号機の原子炉圧力容器の健

全性を中心に中性子照射脆化に関する様々な議論があり，PWR 18プラントを対象と

した PTS19 評価方法に関しても多くの議論がなされ、「原子炉圧力容器の中性子照

射脆化について」（原子力安全・保安院、平成 24年 8 月）がまとめられた。その中

で、「現行の中性子照射脆化に関する規制は、温度圧力制限に関すること、上部棚

吸収エネルギーに関すること及び加圧熱衝撃に関することについて規制しており、

（中略）我が国の規制項目に過不足は無いと考える」としており、規制の見直しの

必要性及び方向性として「加圧熱衝撃の評価には、想定事象、応力拡大係数の評価、

判定基準に関しても世界的にも知見の拡充が行われていること（IAEA TECDOC-

162720等）に鑑み、国際的な整合性にも留意しつつ、適宜最新知見を反映すること

が望ましく、引き続き、学協会の取り組みを期待する」としている。また、破壊靭

性測定値のばらつきについては、「今後は、下限線が応力拡大係数に近接する場合

                                                   
16 静的平面ひずみ破壊靭性[MPa√m] 
17 Jc（破壊の開始点の J積分）より導かれる弾塑性等価応力拡大係数[MPa√m] 
18 加圧水型原子炉 
19 加圧熱衝撃 
20 Pressurized Thermal Shock in Nuclear Power Plants: Good Practices for Assessment 

Deterministic Evaluation for the Integrity of Reactor Pressure Vessel 
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も考えられるので、保守性や精度向上の観点から試験個数や試験片データのばら

つきを考慮した下限線の評価手法などを規定しておくことが必要」としている。 

なお、破壊靭性確認方法 2007 の KIc 式については、現時点においてこれを否定

する技術的根拠は見いだされていないことから、今後引き続き使用することは問

題ないといえる。 

 

② 破壊靭性確認方法 2016 に 2 種類の KJc 式を追加 

(a) マスターカーブ法 

従来の PTS 評価は、プラント毎の監視試験で求められた破壊靭性データを包絡

するように温度軸を変更した破壊靭性遷移曲線を用いて行っていたが、マスター

カーブ法に関する研究の進展に伴い、マスターカーブ法の考え方に基づいて設定

した破壊靭性遷移曲線を用いるように変更している。マスターカーブ法について

は、国際的に活用されつつある破壊靭性評価法であるといえる21。 

 

（参考）マスターカーブ法 

破壊靭性はワイブル分布に従うと考え次式で与えられる。 

 

ここで、b、K0及び Kminはそれぞれワイブル分布の指数パラメータ、尺度パラメー

タ及び位置パラメータである。 

特定のフェライト鋼の破壊靭性 KIc(KJc-Kmin)の分布が、Kminを 20MPa√m、形状パラ

メータを４、位置パラメータを K0（K0-Kmin）とする、3パラメータのワイブル分布に

従うとする考えである。 

𝑃𝑓 = 1 − exp ⌊− [
𝐾𝐽𝑐 − 20

𝐾𝑜 − 20
]

4

⌋ 

 

破壊靭性のメディアン値が破壊靭性確認方法 2016 では下式で示されている。 

𝐾𝐽𝑐(𝑚𝑒𝑑) = 30 + 70 ∗ 𝑒𝑥𝑝{0.019 ∗ (𝑇 − 𝑇0)} 

 

また、信頼下限を ASTM E1921 と同じ 95%とし、破壊靭性確認方法 2016 では下式

で示されている。 

𝐾𝐽𝑐 = 25.2 + 36.6 ∗ 𝑒𝑥𝑝 {0.019 ∗ (𝑇 − 𝑇0 ∓ 𝛥𝑅𝑇𝑁𝐷𝑇計算値(𝑑)＋𝑀ｋ)} 

                                                   
21 ASTM E1921 Standard Test Method for Determination of Reference Temperature,T0,for Ferritic 

Steels in the Transition Range, ASME Sec. XI ARTICLE A-4000 Material Properties A-4200 

Fracture Toughness 
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日本電気協会は、信頼下限を ASTM E1921 と同じ 95%としている事に関し、破壊

靭性確認方法 2007 の KIc 式から破壊靭性確認方法 2016 の KJc式への変更に伴う

実プラントでの値の変化を比較するために、破壊靭性遷移曲線のうち、PTS 状態遷

移曲線 KI に接する付近の KJc = 70 MPa√m での遷移温度 T70 を比較した。その結

果、大部分のプラントで破壊靭性確認方法 2016 による T70 の方が高い値となって

おり、保守的であることを確認しているとしている（図 4.1.11-1 参照）。 

しかしながら、図 4.1.11-1 によれば、5 プラントについては非保守的な評価と

なっており、必ずしも保守的とはいえない。なお、非保守的になるものは、圧延材、

溶接金属及び鍛鋼品それぞれに存在しており、材質によらないといえる。また、保

守的であるとしているデータについても、KIc式から得られる T70と KJc式から得ら

れる T70に数十度の開きがあるものがある。 

  

図 4.1.11-1 国内 PWR プラントの 32EFPY 時点の破壊靭性遷移曲線の 

遷移温度 T70の比較22  

  

 これに関し、日本電気協会は、破壊靱性確認方法 2007 に基づく評価では，下

限包絡の対象となる破壊靭性データの点数やそのばらつき程度に依存して必ずし

も遷移温度域の破壊靭性の傾向を表せていない場合があるのに対して、破壊靱性

確認方法 2016 に基づく評価では、評価時期の破壊靭性データの点数やばらつき

程度に依存せず，一定の保守性を有して設定できているとしている（表 4.1.11-1

参照）。  

                                                   
22 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靱靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 4-1 図 2-1 
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表 4.1.11-1 32EFPY 時点の破壊靭性データと破壊靱性遷移曲線の比較(1/6)23 

 

 

                                                   
23 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靱靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム

資料 4-1 表 2-1 
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表 4.1.11-1 32EFPY 時点の破壊靭性データと破壊靱性遷移曲線の比較(2/6) 
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表 4.1.11-1 32EFPY 時点の破壊靭性データと破壊靱性遷移曲線の比較(3/6) 
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表 4.1.11-1 32EFPY 時点の破壊靭性データと破壊靱性遷移曲線の比較(4/6) 
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表 4.1.11-1 32EFPY 時点の破壊靭性データと破壊靱性遷移曲線の比較(5/6) 
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表 4.1.11-1 32EFPY 時点の破壊靭性データと破壊靱性遷移曲線の比較(6/6) 
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また、日本電気協会は、マスターカーブ法が中性子照射された材料についても適

用できるかについて、EPRI24の文献25に基づき、マスターカーブ法の破壊靭性遷移

曲線の形状は理論的に中性子照射によって変化しないこと、及び様々な寸法の照

射試験片に対し適用できることが実験により確認されているとしている。また、こ

れに関し、米国 NRC による検証26が行われているとしている27。 

しかしながら、米国 NRC による検証としている文献については、NRC が 2002 年

に作成したものの最終版ではないものを、2009 年にそのまま公開したものである。

マスターカーブ法を規制に適用できるとの記載もなく、当該文献をもってマスタ

ーカーブ法が規制に適用できるとの説明は適切ではない。 

供用状態 C,D の評価に用いる式として、マスターカーブ法をもとにした式を導

入し、供用状態 A,B には導入していない点について、日本電気協会は、供用状態

A,B については、ニーズが低かったことから変更していないとしている。また、

今後、供用状態 A,B に関しても、マスターカーブを用いることを継続して検討し

ていきたいとしている。 

 

(b) 照射脆化した材料に対するマスターカーブ法の適用性 

日本電気協会は、鍛鋼品のデータを元にマスターカーブの適用性を確認してい

る（表 4.1.11-1 参照）とし、Toを設定した 11材料のデータを示し、国内の照射材

についても，マスターカーブ法により破壊靭性データの温度依存性やばらつきが

適切に評価できているとしている（図 4.1.11-3 参照）。 

 

表 4.1.11-1 検討に使用した鍛鋼品の照射後破壊靭性データの詳細28 

鋼種 破壊靭

性 

データ

の 

総数 

材料数 

（Toを

設定し

た数） 

1 材料あ

たりの To

設定に使

用したデ

ータ点数 

照射量 

(×1019 

n/cm2) 

Cu 

(wt.%) 

To 
(℃) 

5%マスタ

ーカーブ

を下回る

確率 

SA508 Cl.3 

SFVQ1A 

（鍛鋼品） 

220 11 16～26 2.3 

～7.2 

0.02 

～0.04 

-71 

～14 

3% 

(6 個) 

                                                   
24 米国電力研究所 
25 Hardin, T., "Technical Basis for ASME Code Case N-830, Revision 1 (MRP-418): Direct Use of 

Master Curve Fracture Toughness Curve for Pressure-Retaining Materials of Class 1 Vessels, 

Section XI." EPRI, Palo Alto, CA: 2017. 3002010332. 
26 Kirk, M., "The Technical Basis for Application of the Master Curve to the Assessment of 

Nuclear Reactor Pressure Vessel Integrity," Report No. ADAMS ML093540004. United States 

Nuclear Regulatory Commission, Washington DC, 2002. 
27 第 2 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

2-2 5~7p 
28 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

資料 3-1 表 2-1 
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(a) 鍛鋼品 No.1 (照射量 2.3×1019 n/cm2，To=-33℃) 

 

 

(b) 鍛鋼品 No.2 (照射量 2.6×1019 n/cm2，To=-49℃) 

 

 

(c) 鍛鋼品 No.3 (照射量 2.7×1019 n/cm2，To=-64℃) 

図 4.1.11-3(1/4) 鍛鋼品の照射後破壊靭性データのマスターカーブ29 

                                                   
29 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-1 図 2-1 
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(d) 鍛鋼品 No.4 (照射量 2.7×1019 n/cm2，To=-59℃) 

 

 

(e) 鍛鋼品 No.5 (照射量 3.1×1019 n/cm2，To=-22℃) 

 

 

(f) 鍛鋼品 No.6 (照射量 4.6×1019 n/cm2，To=-71℃) 

 

 図 4.1.11-3(2/4) 鍛鋼品の照射後破壊靭性データのマスターカーブ 
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(g) 鍛鋼品 No.7 (照射量 4.9×1019 n/cm2，To=-5℃) 

 

 

(h) 鍛鋼品 No.8 (照射量 5.0×1019 n/cm2，To=-22℃) 

 

(i) 鍛鋼品 No.9 (照射量 5.3×1019 n/cm2，To=-24℃) 

図 4.1.11-3(3/4) 鍛鋼品の照射後破壊靭性データのマスターカーブ 
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(j) 鍛鋼品 No.10 (照射量 5.4×1019 n/cm2，To=2℃) 

 

 

(k) 鍛鋼品 No.11 (照射量 7.2×1019 n/cm2，To=14℃) 

図 4.1.11-3(4/4) 鍛鋼品の照射後破壊靭性データのマスターカーブ 

 

また、破壊靭性確認方法 2016 の KJc 式は、マスターカーブ法のワイブルプロッ

トを元にしており、マスターカーブ法の形状係数が 4であることから、照射脆化し

た場合も形状係数は 4であることが前提となっている。これについて、日本電気協

会は、破壊靭性データのワイブルプロットの傾き（ワイブル分布の形状母数）と破

壊靭性データ数の関係に，国内材の鍛鋼品のプロットを記載し、鍛鋼品の破壊靭性

データについても，概ね参考文献30のばらつきの範囲内（5～95%）に入っていると

している（図 4.1.11-4 参照）。 

                                                   
30 Wallin, K., "Statistical Modeling of Fracture in the Ductile-to-Brittle Transition Region," 

Defect Assessment in Components - Fundamentals and Applications, ESIS/EFG9, Blauel, J. G., and 

Schwalbe K.-H, Eds, pp. 415-445, (1991). 
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図 4.1.11-4 破壊靭性データのワイブル分布の形状母数31 

 

これに関し、日本電気協会は、破壊靭性値と累積確率の指数を示し、鋼種毎のワ

イブルプロットからも，現時点で破壊靭性確認方法 2016 の破壊靭性遷移曲線を下

回っているデータは，特段適用性に疑義を呈するようなデータではないと評価し

ている（図 4.1.11-5 参照）。 

 

a) 圧延材 

図 4.1.11-5(1/2) 照射後破壊靭性データ（圧延材、鍛鋼品、溶接金属）の 

ワイブルプロット32 

 

                                                   
31 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-1 図 2-2 
32 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

資料 3-1 図 3-1 
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b)鍛鋼品 

 

c) 溶接金属 

図 4.1.11-5(2/2) 照射後破壊靭性データ（圧延材、鍛鋼品、溶接金属）の 

ワイブルプロット 

 

母集団がワイブル分布に従う場合、データは直線状に分布するが、図 4.1.11-6

の a)圧延材のデータは、必ずしも直線上に分布していない。また、データの位置

が a)圧延材と b)鍛鋼品及び c)溶接金属では、縦軸で１程度のずれがある。これ

は、ワイブル分布の位置パラメータ等に補正されるべき値が存在することを示唆

していると考えられる。また、日本電気協会が破壊靭性データを用いて検討した

対象は、鍛鋼品のみである。 

これらを踏まえると、鍛鋼品のデータをもって圧延材及び溶接金属についても

適用に問題がないとはいえず、今後の検討が必要である。 

 

(c) 破壊靭性曲線の下限の考え方 

KIC式は、データの下限包絡線であり、KJc式は確率分布の信頼下限 95%である。
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これに関し、日本電気協会は、破壊靭性確認方法 2007 の式の基になった ASME の

KIc曲線と 95%信頼下限マスターカーブについて、ASME KIc曲線開発時のオリジナル

データを対象として破壊靭性カーブに対する各破壊靭性データの温度裕度と破壊

靭性曲線を下回る確率の評価が実施されており、両者は同等と評価されている33と

している（表 4.1.11-3 参照）。 

 

表 4.1.11-2 ASME KICカーブと 5%信頼下限のマスターカーブの安全レベルの比較34 

 温度裕度の平均 下回る確率 

ASME KIC曲線 2σ 2.5% 

5%マスターカーブ 2.2σ 1.5% 

 

上記表 4.1.11-2 は、米国の材料について検討されたデータであるが、5%マスタ

ーカーブの安全レベルが ASME KIC曲線と同等以上であることを確保するためには、

破壊靭性曲線の横軸については「温度裕度の平均」として「2.2σ」必要であるこ

とを示している。 

また、照射後破壊靭性データを使用した Wallin11 の評価方法を用いた評価結果

では、破壊靭性確認方法 2007 の圧延材の破損確率(下回る確率)は 2.7%35であるの

に対し、破壊靭性確認方法 2016 は 4.1%と高くなっている。また、圧延材は、鍛鋼

品及び溶接金属と傾向が異なる。 

 

表 4.1.11-3 破壊靭性遷移曲線の Wallin の評価法による破損確率36 

鋼種 2007 年版 （参考）2016 年版 

温度差の 

平均（℃） 

温度差の 

標準偏差

（℃） 

破損確率 温度差の 

平均（℃） 

温度差の 

標準偏差

（℃） 

破損確率 

圧延材 45.6 23.6 2.7 47.1 27.0 4.1 

鍛鋼品 34.7 22.8 6.4 55.7 23.6 0.9 

溶接金属 30.9 18.6 4.9 58.2 24.8 0.9 

注）評価方法は以下のとおりです。 

1) JEAC4206 に従い，32EFPY 時点の国内 PWR プラントに対する PTS 評価用破壊靭性

遷移曲線を鋼種毎に設定する。 

2) 破壊靭性遷移曲線とそのプラントの評価時期の 1T 換算後の KIcデータ（照射材

で脆化予測によるシフト後（ただし，マージン Mc 及びσΔは考慮しない））と

の温度差を求める。 

鋼種毎に集計した 2)の温度差の Lower Tail データ（Pf＜0.5）を対象に，温度

差が正規分布に従うと仮定し，破壊靭性遷移曲線の破損確率を求める。 

                                                   
33 Wallin et al.,” Statistical re-evaluation of the ASME KIC and KIR fracture toughness 

reference curves”, Nuclear Engineering and Design 193 (1999) 317-326 
34 第 2 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

2-2 表 3-1 
35 第 2 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

2-1 添付 3 
36 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-1 表 3-1 
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95%信頼下限を採用するということは、5%は下回るデータがあることを前提とし

ており、その妥当性については、規格策定者による論理的な説明が必要である。 

 

(d) 検討に用いたデータ 

日本電気協会は、破壊靭性遷移曲線の設定に用いる破壊靭性データは、2013 年

までに国内 PWR プラントの監視試験で得られたデータを対象としたとしている37。

また、マスターカーブの適用範囲に基づき、遷移領域外の低温側（T-To < -50 ºC）

のデータ及び拘束が弱い KJc が KJc(limit)を超えるデータはカーブの設定対象から除

外したとしている38。 

 

表 4.1.11-4  破壊靭性遷移曲線のデータベース39 

材料 未照射 

データ数 

照射後 

データ数 

Cu の範囲 

(wt%) 

最大照射量 

(×1019n/cm2 E>1MeV) 

Tr30の範囲

（℃） 

圧延材 147 230 

(38) 

0.03～0.16 

（0.03～0.12） 

10.0 

（5.0～10.0） 

-94～95 

（-24～95） 

鍛鋼品 175 259 

(70) 

0.02～0.04 

（0.04） 

7.2 

（5.0～7.2） 

-68～-8 

（-23～-8） 

溶接 

金属 

92 117 

(17) 

0.01～0.19 

（0.01～0.14） 

10.0 

（5.0～10.0） 

-77～59 

（-16～58） 

注：（ ）内の値はΔTtの算出にあたり最終的に使用したデータを示す。 

 

また、ΔTt の決定に使用したデータ数は、17～70 と少ないが、分析対象とした

全破壊靭性データ中で低めに分布しており、問題ないとしている（図 4.1.11-6 参

照）。 

 

                                                   
37第 2 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

2-2 
38第 2 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

2-1  
39第 2 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

2-2 表 4-1 
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(a) 圧延材 

 

 

(b) 鍛鋼品 

図 4.1.11-6(1/2) 分析対象とした破壊靭性データ及び ΔTt 決定に使用した 

破壊靭性データ40 

 

                                                   
40 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-1 図 4-1 
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(c) 溶接金属 

図 4.1.11-6(2/2) 分析対象とした破壊靭性データ及びΔTt 決定に使用した 

破壊靭性データ 

  

また、ΔTt の決定に使用するデータについて照射量の下限を低くした場合、デ

ータ数は多くなるものの、算出される ΔTt の値は低くなることから、保守的な値

として 5×1019n/cm2以上のデータを採用したとしている（表 4.1.11-5 参照）。 

 

表 4.1.11-5 ΔTt 決定対象データの照射量加減を変化させた場合の ΔTt 算出結果41 

鋼種 ΔTt決定対象デ

ータの照射量下

限 

ΔTt 

（℃） 

対象 

デー

タ 

数 

Cu 濃度範囲 

（wt.%） 

照射量範囲 

(×1019n/cm2) 

Tr30 

実測値範囲 

（℃） 

圧延材 2.4×1019 n/cm2 -27 102 0.03～0.16 2.5～10.0 -39～95 

3.3×1019 n/cm2 -21 71 0.03～0.16 3.4～10.0 -39～95 

4×1019 n/cm2 -16 54 0.03～0.13 4.0～10.0 -24～95 

5×1019 n/cm2 -15 38 0.03～0.12 5.0～10.0 -24～95 

6×1019 n/cm2 -15 30 0.03～0.12 6.3～10.0 -24～95 

7×1019 n/cm2 -17 20 0.03～0.07 7.5～10.0 -24～41 

鍛鋼品 2.4×1019 n/cm2 -4 148 0.02～0.04 2.6～7.2 -49～-8 

3.3×1019 n/cm2 0 101 0.03～0.04 4.6～7.2 -35～-8 

4×1019 n/cm2 0 101 0.03～0.04 4.6～7.2 -35～-8 

5×1019 n/cm2 8 70 0.04～0.04 5.0～7.2 -23～-8 

6×1019 n/cm2 22 23 0.04～0.04 7.2 -8 

7×1019 n/cm2 22 23 0.04～0.04 7.2 -8 

溶接金属 2.4×1019 n/cm2 2 36 0.01～0.19 2.5～10.0 -28～59 

3.3×1019 n/cm2 8 26 0.01～0.14 3.5～10.0 -24～58 

4×1019 n/cm2 13 22 0.01～0.14 4.0～10.0 -24～58 

5×1019 n/cm2 14 17 0.01～0.14 5.0～10.0 -16～58 

6×1019 n/cm2 29 12 0.01～0.13 6.3～10.0 -16～43 

                                                   
41 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-1 表 5-1 
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7×1019 n/cm2 32 8 0.01～0.09 7.5～10.0 3～26 

 

さらに、銅含有量の多いものについても、圧延材及び溶接金属については、銅濃

度に対するに対する依存性は認められず、鍛鋼品については、上限となるデータが

含まれることから問題はないとしている（図 4.1.11-7 参照）。 

 

 

(a) 圧延材 

 

 

(b) 鍛鋼品 

図 4.1.11-7(1/2) 破壊靭性データの銅濃度に対する依存性42 

 

                                                   
42 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 3-1 図 4-2 
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(c) 溶接金属 

図 4.1.11-7(2/2) 破壊靭性データの銅濃度に対する依存性 

 

ΔTt 決定に使用した破壊靭性データの照射量の下限を低くすると ΔTt が小さ

くなるということは、ΔTt に照射量依存性があるということであり、将来予測に

用いるのは適切とはいえず、Tr30の式については、今後の検討が必要である。 

 

(e)マージン Mp及び Mkの設定について 

日本電気協会は、本文(9)式の Tr30に基づく破壊靭性遷移曲線の設定において中

性子照射による破壊靭性の低下量を予測する際のマージン Mp について、予測に伴

う不確実さを考慮して適切なマージンを付加する必要があるとしている。 

 

図 4.1.11-8 脆化予測による予測誤差を考慮したマージン（Mp）43 

 

                                                   
43 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム参

考資料 3-3 図 2-1 
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また、Mpの値については、「PTS評価のKIと接する付近のKJc=70MPa√mでのKJc(med)

と 5%信頼下限の KJc(0.05)の温度差は 40.2℃であり、正規分布の 5%信頼下限はメジ

アン＋1.65σ であることから，破壊靭性のばらつきの温度軸方向の標準偏差σ M

を 24℃（40.2÷1.65＝24.4 を切り捨て）に設定した」としている。 

 

図 4.1.11-9 マスターカーブの KJc(med)と KJc(0.05)の温度差44 

 

しかし、KJc=70MPa√m における温度と Tr30 における温度の関係性、KJc=70MPa√m

での KJc(med)と 5%信頼下限の KJc(0.05)の温度差でもって代表値とすることは説明され

ていない。また、温度裕度の平均が 2.2σ であることを踏まえれば、1.65σ は検

討の余地がある。したがって、Mpの値は、今後の検討が望まれる。 

本文(12)式の Toに基づく破壊靭性遷移曲線の設定において考慮するマージン Mk

については、破壊靭性のばらつきを温度方向のばらつきに換算した時の標準偏差

σM、To決定にあたっての誤差の標準偏差 σTo及び JEAC4201 附属書 Bの国内脆化予

測法の予測誤差の標準偏差 σ の二乗和平方根の値から σMを除き、その値に正規

分布での片側 45%信頼幅の係数 1.65 を乗じた値としている。σM の値は、上記 Mp

の算出において用いた 24℃のことであり、係数 1.65 を含めて今後の検討が望まれ

る。 

σの値については、「JEAC4201-2007(2013 年追補版)原子炉構造材の監視試験方

法」附属書Bの「（解説-SA-2120-1）RTNDT調整値」に記載する国内脆化予測法（Rev.2）

の予測誤差の標準偏差（9.5℃）から引用したものであり、妥当と判断する。 

Mk の算出式はσMを含む二乗和平方根の値からσMを引いており、σTo
 2＋σ 2＜

3σM
 2の範囲では｛ ｝内の値が(σTo

 2＋σ 2)1/2よりも小さくなる。数値を代入す

ると、σ＞40.5℃の場合にのみσMより大きなマージン Mkとなるので、今後の検討

が望まれる。 

  

                                                   
44 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム参

考資料 3-3 図 2-2 
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４．１．１２ 健全性評価の許容基準 

健全性評価の許容基準について、一般評価は RF-4223 に、詳細評価は RF-4233 に規定して

いる。 

 

（１）変更の内容（「別表６ 健全性評価の許容基準に関する規定内容の変更点」参照） 

① 一般評価の許容基準はプラント評価時期の「破壊靭性遷移曲線（KIc）を KIc評価

式と比較する方式」から「PTS 状態遷移曲線(KI )を破壊靭性遷移曲線(KJc )と比較

する方式」に見直し 

② 詳細評価の許容基準は PTS 状態遷移曲線(KI )と破壊靭性遷移曲線(KJc )が交差し

ないこと(KJc ＞KI )の他に、これを満足しない場合には冷却過程で応力拡大係数

が単調減少している時間域を評価対象から除外できること及びそれでも満足しな

い場合には容器の板厚内で亀裂の伝播が停止することを追加 

③ 規程本文(16)式及び(17)式における RTNDT調整値について、RF-2100 及び RF-2200

を引用する形で JEAC 4216 あるいはそれに準じる方法で破壊靭性参照温度 Toが得

られた場合には、破壊靭性参照温度 Toから求められる RTToを RTNDT (1)又は RTNDT 

(2)に置き換えてもよいとする規定を追加 

RTTo = To + CMC + 2σTo                 (1) 

σTo 
 
  rK

K

medJc

medJc 7.14

30

20

)(

)( 



                (2) 

   



r

i

oi
eq

medJc
TT

r
K

1
)(

019.0exp7030
1

         (3) 

表-RF-2100-1 各種破壊靭性曲線と CMC 

破壊靭性曲線 適用条項 CMC（℃） 

KIR曲線 附属書 B B-4200 (4)式 63 

KIc曲線 RF-4121 (4)式 30 

④ RTNDT (1)を規定する JSME 設計・建設規格 PVB-2333.1 項の適用年版を 2005 年版か

ら 2012 年版（2013 年追補を含む）に変更 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 「（解説-RF-4223-1）一般評価における許容基準」において、次のように記載して

いる。「一般評価の許容基準では，詳細評価あるいは是正措置の必要性の有無を簡

易的にスクリーニングできるように，保守的に高温予荷重効果や亀裂伝播停止を

考慮せずに PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線が交差しないことを許容基準と

した。」 

② 「（解説-RF-4233-1）詳細評価における許容基準」において、次のように記載して

いる。「詳細評価における許容基準では，一般評価の許容基準に加えて，破壊力学

評価に関する最新の知見を踏まえて，冷却過程で応力拡大係数 KIが単調減少して

いる場合には KIが破壊靭性を上回ったとしても非延性破壊が生じないとする高温
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予荷重効果，及び 1次冷却材を維持する機能が損なわれないことを確認するとの

観点から，非延性破壊発生後に亀裂が板厚を貫通するか否かを評価する亀裂伝播

停止評価を取り入れ，精緻化した評価が行えるようにしている。」また、許容基準

への高温予荷重効果及び亀裂伝播停止の取り入れについては、「（解説-RF-4233-

2）高温予荷重効果」（略）及び「（解説-RF-4233-3）亀裂伝播停止評価」に経緯が

記載されている。 

③ マスターカーブ法の導入に伴い破壊靭性参照温度 To から求められる関連温度 RTTo

を追加した。 

④ 参照規格の適用年版を最新のものにした。 

 

（３）検討の結果 

① 「RF-4223 許容基準」に規定する一般評価における許容基準の変更は従前の詳細評価

手法と同様にするものであり、妥当と判断する。 

なお、従前の一般評価における評価手法も一つの許容基準の決め方であり否定さ

れているものではないことから、破壊靭性確認方法 2007 附属書 Cの「C-4000 加圧水

型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する一般評価」に規定する(14)式と同様に下記

式を満足することを確認してもよい。 

（プラント評価時期の KIc） ＞ 20.16 + 129.9exp〔0.0161（T － 125）〕 

② 「RF-4233 許容基準」に規定する詳細評価における「(1)非延性破壊発生に対する許

容基準」は破壊靭性確認方法 2007「C-3320 健全性評価」に規定する詳細評価の許容

基準と同様に、PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線が交差しないことを判断基準と

しており妥当と判断する。 

「(2)高温予荷重効果を考慮した非延性破壊発生に対する許容基準」については、

試験片あるいは非照射材についての高温予荷重効果の試験結果は数多く公表されて

いる。 

高温予荷重効果は、米国、欧州で規格への取り込みが図られており、高温で予め引

張荷重を受けると破壊靭性が見かけ上増加することを反映したものであり、次の３

種類の機構によって生じるものと考えられている。 

・ 高温における予荷重により，亀裂先端前方では加工硬化が引き起こされる。そ

の後に低温となるとともに降伏点が上昇するため，塑性域内で転位が不活性

の状態となり，低温で破壊を起こすには付加的な荷重が必要となる。 

・ 高温における予荷重により，亀裂先端の鈍化が引き起こされ，応力集中が減少

することから破壊が起こり難くなる。 

・ 予荷重温度あるいは冷却過程において除荷されることにより，亀裂先端前方で

は圧縮側の残留応力となる。この残留応力のため破壊するには付加の荷重が

必要となる。 

しかし、クラッド付きの照射材での評価については、未だデータは十分とはいえな

い。 
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○ クラッド付きの照射材での評価について検討した内容を説明してもらう必要

があるのではないか。 

○ 容器の板厚内で亀裂の伝播が停止する場合に関して検討した内容（照射材へ

の適用性を含む。）を説明してもらう必要があるのではないか。 

 

③ 「表-RF-2100-1 各種破壊靭性曲線と CMC」に規定する CMC値については、「（解説ｰ RF-

2100-2）破壊靭性参照温度 Toを用いた評価方法」にその根拠が記載されており、検

討チーム会合資料 1-2-3 においてその概要が紹介されている45。KIc曲線に対する CMC

値 30℃は破壊靭性遷移曲線（横軸に温度、縦軸に破壊靭性値）の KI(RTNDT)と KI(RTTo)

との「（平均値）－2×（標準偏差）」が同等になるように調整した値であり、この値

を使えば RTNDT を用いた場合と RTNDT の代わりに RTTo を用いた場合でワイブル分布の

2.5%破損確率がほぼ同等になるとしている。KIR 曲線に対する CMC 値 63℃は、評価デ

ータがToしかなくKIR曲線を用いた評価を行う場合KIaデータ及びKIｄデータがKIR曲

線に包絡されるように求めた値としている。以上から、CMC 値については妥当と判断

する。 

To 決定に当たっての誤差の標準偏差 σTo の算出式は、限られた試験片数では真の

平均値を求めることが困難なため、試験片数による平均値のばらつきの標準偏差を求

め、その 2倍の値を加算することとしている。しかし、日本電気協会は、破壊靱性曲

線の「温度裕度の平均」として「2.2σ」としており（表 4.1.11-2 参照）、これとの関

係を検討する必要がある。 

また、(2)式に示す To 決定の際の有効な試験片の個数ｒについては、参照温度試験

方法において「有効な KJcの必要個数」が試験温度の範囲により異なることから、「有

効な KJcの必要個数」との関係により補正する等の検討が必要である。 

④ 規程が引用している設計・建設規格は 2012 年版が技術評価済みであり 2013 年追補

は技術評価していないので適用除外とする。（PVB-2333.1 項は 2005 年版から 2013 年

追補まで変更されていないので実質的に技術評価する必要はない。） 

  

                                                   
45 第 1 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 1-2-3「原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法 JEAC4206-2016 の概要」9～12 頁 
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４．１．１３ USE<68J の場合の評価方法（上部棚破壊靭性） 

上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る場合の上部棚破壊靭性について、RF-5211 に規定し

ている。 

 

（１）変更の内容（別表７ 上部棚破壊靭性に関する規定内容の変更点参照） 

① USE 調整値の予測場所を「最大仮想欠陥想定位置」から「最大仮想欠陥最深部位

置」に変更 

② 原子炉構造材の監視試験方法を規定した「JEAC4201-2007」を「JEAC4201」（RF-

1200 参照規格で JEAC4201-2007/2010/2013）に変更 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 最大仮想欠陥に対する USE 調整値評価位置を明確化 

② 参照する規格は RF-1200 にまとめて年版を含めて記載することとし、本文中では

年版を省略化 

 

（３）検討の結果 

① USE 調整値の予測場所の変更は健全性評価の対象場所を明確にしたものであり、変

更は妥当と判断する。 

② 原子炉構造材の監視試験方法を規定した JEAC4201の年版変更は照射脆化予測に関

する規程が改定されたものを受けたものであるが、この規程は技術評価済みであ

るため、妥当と判断する。 
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４．１．１４ USE<68J の場合の評価方法（健全性評価） 

上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る場合の健全性評価について、RF-5215 に規定してい

る。 

 

（１）変更の内容（別表８ 健全性評価に関する規定内容の変更点参照） 

① 供用状態 Dにおける塑性不安定破壊評価（塑性崩壊評価）における欠陥深さを

「延性亀裂進展を考慮した値」から「Jminと Jmatの交点まで延性亀裂が進展し停止

した時の亀裂深さ a*」に変更 

② 流動応力σfは未照射の値と追記 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① 塑性不安定破壊評価（塑性崩壊評価）における欠陥深さについて表現の明確化 

② 破壊靱性確認方法 2007 ではどの状態の流動応力を評価に使用するか明確でなかっ

たため、保守的に未照射の値を使用すると明確化 

 

（３）検討の結果 

① 塑性不安定破壊評価（塑性崩壊評価）における欠陥深さを「Jminと Jmatの交点まで

延性亀裂が進展し停止した時の亀裂深さ a*」に変更したことについては、亀裂深

さに関する規定の内容に変更はなく記載を詳細にしたものであり、妥当と判断す

る。 

② 流動応力σfは未照射の値と明記したことについて、その算出に用いる降伏点は照

射により上昇し、未照射の値を用いる方が流動応力は保守的となることから、妥当

と判断する。 
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４．１．１５ 附属書 B破壊靭性評価の適用材料等 

破壊靭性評価方法の適用材料等については附属書 Bの B-3000 に規定している。 

 

（１）変更の内容（別表９ 附属書 B 破壊靭性評価の適用材料等に関する規定内容の変更

点参照） 

① 本付属書で設定した破壊靭性値は JSME 発電用原子力設備規格 維持規格（JSME S 

NA1-2004）に対して適用可能とする規定を削除 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

① JSME 維持規格での適用可否や方法については、必ずしも附属書本文に規定する必

要はないため、解説-附属書 B-1000-1 に移行 

 

（３）検討の結果 

① 従来規格が対象としていた破壊靭性は、すでに維持規格に取り入れられており、適

用可能とする規定は不要なので、削除は妥当と判断する。 
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４．１．１６ 附属書 Bの破壊靭性適用式 

破壊靭性評価方法の適用式については附属書 Bの B-4000 に規定している。 

 

（１）変更の内容（別表１０ 附属書 B 破壊靭性評価の適用式に関する規定内容の変更点

参照） 

① 常温最小降伏点が 

② 345MPa を超え 620MPa 以下のフェライト系材料について、衝撃試験の延性破面率

が 50%を示す遷移温度（Trs）を用いた評価式(7)～(9)が使用できる条件を追加 

③ 静的平面ひずみ破壊靭性 KIcに対して適用可能な厚さの制限を追加 

a. B-4100 の RTNDT(1)を用いる評価方法の場合：厚さが 255mm 以下の材料に使用 

b. B-4200 の RTNDT(2)を用いる評価方法の場合：厚さが 255mm を超える材料に対し

ては KIcは RF-4121 の(4)式を使用 

c. B-4300 の TRSを用いる評価方法の場合：厚さが 255mm を超える材料には適用不

可 

 

（２）日本電気協会による変更の理由 

①及び② 「（解説-附属書 B-1000-1）破壊靭性評価式」に、次のように記載されてい

る。「KIR検討会で破壊靭性試験を実施した材料の厚さは 255mm までの範囲であり

(1)，現行の原子炉圧力容器の炉心領域材料はその範囲内であるが，厚さが 255mm

を越える厚い材料への適用に対しては十分なデータがなく，そのような場合は 1

パスビード法による RTNDTを取得したとしても 2パスビード法による破壊靭性曲線

を適用することが推奨される。」 

 

（３）検討の結果 

① 破壊靭性 KIc はシャルピー試験及び落重試験結果から定められる関連温度 RTNDT で

表わされ、原子炉圧力容器の健全性評価に用いられている。1989 年に落重試験片

の作成方法の変更が ASME に採用されたのを機に、１パスビード法に対する破壊靭

性の策定を主たる目的とした KIR 検討会が火原協に設置され、そこで審議された

破壊靭性評価に関する種々の検討結果が採用されている。 

本変更に関連する破面遷移温度からの推定法も、RTNDT(1)及び RTNDT(2)と同様に

KIR 検討会で検討された結果であり、(7)～(9)式も破壊靱性確認方法 2007 ですで

に採用されていたものである。今回改めて明記されたものであり、妥当と判断する。 

KIR 検討会は圧力容器用材料 9 種 18 材料及び溶接金属 3 種 6 材料を供試材とし

て破壊靭性評価法が検討されたが、供試材の最大厚さが 255mm である。一般に材料

は厚くなるほど材料特性が低下することが知られており、今回の適用厚さを明記

した変更はそれぞれ記載表現が異なるが供試材の厚さを反映したもので、妥当と

判断する。 

② B-4200 の厚さが 255mm を超える材料に対して KIcは RF-4121 の(4)式を使用するこ
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とについては、KIR 検討会の供試材よりも厚い材料に対しては ASME の式を使うこ

とを規定したものである。ASME の破壊靭性曲線は HSST 計画での試験結果をもとに

定められたものであるが、その供試材の厚さは 12 インチ46であり、その結果を基

にした ASME の破壊靭性を 255mm よりも厚い材料の評価に用いるのは妥当と判断す

る。 

 

  

                                                   
46 F. J. Witt, THE HEAVY SECTION STEEL TECHNOLOGY PROGRAM – AN ENGINEERING INVESTIGATION OF THE 

STRUCTURAL BEHAVIOR OF THE THICK PRESSURE VESSELS, NUCLEAR ENGINEERING AND DESIGN 8 (1968) 
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４．２ 参照温度試験方法 

４．２．１ 適用材料 

（１）規定の内容 

MCT-1110 適用材料 

本規程は，室温の降伏強さが 275 MPa 以上 825 MPa 以下となるフェライト鋼

の母材及び溶接金属に適用する。ただし，溶接金属は溶接後熱処理を施工したも

のを対象とする。 

 

（２）検討の結果 

規定内容は、ASTM E192147の適用範囲と一致しており、関連する破壊靭性試験方法に

係る国際的規格と同じ範囲である。これに関し、解説に以下の記載がある。 

解説 MCT-1110 フェライト鋼の適用範囲 

(2)照射材料の降伏強さを考慮した検討（抜粋） 

溶接金属については溶接後熱処理を施工したフェライト鋼の溶接金属を対象

としている。ASTM E1921 では，試験片内に溶接金属と母材の 2種類の材料が存在

するミスマッチの場合に対して，溶接金属と母材との引張強さの差を 10%以内と

規定している。溶接金属を対象とした破壊靭性規格である BS 7448-248-1997 で

は，溶接金属と母材の降伏強さの比が 0.5 から 1.25 の範囲であれば，J積分の式

が適用できるとしており、ASTM E1921 に記載されている 10%以内の強度差の条件

でなくても，試験は成立すると考えられることから，ASTM E1921 で規定されてい

る強度差の条件は除外した。なお、原子炉圧力容器鋼では共材で溶接されており、

溶接金属と母材の引張り強さに大きな差が生じることはない。 

解説によれば、ASTM E1921 では，試験片内に溶接金属と母材の 2種類の材料が存在

する場合には、溶接金属と母材との引張強さの差を10%以内と規定しているが、BS 7448-

2-1997 には，溶接金属と母材の降伏強さの比が 0.5 から 1.25 の範囲であれば引張強さ

の差の条件は除外したとしている。また、原子炉圧力容器鋼では共材で溶接されており、

溶接金属と母材の引張り強さに大きな差が生じることはないとしている。なお、本規格

の適用範囲は「MCT-1100 適用範囲」において「原子力発電所に使用するフェライト鋼」

とされているが、破壊靭性確認方法 201649に用いることを考慮し、適用範囲を原子炉圧

力容器の鋼材に限定する必要がある。 

室温の降伏強さが 275 MPa 以上 825 MPa 以下とされているが、未照射材及び照射材

を含めての適用材料の規定である。 

適用材料としての制限ではないが、原子炉圧力容器炉心域の材料は中性子照射量に

                                                   
47 Standard Test Method for Determination of Reference Temperature, To, for 

Ferritic Steels in the Transition Range 
48 Fracture mechanics toughness tests. Method for determination of KIc, critical 

CTOD and critical J values of welds in metallic materials 
49 JEAC4206-2016 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法 
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より機械的強度が変化することから、参照温度決定のための１データセット中の中

性子照射量のばらつき範囲について、今後明確にすることが望まれる。 

なお、設計・建設規格 2012 年版の技術評価において、室温での規定最小降伏点（規

格値）が 620 MPa を超える材料については、クラス１容器の破壊靭性評価に KIc 曲

線を用いることを認めないものとする旨の条件が付されている。 

  



 

 

61 

４．２．２ 適用試験片 

（１）規定の内容 

MCT-1120 適用試験片 

本規程は，疲労予亀裂を導入した標準コンパクト試験片 C(T)，円盤状コンパクト

試験片 DC(T)，ミニチュアコンパクト試験片 Mini-C(T) 及び曲げ試験片 SE(B) に

適用する。 

 

（２）検討の結果 

(a) 標準コンパクト試験片 

ASTM E1921 において規定された標準コンパクト試験片（以下「C(T)」という。）

は、T0 の決定において広く国際的に使用されていることから、C(T)の寸法形状と対

比することで検討することとする。 

 

(b) ミニチュアコンパクト試験片 

従来から標準的にマスターカーブ法が適用されてきた C(T)から得られる To と参

照温度試験方法に追加されたミニチュアコンパクト試験片（以下「Mini-C(T)」とい

う。）から得られる Toは同等であるかという点について、日本電気協会は、様々な寸

法の非照射材試験片による破壊靭性データから、ほぼ同等の Toが得られているとし

ている（図 4.2.2-1 参照）。 

 

図 4.2.2-1 様々な寸法の非照射材試験片で取得した破壊靭性データ50 

 

これに関し、日本電気協会は、各試験片で得られた 1T-C(T) 相当の破壊靭性 KJcが

KJc(med)であるとみなし、To の暫定値 ToQ を求め、Mini-C(T)で求めた Toと他の大きさ

の C(T)から求めた Toを、有意水準 0.05 で有意差があるか、２標本のコルモゴロフ

                                                   
50 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-3 図 1-2 
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-スミルノフ検定 (K-S 検定)を行い、データには有意な差はないことを確認したと

している51。K-S 検定52の結果は、データには有意な差はないという仮説が棄却でき

ないということであり、両者が同一であるというものではない。 

 

図 4.2.2-2 T0Qと累積分布関数の関係53 

 

表 4.2.2-1 K-S 検定結果54 

 

 

また、Mini-C(T)については、国際ラウンドロビン試験によってその適用性が実証

                                                   
51 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 4p 
52 2 標本の K-S 検定は累積確率分布の差の最大値 D について、有意水準での確率値をデータ数（2 標本

の場合は 1/(1/a+1/b)で算出）の平方根の値で除した値ｐと比較する簡便な方法である。最大値 D と前記

平方根の値の積を確率値と比較する場合もある。 
53 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 図 3-1 
54第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 表 3-1 
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されたとしている（図 4.2.2-3 及び表 2-2 参照）55。 

 

 

図 4.2.2-3 Mini-C(T)試験片を用いた破壊靭性評価ラウンドロビン試験結果56 

 

表 4.2.2-2 各データセットにおける試験片個数(N)と有効試験片数(r)の関係57 

 

   N：試験片本数，r：有効試験片本数 

 

 図 4.2.2-3 の試験は、試験片の加工を１つの機関が行い、これを各機関で評価し

たものである58。したがって、試験を実施する者の技量によるばらつきや試験装置に

よるばらつきは含まれているが、試験体の加工を複数の機関が行った場合のばらつ

きは含んでいない。 

 これに関し、日本電気協会は、試験体の加工を複数の機関が行った場合、使用す

る加工機や加工者の技量などによって（１）微小な寸法の差、（２）加工面の仕上げ

状態の差、が生じ、亀裂先端における応力拡大係数に差が生ずる可能性があるため、

寸法公差および表面仕上げを要求することにより、品質を保つとしている。 

                                                   
55 Yamamoto M., et al, “A Round Robin Program of Master Curve Evaluation Using Miniature C(T) 

Specimens: First Round Robin Test on Uniform Specimens of Reactor Pressure Vessel 

Material”,PVP2012-78661, 

Yamamoto M., et al, “A Round Robin Program of Master Curve Evaluation Using Miniature C(T) 

Specimens -2nd Report: Fracture Toughness Comparison in Specified Loading Rate 

Condition-”,PVP2013-97936, 

Yamamoto M., et al, “A Round Robin Program of Master Curve Evaluation Using Miniature C(T) 

Specimens -3rd Report: Comparison of To under Various Selections of Temperature 

Conditions-”,PVP2014-28898, 

Yamamoto M., et al, "International Round Robin Test on Master Curve Reference Temperature 

Evaluation Utilizing Miniature C(T) Specimen", ASTM STP 1576,(2014). 
56 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-3 図 6-2 
57 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-3 表 6-1 
58 Yamamoto M., et al, “International Round Robin Test on Master Curve Reference Temperature 

Evaluation Utilizing Miniature C(T) Specimen”, ASTM STP1576, pp. 53-69, 2015 
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なお、JAEA における Mini-C(T)に対する FEM 解析の結果59では、有限要素解析で得

られる J 積分値と弾塑性の破壊力学パラメータである Q パラメータの関係を評価し

ており、試験片の寸法が小さいほど、低い J 積分値で Q パラメータの値が減少に転

じ、拘束が低下することが示されているが、KJc(limit)に相当するJ積分の値が80 kJ/m2

以下の範囲(図 2-4 中の白抜きは KJc(limit)を超えたデータ)においては、Mini-C(T)の

Q パラメータの値は 0.4T-C(T)から 4T-C(T)試験片と同等であることが示されてい

る。このことから KJcの許容最大値 KJc(limit)以下で破壊が発生する場合には予亀裂前

縁は強く拘束された状態が維持されることが確認されている。 

 

図 4.2.2-4 寸法の異なる C(T)試験片における J積分値と Qパラメータの関係 

 

(c) 曲げ試験片及び円盤状コンパクト試験片 

日本電気協会によれば、曲げ試験片（以下「SE(B)」という。）及び円盤状コンパ

クト試験片（以下「DC(T)」という。）は、ASTM E39960に採用された試験片であり、

その妥当性については根拠となる文献61が示されているとのことである。しかし、

「解説 MCT-1100 フェライト鋼の適用範囲」には、C(T)と SE(B)から得られる参照温

度 Toの平均的な差は、10℃から 15℃に達する報告もあるとしている。また、日本電

気協会は、DC(T)については、J積分の文献はあるが実際にマスターカーブ法に適用

された事例は見つけられていないこと62、SE(B)試験片については J 積分まで展開し

た技術根拠論文が見当たらず、同試験片では C(T)試験片との相違（バイアス）が見

                                                   
59 Takamizawa. H., et al, "On the Application of Mini-CT Test Specimens for Fracture Toughness 

Evaluation", PVP2015-45412. 
60 Standard Test Method for Linear-Elastic Plane-Strain Fracture Toughness KIc of Metallic 

Materials 
61 Underwood, J. H.，Newman，J. C.，Jr.，and Seeley，R. R.，“A Proposed Standard Round Compact 

Specimen for Plane Strain Fracture Toughness Testing", Journal of Testing and Evaluation，Vo 

l.8，No. 6，November 1980，p. 308-313. 

Freese，C . E. and Baratta，F，L. "Single Edge-Crack Stress Intensity Factor Solutions", 

Engineering Fracture Mechanics，Vo l 73，2 006，pp . 616-625. 
62 第 5 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料５－〇(1) 
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られる可能性があるので、塑性変形に伴う影響も含め今後の技術課題としている63。 

 

 以上より、参照温度試験方法の技術評価は、C(T)及び Mini-C(T)を対象とすることとする。  

                                                   
 第 5 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

５－〇(1) 
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４．２．３ Mini-C(T)の寸法及び形状 

（１）規定の内容 

 

 

（２）検討の結果 

 (a) 試験片の寸法許容差について 

Mini-C(T)は、主要寸法の許容差が緩和されている（表 2-3 及び図 2-5 参照）。 

「（解説 MCT-3130）ミニチュアコンパクト試験片の寸法公差」によれば、Mini-C(T)

に対する寸法許容差を標準コンパクト試験片に対する相対値で設定することは、製作

上の寸法要求としては厳しいことから、加工上の利便性を考慮して、寸法許容差を緩

和したとしている。 

 

表 4.2.3-1 Mini-C(T)試験片の寸法公差緩和に伴う参照温度の標準偏差の変化64 

 
                                                   
64 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-3 表 5-1 
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図 4.2.3-1 Mini-C(T)試験片の寸法及び形状65 

 

これに関し、文献66には、有限要素解析によりそれぞれの許容差を緩和しても破壊

靭性値に影響が小さいことが示されている。 

この際、各試験片の許容差が重畳して破壊靭性値のばらつきが最も大きくなる条

件においても、許容差の緩和による破壊靭性への影響は 5%程度であり、実験的に得

られる標準偏差は10℃～20℃の範囲にあることが知られていることから寸法公差に

由来する標準偏差はそれよりもはるかに小さいことが示されている（表 2-4 参照）。

また、ワーストケースにおける変動を考慮しても寸法公差の緩和による影響は 1%に

満たないことが示されている(表 4.2.3-2 及び表 4.2.3-3 参照)。 

 

表 4.2.3-2 寸法公差に起因する Toの標準偏差67 

 

                                                   
65第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-3 図 5-1 
66 電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す

る解析的検討 
67 （注） 

Case-1p：JEAC4216-2011 の寸法公差にしたがう狭隘ノッチ付きミニチュア C(T)試験片 

Case-1a：寸法公差を緩和した狭隘ノッチ付きミニチュア C(T)試験片 

Case-2p：JEAC4216-2011 の寸法公差にしたがう直線状ノッチ付きミニチュア C(T)試験片 

Case-2a：寸法公差を緩和した直線状ノッチ付きミニチュア C(T)試験片） 
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表 4.2.3-3 寸法公差に起因する Toの最大偏差 

 

 

以上から、Mini-C(T)に対して緩和された寸法許容差は妥当と判断する。 

 

(b) クリップゲージ取り付け用切欠き部の形状について 

Mini-C(T)は、試験片前面での変位測定を行う必要があることから、変位測定を行

う部分にクリップゲージ取り付け用切欠き部（以下「切欠き部」という。）を機械加

工することが必要となる。しかしながら、図 MCT-3100-3 では、その部分の寸法が示

されていない68。 

日本電気協会によれば、切欠き部の詳細寸法（図 2-6 参照）には、切欠き部の深

さは 0.6 mm（寸法許容差不明）となっている。ピン穴と切欠き部の間の寸法は、0.4

±0.22 mm にさらに切欠き部の寸法許容差分を減じた値になる。寸法許容差の上限

を考慮すると、切欠き部はピン穴に接近しすぎており、変位の測定に支障を及ぼす

可能性がある。 

 

図 4.2.3-2 クリップゲージ取り付け用切欠き部の詳細を記載した 

Mini-C(T)試験片形状69 

 

 これに関し検討した結果を「添付資料－４ Mini-C(T)のクリップゲージ取付け部

の形状・寸法に関する解析的検討」に示す。Mini-C(T)に対して対称性を考慮した 3次

                                                   
68 変位測定部の開口幅が片側 1.5 mm であることが示されているのみである。 
69 第 3 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

3-3 図 4-2 
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元形状を対象に、寸法公差がない標準モデルと寸法公差の範囲内で切欠き部とピン穴

との距離が最短となる下限モデルを用いて弾塑性解析を行った。その結果、下限モデル

では KJ(limit)程度まで負荷した時に切欠き部とピン穴との間及び試験片の側面側に

塑性ひずみが生じていた。 

Mini-C(T)を用いた参照温度 To の評価に際しては、切欠き部とピン穴との間の寸法

に関して、塑性ひずみの影響を受けないように留意することが重要であり、切欠き部の

形状及び公差等を規定する必要がある。また、ASTM E1921-08 及び 13a では標準コンパ

クト試験片においてピン穴表面の平行度を規定しており、全ての CT試験片について、

ピン穴表面の平行度を規定する必要があるかについて、今後検討することが望まれる。  
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４．２．４ 機械切欠きの形状及び寸法並びに疲労予亀裂の寸法 

（１）規定の内容 

MCT-3150 機械切欠きの形状 

C(T)試験片，DC(T)試験片及び SE(B)試験片について，機械切欠きは図 MCT-3100-

5(1)に示す直線状ノッチ又は図 MCT-3100-5(2)に示す狭隘ノッチによらなければ

ならない。ただし，図 MCT-3100-5(3)に示すシェブロンノッチを用いてもよい。 

Mini-C(T)試験片の場合，機械切欠きは図 MCT-3100-5(1)に示す直線状ノッチ又は

図 MCT-3100-5(2)に示す狭隘ノッチによらなければならない。Mini-C(T)試験片の

直線状ノッチのノッチ先端半径は 0.125mm 以下とする。Mini-C(T)試験片の狭隘

ノッチのノッチ幅は 0.01W(max)ではなく，0.25mm 以下とする。 

     

 

 (1) 直線状ノッチ (2) 狭隘ノッチ (3) シェブロンノッチ 

 

注 1：シェブロンノッチにおける a1と a2の差は 0.01W 以内であること。 

注 2：シェブロンノッチの加工に用いる切削刃先角は最大 90であること。 

注 3：シェブロンノッチ先端半径は 0.25 mm 以下であること。 

注 4：Mini-C(T)試験片の直線状ノッチのノッチ先端半径は 0.125mm 以下であるこ

と。 

注 5：Mini-C(T)試験片の狭隘ノッチのノッチ幅は 0.25mm 以下であること。 

 

図 MCT-3100-5 機械切欠きの寸法及び形状 

 

（２）検討の結果 
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機械切欠きの寸法及び形状は、図 MCT-3100-5 において、直線状ノッチ、狭隘ノッチ

及びシェブロンノッチの 3 種類が示されており、Mini-C(T)については、直線状ノッ

チ及び狭隘ノッチについて、それぞれ注 4 及び注 5に条件が記されている。 

また、疲労予亀裂の寸法も含めて、図 MCT-3200-1 には、Mini-C(T)に対する条件が、

他の試験片と比較されている。Mini-C(T)に対して寸法が緩和されるのは、次のとお

りである。 

－狭隘ノッチの最大ノッチ幅が、0.01W=0.08 mm から、0.25 mm に緩和されている。 

－最小疲労予亀裂長さが、直線状ノッチの場合に 1.3 mm から 0.6 mm に短くなって

いる。 

Mini-C(T)に対する機械切欠きのノッチ幅の緩和については、文献70において、有限

要素解析の結果から、Mini-C(T)試験片に規定される最大ノッチ幅、0.08 mm(PZ1a）、

0.25 mm(PZ2a)及び 0.5 mm(PZ3a)の形状について、降伏点（σ0)を 400 MPa、ヤング率

を 200 GPa として弾塑性応力解析を行い、ノッチ先端に生じる塑性域寸法の大きさを

求め、その結果が示されている（図 4.2.4-1 参照）。塑性域は荷重が付加されると大

きくなるが、規定されている疲労予亀裂を負荷する際の応力拡大係数（25 MPa√m）

より小さい範囲では、0.2 mm 程度以下であり、疲労亀裂が 0.6 mm 以上あれば、その

亀裂先端はノッチに荷重をかける時に生じる塑性領域をこえて弾性範囲内にあり、切

欠きの幅の違いが破壊靭性試験に及ぼす影響は考慮するほどではないと考えられる

ことから妥当と判断する。 

 

 
図 4.2.4-1 塑性域寸法の推移の比較71 

 

   

                                                   
70 電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す

る解析的検討 
71 電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す

る解析的検討 図５－１１ 
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４．２．５ 疲労予亀裂の導入における応力拡大係数の最大値 

（１）規定の内容 

MCT-3220 疲労予亀裂の導入手順 

最終段階の疲労予亀裂導入は，疲労予亀裂の最後の 50%の進展，直線状ノッチ

に対し 1.3 mm，狭隘ノッチに対し 0.6 mm，Mini-C(T)試験片に対し 0.6 mm のい

ずれか小さい方の範囲に対し適用する。最終段階で試験片に負荷する応力拡大係

数の最大値 KMAXは次の(1)及び(2)の小さい方以下とすること。 

(1) 25 MPa√m 

(2) 試験結果（KJc）を破壊靭性試験の試験温度と疲労予亀裂導入時の温度

の降伏強さの比で補正した値の 0.6 倍（0.6 ×
σYS

f

σYS
KJc） 

ただし，予亀裂導入時に KMAXを単調減少させるときは，疲労予亀裂の最後の 0.2 

mm の進展に対してのみ，KMAX が最終段階の要求を満足していればよい。 

 

    (1)外形包絡線   (2)許容される機械切欠きと  (3)許容されない機械

切欠きと 

疲労予亀裂の例      疲労予亀裂の例 

 

試験片タイプ C(T)試験片，DC(T)試験片，

SE(B)試験片 

Mini-C(T)試験片 

ノッチ種類 直線状ノッチ 狭隘ノッチ 直線状ノッチ 狭隘ノッチ 

最大ノッチ幅 0.063W 0.01W 0.5mm 0.25mm 

最大ノッチ角

度 

60° 機械加工のま

ま 

60° 機械加工のま

ま 

最小疲労予亀

裂長さ 

1.3mm と

0.05B のいず

れか大きい方 

0.6mm と

0.025B のいず

れか大きい方 

0.6mm 0.6mm 

図 MCT-3200-1 機械切欠き形状及び疲労予亀裂形状 

 

（２）検討の結果 

C(T)の直線状ノッチの最小疲労予亀裂長さは、最小で 1.3 mm であるが、Mini-C(T)

では 0.6 mm とされている。図 2-7 に示すように、規定されている疲労予亀裂を導入

する際の最大応力拡大係数（25 MPa√m）より小さい範囲では、塑性域はノッチ先端

から 0.2 mm 程度以下の範囲であり、疲労予亀裂が 0.6 mm 以上あれば、機械切欠き

により生じる塑性域の範囲は、いずれの切欠きにおいても疲労亀裂長さよりも十分
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小さいと説明されている。 

疲労予亀裂導入の最終段階で試験片に負荷する応力拡大係数の値については、25 

MPa√m 又は0.6 ×
σYS

f

σYS
KJcのうち小さい方とされているが、「（解説 MCT-3220）疲労予

亀裂の導入手順」において、「ASTM E1921 のように、最終段階の KMAXを 15 MPa√mと

すれば、ほとんどのケースにおいて、疲労予亀裂の制限条件を満足する。」と記載し

ている。最終段階で試験片に負荷する応力拡大係数の値 25 MPa√mを 15 MPa√mと

しなかった理由について、日本電気協会は、傘下の構造分科会での審議においてASTM 

E1921 が敢えて低くした理由を問われ、次のように回答している。72 

「E1921 の理由は明確ではありませんが、低い温度で試験しても、問題が生じな

いように規定したものと考えます。この方法は、KJc がわからない場合には合理的

な方法かもしれませんが、本規格では、E399 や E1820 に準じた規定としています。

この場合、低温で試験を実施した場合には、E1921 と比べて緩やかになっていると

は限りません。（E1921 の制定に用いられた）E1921 発行前の試験は、国内外とも、

E399 または E1820 に準じており、E1921 の規定に従っているのではありません。従

って、Toの決定に影響のないものと考えております。疲労予き裂の最終段階の Kmax 

制限が破壊靭性値の 0.6 倍の K 値以下であれば破壊靭性値に影響を与えないこと

は、E399 や E1820 に従った試験で確認されています。」 

本文「MCT-4340 データの棄却または無効とされる判定基準」(2)及び「MCT-4321 疲

労予亀裂導入条件の再評価」の規定により、MCT-3220(2)の条件が満足できない場合

はそのデータが棄却される。当該試験が無駄になるだけのことであり、最終段階の

KMAXを 15 MPa√mと制限しなくても試験結果は変わらないといえる。 

疲労予亀裂導入後の亀裂先端は疲労予亀裂導入開始時の最大応力拡大係数荷重に

よる塑性領域を超えて、弾性範囲内にあることとなり、破壊靭性試験に与える影響

はほとんどないと考えられることから、妥当と判断する。 

 

  

                                                   
72 第 5 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料５－〇(3) 
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４．２．６ サイドグルーブ 

（１）規定の内容 

MCT-3300 サイドグルーブ 

サイドグルーブの導入は任意である。サイドグルーブは，予亀裂の導入後に加

工すること。なお，断面が正方形であるような SE(B)試験片では，亀裂の前縁を

一様にするため，サイドグルーブを導入することが望ましい。サイドグルーブの

深さの和は 0.25B を超えないこと。サイドグルーブの角度は 90°以下，底部の半

径は 0.5±0.2 mm とすること。サイドグルーブの形状を図 MCT-3300-1 に示す。

サイドグルーブの深さ X，Yは同じ深さとすること。但し，Mini-C(T)試験片では

サイドグルーブを付与しないことを推奨する。 

 

図 MCT-3300-1 サイドグルーブの形状 

 

（２）検討の結果 

MCT-3300 においては、サイドグルーブの導入は任意であるとし、Mini-C(T)ではサイ

ドグルーブを付与しないことを推奨するとしている。 

国内材を用いて実施された Mini-C(T)のラウンドロビン試験73では、サイドグルーブ

を付与しないで試験が行われ、他の必要条件をすべて満たしていれば寸法の異なる

C(T)と同等の Toを取得できるとしている。 

図 MCT-3300-1 に従ってサイドグルーブを設ける場合、グルーブの底部に半径 0.5 mm

                                                   
73 Yamamoto M., et al, “A Round Robin Program of Master Curve Evaluation Using Miniature C(T) 

Specimens: First Round Robin Test on Uniform Specimens of Reactor Pressure Vessel Material”, 

PVP2012-78661, 

Yamamoto M., et al, “A Round Robin Program of Master Curve Evaluation Using Miniature C(T) 

Specimens -2nd Report: Fracture Toughness Comparison in Specified Loading Rate Condition-”, 

PVP2013-97936, 

Yamamoto M., et al, “A Round Robin Program of Master Curve Evaluation Using Miniature C(T) 

Specimens -3rd Report: Comparison of To under Various Selections of Temperature Conditions-”, 

PVP2014-28898, 

Yamamoto M., et al, "International Round Robin Test on Master Curve Reference Temperature 

Evaluation Utilizing Miniature C(T) Specimen", ASTM STP 1576,(2014). 
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±0.2 mm の Rを加工し、角度 90°の V字型の溝を形成するが、サイドグルーブの深さ

の和は 0.25B とされているため、Mini-C(T)の場合、サイドグルーブの深さは最大で 0.5 

mm となり、角度 90°の V字型の溝を形成することができない。このため、C(T)試験片

のサイドグルーブと相似形にならない。 

Mini-C(T)に対してサイドグルーブを付与した場合の影響について、日本電気協会は

「国産圧力容器鋼の溶接金属に対して Mini-C(T)試験片にサイドグルーブを導入した

場合と導入しない場合の比較結果が報告されており、両者の破壊靭性分布に顕著な差

異が見られないこと（図 4.2.6-1）が示されています。」74としている。また、「（解説 MCT-

3300）サイドグルーブ」では「サイドグルーブ底部の半径 0.5±0.2mm を適用した場合

の、亀裂先端への影響について確認が必要であること。」から、サイドグルーブを付与

しないことを推奨している。 

 

 

 
図 4.2.6-1 サイドグルーブ付き試験片とサイドグルーブのない試験片による 

破壊靭性分布（ワイブルプロット）の比較75 

  

                                                   
74 第 5 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 5-1(4) 
75第 5 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

5-1 図 4-1 
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４．２．７ 寸法測定精度 

（１）規定の内容 

MCT-4100 試験の準備 

試験前に試験片の寸法測定，変位計の確認を行う。 

(1) B，BN，及び W の値を測定する。測定精度は±0.05 mm あるいは寸法の±0.5%

のいずれか大きい方以下とすること。 

(2) 試験開始の前に変位計の動作チェックを行うこと。 

 

（２）検討の結果 

MCT-4100 試験の準備(1)項において、測定精度を±0.05 mm あるいは寸法の±0.5%の

いずれか大きい方以下とすることが規定されている。Mini-C(T)の場合、例えば試験片

板厚寸法の 0.5%は 0.02 mm となるが、規定により±0.05 mm の精度で測定すればよい

こととなる。板厚は 4 mm であるため、測定精度±0.05 mm は板厚の±1.25%である。ま

た、Mini-C(T)の寸法許容差は±0.1mm である。 

Mini-C(T)に対しては、測定精度±0.05 mm は大きすぎるのではないかとの懸念があ

る。ノギスを例にすると、厚さ 4.0±0.1mm に対して実際の寸法が 4.12mm であった場合

に測定値は 4.10mm とされる可能性がある。したがって、測定値が寸法許容差の限界値

と同じであった場合はさらに測定精度が小さい測定器具で測定し寸法許容差内である

ことを確認する必要がある。 

また、寸法 W はピン穴の中心軸から試験片背面（基準面 C）までの距離であるが、厳

密にはノッチの中心線上での荷重線交差点と試験片背面交差点との距離のことである。

直接測定することは困難であり、用いる測定装置によって方法も異なることが想定さ

れるため、今後 W の求め方について手順書等で明確にするよう規定することが望まれ

る。 
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４．２．８ Mini-C(T)の変位測定における換算定数 

（１）規定の内容 

MCT-3130 ミニチュアコンパクト試験片 

Mini-C(T)試験片の寸法及び形状を図 MCT-3100-3 に示す。試験片前面にナイフエッジの

先端を配置し，相対するナイフエッジが平行になるようにすること。この場合，荷重線

変位は試験片前面で測定した変位に 0.73 倍して求める。なお，妥当性が確認された場

合は，試験片前面以外で変位を測定して荷重線変位に変換するか，あるいは直接荷重点

変位を測定してもよい。初期亀裂長さ ao は 0.5W±0.05W とすること。この場合、W は

実測値を用いる。 

 

（２）検討の結果 

Mini-C(T)は、クリップゲージ等の変位測定器具の荷重線内側への装着は困難なこ

とから、試験片前面での変位測定が必要となる。このため、試験片前面で測定され

た変位から荷重線変位を求める方法を規定しており、試験片前面で測定した変位を

荷重線変位に換算する定数（換算定数）を 0.73 としている。これに関し、文献76に

は、以下のとおり説明されている。 

Mini-C(T)の各部の寸法を図 4.2.8-1 のようにしたとき、荷重線変位 Vと試験片前

面変位 V′との関係は幾何学的な関係から、 

 

により与えられる。 

 

図 4.2.8-1 Mini-C(T)の寸法77 

 

e = W/4 であるから、上式はき裂長さ比 a/W のみの関数として与えられる。 

                                                   
76 三浦直樹 博士論文「統計的手法を導入したマスターカーブ法による原子炉圧力容器の破壊靭性評価に

関する研究」、東京大学 
77 三浦直樹 博士論文「統計的手法を導入したマスターカーブ法による原子炉圧力容器の破壊靭性評価

に関する研究」、東京大学、図４．５ 
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a/W と V/V′の関係を図 4.2.8-2 に示す。 

 
図 4.2.8-2 a/W と V/V’の関係78 

 

a/W が下限値 0.45、標準値 0.50、および上限値 0.55 のときの Vの V′に対する比

（換算定数）はそれぞれ 0.744、0.750、および 0.756 となり、その差は±0.8%の範

囲に収まっており、a/W が標準値 0.50 の場合換算定数は 0.750 となる。 

負荷に伴う変形がリガメント中心を中心とする剛体の回転により表されるものと

仮定したときの変形は図 4.2.8-3 の模式図のようになり、回転角θと荷重線変位 V

の関係、およびθと試験片前面変位 V′の関係は図に示す幾何学的関係からそれぞ

れ次式で与えられる。 

 

 

図 4.2.8-3 試験体寸法の変形概要79 

                                                   
78 三浦直樹 博士論文「統計的手法を導入したマスターカーブ法による原子炉圧力容器の破壊靭性評価に

関する研究」、東京大学、図４．６ 
79三浦直樹 博士論文「統計的手法を導入したマスターカーブ法による原子炉圧力容器の破壊靭性評価に

関する研究」東京大学、図４．７ 
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両式を等値して、Vと V ′との関係は、 

 

を解くことによって求められる。標準寸法以上の試験片で満足されるであろう

D/R<<1,D′/R′<<1 、および微小変形に関する V/R<<1,V′/R′<<1 なる条件を導入

すると、上式は、 

 

と簡略化され，式(4.5)が得られる。 

他の文献80では、弾塑性有限要素解析により換算に関する検討を行っており、図

4.2.8-4 に示す通り、加工硬化指数の違いや荷重線変位の大きさによって換算定数

が変わっているものの、換算定数は 0.73～0.74 となっており、前述の 0.75 よりも

小さい値となることが示されている。 

 

図 4.2.8-4 解析的に得られた換算定数の推移81 

 

ASTM E1921 や ASTM E39982では、換算定数を 0.73 としているが、ASTM E182083は

0.75 としている。これは、ASTM E1820 が小規模降伏状態を超えた延性亀裂進展を伴

う変形までを含んでいるためと考えられる。 

また、これらの換算定数を比較した場合、換算定数を小さな値とすることにより、

KJcは小さくなることから、参照温度 Toも高めの値となり、保守的な評価につながる

と考えられる。さらに、文献84は、換算定数を 0.73 から 0.75 まで変化させた場合の

                                                   
80電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す

る解析的検討 
81 電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す

る解析的検討 図３－９ 
82 Standard Test Method for Linear-Elastic Plane-Strain Fracture Toughness KIc of Metallic 

Materials 
83 Standard Test Method for Measurement of Fracture Toughness 
84 電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す
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Toへの影響を検討し、その差は小さいことを示しており(表 4.2.8-4 参照)妥当と判

断する。 

 

表 4.2.8-4 換算定数が J積分、破壊靭性、参照温度に及ぼす影響85 

 

 

  

                                                   
る解析的検討 
85 電力中央研報告書 Q15001 ミニチュア C(T)試験片を用いたマスターカーブ破壊靭性評価の規格化に関す

る解析的検討 図３－１ 
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４．２．９ 試験片個数・データ個数について 

（１）規定の内容 

MCT-4220 試験片個数 

本規程に従い Toを決定する際に必要とされる試験片個数を準備する必要がある。

単一試験温度法において必要となる有効な KJcのデータ数を MCT-5111，複数試験

温度法において必要となる有効な KJcのデータ数を MCT-5211 に示す。 

MCT-5111 必要なデータ数 

データセットは表 MCT-5100-1 の要求を満足すること。 

 

表 MCT-5100-1 単一試験温度法による To決定のための試験片個数の要求 

(T－To)の範囲 

[C] 

KJc(med)範囲（参考） 

[MPa√m] 

有効な KJcの必要個数 

－14≦(T－To)≦50 （84≦KJc(med)≦212） 6 

－35≦(T－To)≦－15 （66≦KJc(med)≦83） 7 

－50≦(T－To)≦－36 （58≦KJc(med)≦65） 8 

  注：この表においては，(T－To)及び KJc(med)は四捨五入して最も近い整数に丸め

る。 

MCT-5211 必要データ数 

以下に示す重み付けの考え方により必要なデータの個数を規定する。(22)式を

満足するデータセットは必要なデータ個数を有するデータセットとすることが

できる。 

∑ rini ≥ 1

3

i=1

 (22) 

ここで，riは表 MCT-5200-1 に示す区分 iの温度領域(T－To)にある有効データの

個数，niは表 MCT-5200-1 に示す各温度領域における重み係数である。 

 

表 MCT-5200-1 複数試験温度法における重み係数 

区分 

i 

(T－To)の範囲 

[C] 

重み係数 

ni 

1 －14≦(T－To)≦50 1/6 

2 －35≦(T－To)≦－15 1/7 

3 －50≦(T－To)≦－36 1/8 

注：この表においては，(T－To)は四捨五入して最も近い整数に丸める。 

 

（２）検討の結果 

MCT-4220において、単一試験温度法についてMCT-5111、複数試験温度法についてMCT-

5211 にそれぞれ必要となる有効な KJcデータ数を規定しているとしている。 
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単一試験温度法については、表 MCT-5100-1 において、（T－To）の範囲に応じて 6 個

～8 個と規定されている。複数試験温度法については、表 MCT-5200-1 において、（T－

To）の範囲に応じて重み係数が 1/6 から 1/8 と規定されている。 

これに関し、日本電気協会は、ASTM E1921 の規程を採択したもので、JEAC421686の制

定時に追加の技術検証は行っていないとしている。また、ASTM E1921 の改定を議論す

る規格会議において、この必要な試験片数に従えば、Toの信頼性 87.5%以上を満たす評

価となるという報告がなされているとし87、Toの信頼性は試験片寸法に寄らないことか

ら、Mini-C(T)試験片に対して適用できない理由はないとしている。 

破壊靭性確認方法 2016 では、文献88をもとに、To の標準偏差を有効試験片数に依存

する(1)式89で与え，サンプル数に依存する評価結果の分布を考慮できるようにしてい

る。 

σTo 
 
  rK

K

medJc

medJc 7.14

30

20

)(

)( 



     (1) 

JEAC4216 は、ASTM E1921 を参考に作成したとのことであるが、標準偏差の式は ASTM 

E1921 で与えられる以下のマージンの式とは異なる90。 

 

β＝KJc(med)に依存する定数 

r＝To導出に用いた有効な試験数、 

σexp＝試験に依存する不確かさの定数、4℃ 

 

 

これに関し、日本電気協会は、ASTM E1921 と同じ技術根拠に基づいて求めたもので

あり、ASTM E1921 の式は、より簡易的な評価を目指したものと思われるとしている（図

4.2.9-1 参照）。上記(1)式にはσexp の項は含まれていないが、、試験に依存する不確か

さについて考慮する必要があるかについて検討することが望まれる。また、(T－To)の

                                                   
86 フェライト鋼の破壊靭性参照温度 To 決定のための試験方法 
87 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 p7 
88 電力中央研究所報告 Q07305「マスターカーブ法による破壊靭性値曲線の合理的設定方法の提案」 
89 JEAC4206-2016 (2)式 
90 JEAC4206 の式には、σexp の項は含まれていない。 
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範囲が-14～+50℃での有効な KJcの必要個数 6個と-50～-36℃での同 8個は必要最低数

での重み係数の点から信頼性（ばらつき）は同等とみなすことが適当と考えられるので、

(1)式中の有効試験片数ｒは試験温度による個数の違いを考慮する必要がある。 

 

図 4.2.9-1 破壊靭性の中間値 KJC(med)と T0 の標準偏差の関係における 

破壊靱性確認方法 2016 と ASTM E1921 の比較91 

 

  

                                                   
91 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 図 4-1 
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４．２．１０ 試験温度の制御と測定 

（１）規定の内容 

MCT-2500 温度制御 

試験中の試験片の温度は，試験片表面を熱電対によって測定する。試験片の温度

は，試験温度目標値の±3℃の範囲内に制御できること。また，温度制御の再現性

は±2℃以内，測定精度は±1℃以内にできること。Mini-C(T)試験片の場合，試験

片近傍の治具の温度から試験片の温度を決定してもよい。但し，治具の温度と試

験片の温度は，予め温度校正を行っておくこと。 

MCT-4230 試験温度の制御と測定 

試験中にわたり試験温度±3℃に亀裂先端近傍で維持されるように制御し，試験

片の温度を測定する。試験温度の計測の結果，試験温度±3℃に入る試験温度を試

験結果としてよい。 

 

（２）検討の結果 

MCT-4230 において、試験温度の計測の結果、試験温度±3℃に入る試験温度を試験結

果としてよいと規定し、「（解説 MCT-4230）試験温度の制御と測定」において、例とし

て、目標試験温度が－70℃に対して計測範囲が-68℃から-74℃となった場合、試験温度

を-71℃とすることが記載されている。これは、参照温度 Toの決定に際して、試験体間

では最大 6℃の差を許容していることとなる。 

日本電気協会は、文献92をもとに、複数試験温度法と単一試験温度法の参照温度評価

結果を比較したとしている。 

 

図 4.2.10-1 国産圧力容器鋼に対するマスターカーブ評価の試験温度依存性93 

                                                   
92 三浦，曽根田，“マスターカーブ法による破壊靭性値曲線の合理的設定法の提案” 電力中央研究所研究

報告，Q07305，(2008) 
93 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 図 6-1 
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図 4.2.10-2 複数試験温度法(mlt.)と単一試験温度法(sgl.)の 

参照温度評価結果比較94 

 

また、文献95において3温度以上の複数試験温度法で評価することを推奨しているが、

これはより良い評価のために推奨しているとしている。 

複数試験温度法は重み係数を用いて計算するため、温度の実測値を用いて計算する

ことも可能である。測定温度を試験温度とすると参照温度の精度が最大６℃改善する

が複数試験温度法で参照温度を求める場合は繰り返し計算する必要があるが、パソコ

ン等で容易に計算できることから測定温度を試験温度とし、複数試験温度法で参照温

度を算出する等方法について、今後検討することが望まれる。 

なお、ASTM E1921 では、複数試験温度法を規定した上で、単一試験温度での試験に

ついて、その一例として示している。 

  

                                                   
94 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資料

4-3 図 6-2 
95 Wallin， Kim，“Master Curve analysis of ductile to brittle transition region fracture 

toughness round robin data，" VTT Publications 367，(1998) 
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４．２．１１ データ有効性の判断基準について 

（１）規定の内容 

MCT-4340 データの棄却または無効とされる判定基準 

得られた KJc データの内，以下に該当するデータは棄却又は無効に分類する。残

りのデータは有効とする。 

(1) MCT-4320 の 9点の各々の亀裂長さの測定値と MCT-4320 で定義される平均

値（初期亀裂長さ）との差が，板厚 Bの 5%か 0.5 mm のいずれか大きい方を超え

る場合，当該試験から得られた KJcのデータは棄却する。 

(2) ～(7)：略 

 

（２）検討の結果 

MCT-4340 において、データの棄却または無効とされる判定基準 7 項目が規定されて

いる。このうち、(1)では「両側面を端部とする破面上の初期亀裂を等間隔に 8分割し

た位置 9 点」の各々の亀裂長さの測定値と初期亀裂長さの平均値との差が、板厚 B の

5%か 0.5 mm のいずれか大きい方を超える場合に、データは棄却されるとしている。そ

の他の判定基準については、ASTM E1921 と同じである。 

この判定基準(1)の場合、相対的に寸法の小さな試験片、特に Mini-C(T)の場合、B=4 

mm に対して B の 5%は 0.2 mm であることから、亀裂長さの各測定値と平均値との間に

差は 0.5 mm、1T-C(T)の場合は、1.27 mm である（図 2-14 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.11-1 Mini-C(T)と 1T-C(T)の寸法の比（直線上ノッチの場合） 

初期亀裂 

長さ 

4±0.4mm 

mm 

0.5 mm以下

板厚：4 mm 

Mini-C(T) 

0.6 mm以上

a  

 

疲労亀裂の平均値 

ノッチ先端  

 

C(T) 

疲労亀裂の前縁 



 

 

87 

日本電気協会は、MCT-4340(1)の規定について「JEAC4216 が元にした ASTM E1921 の

2008 年版と同一の規定を、特段の追加検討なく JEAC4216 に取り込んだもの」として

おり、「ASTM E1921 においては、2018 年の改定において試験片厚さのみならずリガメ

ント長さも考慮する新基準 0.1(b0 BN)1/2 が採用され、0.5mm の絶対値による規定は

削除された。これによれば板厚 4mm の Mini-C(T)試験片については 0.4mm の許容誤差

となる。現在、新たに基準を緩和する提案が試験データとともに示され、ASTM の E08.07 

において改定の議論が進められており、JEAC4216 においても同議論の成り行きを見極

めた上で次期改定の際の参考とする」としている。 

1T-C(T)及び Mini-C(T)の実際の亀裂形状を比較した結果を「添付資料－５ 1T-C(T)

と Mini-C(T)の予亀裂形状の比較」に示す。Mini-C(T)の初期亀裂長さの湾曲は 1T-C(T)

に比べて大きく、Mini-C(T)に対して緩和された判定基準(12.5%)であれば満足するもの

の、C(T)の判定基準(5%)は満足していないことが示された。また、初期亀裂の形状は、

両試験片で相似形とは言い難いことも示された。Mini-C(T)に対して、判定基準を

12.5％まで緩和することの影響及び 1T-C(T)への板厚寸法補正方法について、今後検討

することが望まれる。 
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４．２．１２ ワイブル分布の位置母数と形状母数 

（１）規定の内容 

MCT-5113 ワイブル分布の位置母数 Kmin 及びワイブル分布の形状母数 b 

本試験法では，Kmin は 20MPa√m，ワイブル分布の形状母数 bは 4とする。 

 

（２）検討の結果 

(a) 位置母数 Kmin 

電気協会はワイブル分布の位置母数 Kmin の値について、「実験事実の積み上げに

基づき決定」として図 4.2.12-1 を根拠としている。 

 

図 4.2.12-1 位置母数(固定：最小破壊靭性)の根拠96 

 

 (b) 形状母数 b 

日本電気協会は、ワイブル分布の形状母数 bの値について、「最弱リンクモデルと

HRR 特異場97の理論により理論的に決定」98としている。ASTM E1921 に出典として記

載している文献99では、破壊プロセスに影響する範囲が距離の 2 乗に比例すること

及び図 2-16 に示す先端が鈍った亀裂前方の応力場における応力分布がほぼ一定で

あり距離と応力拡大係数 KIの 2乗が比例関係にあることから、KIの 4乗に比例する

としている。同図では横軸の値が 0.002～0.003 辺りに最大値があり、その後徐々に

低下しているので、厳密には一定でないが簡略化のために工学的判断を行ったもの

                                                   
96 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 4-2､12p 
97 塑性状態を表現するため、ひずみ εと応力 σの非線形関数として ε=ε0(σ/σ0)nが成立しているとき、

HRR（Hutchinson-Rice-Rosengren）形特異場と呼び、き裂先端近傍の応力及びひずみは極座標で書き表

すことができる。 
98 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 4-2､11p 
99 Wallin, K., “The Scatter in KIc Results,” Engineering Fracture Mechanics, 19(6)(1984),pp. 

1085-1093. 



 

 

89 

と推定される。 

 

       図 4.2.12-2 先端が鈍った亀裂前方の応力場における応力分布 

 

また、国内 PWR プラント監視試験で取得した照射後の破壊靭性データを用いてワ

イブルプロットした結果を図 2-17 及び図 2-18 に示す。鍛鋼品の材料毎のプロット

は、直線ではないものの、概ね形状母数 4 の直線に乗っている。また、全材料のプ

ロットも同様に概ね形状母数 4 の直線に乗っている。なお、圧延材と溶接金属につ

いては、データが提示されなかった。 

 

図 4.2.12-3 鍛鋼品の照射後破壊靭性データのワイブルプロット(材料毎)100 

                                                   
100 第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 4-1 図 3-1 



 

 

90 

 

図 4.2.12-4 鍛鋼品の照射後破壊靭性データのワイブルプロット(全材料)101 

 

  

                                                   
101第 4 回原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の確認方法等の技術評価に関する検討チーム資

料 4-1 図 3-2 
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４．２．１３ 試験片寸法の補正 

（１）規定内容 

MCT-5114 試験片寸法の補正 

試験片の寸法効果は，(16)式により補正する。 

KJc(x) = Kmin + [KJc(o) − Kmin] (
Bo
Bx

)
1 4⁄

 (16) 

ここで，Boは試験片厚さ，Bxは補正対象の試験片厚さ，KJc(o)，KJc(x)は試験片寸

法 Bo及び Bxに対する KJcである。 

 

（２）検討の結果 

MCT-5114 において、試験片寸法の補正が(16)式として規定されている。この式を用

いて、MCT-5121 に規定されているように、試験片厚さを 1T（B=25.4 mm）に等価なデー

タに変換する必要がある。 

Mini-C(T)試験片の場合、初期亀裂長さ（約 4 mm）に対して最大 0.5 mm のばらつき

（初期亀裂長さの 12.5％）が許容されている。一方、1T-C(T) の場合には、初期亀裂

長さ（約 25 mm）に対して最大で 1.27 mm（初期亀裂長さの 5％）のばらつきとなる。

したがって、予亀裂前縁の形状を考えると、Mini-C(T)と 1T-C(T)では、湾曲が異なる

と考えられる（図 2-14 参照）。(16)式による補正を行う場合、Mini-C(T)に対して亀裂

前縁の湾曲を考慮せず、試験片寸法𝐵0を使用してもよいかについては、今後検討するこ

とが望まれる。 
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４．２．１４ 暫定参照温度 ToQの算出 

（１）規定の内容 

MCT-5130 暫定参照温度 ToQの算出 

(19)式により求めた KJc(med)を用いて，(21)式で算出する。 

ToQ = T − (
1

0.019
) ln [

KJc(med) − 30

70
] (21) 

KJc(med)の単位はMPa√m，ToQ の単位はC である。MCT-5300 に示す有効性に関する要

求が満たされるとき，ToQ は Toとなる。 

MCT-5220 暫定参照温度 ToQの算出 

暫定参照温度 ToQ の算出には KJc の有効データ，及び MCT-4340 による無効データ

のすべてを含めること。ただし，複数試験温度法における無効データの扱いは以下

のとおりとする。 

(1)～(4)：略 

KJc の有効データ及び無効データのすべてについて，(16)式により 1T 相当データ

に変換する。複数温度下の試験から暫定的な ToQを決定するには次式による。 

∑δi

exp[0.019(Ti − ToQ)]

11.0 + 76.7exp[0.019(Ti − ToQ)]

N

i=1

− ∑
(KJc(i) − 20)

4
exp[0.019(Ti − ToQ)]

{11.0 + 76.7exp[0.019(Ti − ToQ)]}5

N

i=1

= 0 

(23) 

ここで，Nは試験片の個数，Tiは KJc(i)に対応する試験温度である。KJc(i)は KJcの有

効データ，あるいは無効なデータを置換したダミーデータであり，いずれについて

も予め 1T相当のデータに変換しておく。また，𝛿𝑖はデータが有効な場合に 1，無効

なデータに対し 0とする。(23)式を反復計算によって解いて ToQが得られる。評価例

については附属書 Fを参照のこと。 

 

（２）検討の結果 

「附属書 E(参考) To の算出例（無効な KJc データを含む場合）」において、「表 E.2 

データセット」に基づく暫定参照温度は－91.8℃としている。同表に示す無効データ 2

個（KJc＝225、250 MPa√m）の値を KJc(limit)（＝217.4 MPa√m）の前後で変化させた場合

の暫定参照温度の変化を図 4.2.14-1 に示す。KJc値が有効データの範囲では暫定参照温

度 ToQ は KJc 値の上昇に対して徐々に低下しているが、無効データに移行すると不連続

に約 2℃低下している。暫定参照温度の急激な低下は、算出式に検討の余地があるとい

うことであり、今後検討することが望まれる。 
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図 4.2.14-1 データ 2個の値を変化させた場合の暫定参照温度計算値の変化 

（KJc=225, 250 MPa√m） 
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５. まとめ 

５．１ 破壊靭性確認方法 2016 

破壊靭性確認方法 2016 の主な改訂点として、以下の 3点が挙げられる。 

① マスターカーブ法を取り入れ、破壊靭性遷移曲線の式を改訂した。 

② PTS 評価に用いる仮想欠陥の位置を、炉心領域内表面からクラッド下に変更した。 

③ 健全性評価の許容基準として、PTS 状態遷移曲線(KI )と破壊靭性遷移曲線(KJc )が交

差しないこと(KJc ＞KI )の他に、これを満足しない場合には冷却過程で応力拡大係

数が単調減少している時間域を評価対象から除外できること及びそれでも満足しな

い場合には容器の板厚内で亀裂の伝播の停止の有無を評価し、亀裂が容器の板厚を

貫通しないことを確認することを追加した。 

 

（１）マスターカーブ法を取り入れた破壊靭性遷移曲線の式の改訂について 

マスターカーブ法は、破壊靭性の不確定性を評価しようとする技術の発展に伴い開発さ

れた手法であり、国際的に使用されている。本技術評価においては、マスターカーブ法を

元にして制定された破壊靭性遷移曲線の式について、中性子照射脆化した国内プラント材

料においても適用が可能であるか等について検討を行った。日本電気協会の検討内容につ

いて技術的根拠の説明を受けた結果、今後検討が必要な点が以下のとおり見いだされた。 

① 95%信頼下限を採用するということは、5%は下回るデータがあることを前提としてお

り、その妥当性については、規格策定者による論理的な説明が必要である。 

② 式の検討に用いられたデータは、鍛鋼品については To が取得されている材料のデー

タ総数が 220 個であった102が、圧延材及び溶接金属については To が取得されている

材料のデータ数が少なく検討されていない。 

③ 破壊靭性確認方法 2007 の式と破壊靭性確認方法 2016 の式の破損確率を比較すると、

鍛鋼品及び溶接金属については破壊靭性確認方法 2016 の方が低くなっていたが、圧

延材については高くなっていた。 

④ Tr30 に基づく破壊靭性遷移曲線の設定に使用する補正温度である ΔTt の決定に用い

たデータは、中性子照射量が 5×1019n/cm2以上のデータである。これに関し、日本電

気協会が 2.4×1019n/cm2以上～7×1019n/cm2以上のデータ範囲で同様の検討を行った

ところ、中性子照射量が高いデータを用いるとΔTt が高くなり、中性子照射量が高

くなるほど補正温度を大きく取る必要がある。 

 

○ これらは、破壊靱性確認方法 2016 に採用された破壊靭性遷移曲線の式の規制にお

ける適用性を判断する上で重要な点について、まだ解明されていない技術的な論点

があることを示しており、現時点において技術的妥当性を判断することは困難とい

えるのではないか。 

 

                                                   
102 鍛鋼品についてワイブル分布の形状係数を算出したものは、マスターカーブ法の形状係数４に対し

て、概ね４であった。 
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（２）仮想欠陥の想定にクラッドを考慮することについて 

 破壊靭性確認方法 2016 においては、原子炉圧力容器の実態を考慮して、仮想欠陥をク

ラッドの下に想定することとしている。これについて、実際にどのように評価するのかを

確認した。日本電気協会の検討内容について技術的根拠の説明を受けた結果、今後検討が

必要な点が以下のとおり見いだされた。 

（日本電気協会の説明を受けた上で記載することとしたい。） 

 

（３）健全性評価の許容基準として、PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線が交差してもよ

い場合を設けたことについて 

  破壊靭性確認方法 2016 においては、PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線が交差す

る場合の許容基準が設定された。これについて、どのような検討に基づいたものであるか

を確認した。日本電気協会の検討内容について技術的根拠の説明を受けた結果、今後検討

が必要な点が以下のとおり見いだされた。 

（日本電気協会の説明を受けた上で記載することとしたい。） 
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５．２ 参照温度試験方法 

ASTM E1921 のマスターカーブ法を参考として、原子炉圧力容器鋼材の監視試験片が使用

可能となる Mini-C(T)試験片を含む破壊靱性参照温度 To の決定のための試験方法について

技術評価した。日本電気協会の検討内容について技術的根拠の説明を受けた結果、以下のと

おりであった。 

① SE(B)と DC(T)は、技術的根拠が提示されなかったため、技術評価できなかった。 

② Mini-C(T)は、以下の点について、今後検討が必要である。 

 試験体の寸法（ノッチ）について、寸法許容差を含めて規定されていない部分

があること 

 1T 換算する際の、予亀裂形状等が C(T)試験片と相似形になっていないことの妥

当性 

 参照温度 To の標準偏差に ASTM E1921 で考慮されているσexp（試験に依存する

不確かさの定数、4℃）が考慮されていないこと 

 無効データを含む暫定参照温度 ToQの算出方法における不連続 
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５．３ 今後の技術評価における視点 

（１）規格の一貫性 

破壊靱性確認方法 2016 には、供用状態 C 及び D における破壊靱性遷移曲線として、

マスターカーブ法を参考とした式が導入された。この式は、信頼下限が 95％となるよ

う設定されたものであり、確率論的手法であるが、供用状態 A 及び B の式は変更され

ておらず、確率論的考え方に基づく評価とそうでないものが混在している。同様に、供

用状態 C 及び D において、クラッドがあるものとした評価を導入しているが、供用状

態 A 及び B はクラッドがないものとして評価することとされており、規格としての不

整合が存在する。今後の技術評価においては、規格全体として整合が図られ、一貫性の

あるものとなっているかについても確認することとする。 

 

（２）技術的根拠 

破壊靭性の評価は、脆性破壊の発生を防ぐために行われるものであり、原子力の安全

にとって重要な評価である。規格の改訂に当たって用いる技術的根拠には、一定水準の

技術的評価が行われたもの（例えば、査読された論文）であることが望ましい。また、

本技術評価において、限定で公開されている論文が重要な技術的根拠の一部となって

いた。重要な技術的根拠については、誰もが検証できるよう公開性の高い論文を用いら

れていることが望ましい。今後の技術評価においては、技術的根拠の信頼性及び公開性

についても確認することとする。 
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５．４ 技術評価におけるその他の論点 

（１）材料の非均質性の確認について 

ASTM E1921-19b では、非均質性に関して、スクリーニング基準が規定されており、

データセットが巨視的に不均質なものかどうかを判断した上で、詳細な分析を実施す

ることができるとされている。試験片数 20未満では簡素化された手法を用いて、20以

上のデータがある場合においては、バイモーダルやマルチモーダルを評価し、低靭性側

の材料を評価することで、保守的な参照温度を設定できるとされている。 

これらを踏まえ、非均質な材料であるかどうかを判断する基準や非均質な材料を評

価する方法について今後の検討が望まれる。 

 

（２）ノッチの形状について 

ASTM E1921 の条件と比較すると、Mini-C(T)の直線状ノッチの先端半径は 0.125 mm 以

下、狭隘ノッチではノッチ幅が 0.25 mm 以下であることが追加されている。また、ASTM 

E1921 ではすべての試験片に対して、最短の疲労予亀裂長さは直線状ノッチでノッチ幅の

1/2 または 1.3 mm の長い方、狭隘ノッチではノッチ幅の 1/2 または 0.6 mm の長い方とし

ており、それぞれのノッチで試験片板厚の 5%、2.5%と比較している JEAC4216とは異なる。

ここで、直線状ノッチと狭隘ノッチという定義は、ASTM E1921 における Wide Notch（N≧

0.01W）と Narrow Notch（N<0.01W）とは異なる。疲労予亀裂長さに係る評価において、

ASTM E1921 では亀裂先端の塑性域寸法を計算する点も、JEAC4216 では考慮しておらず、

異なる点である。 

さらに、ASTM E1921-19b では狭隘ノッチに対して、最短疲労予亀裂長さがノッチ幅の

1/2 または 0.25 mm 以上、予亀裂長さ＋ノッチ先端長さがノッチ幅の 2倍以上と規定され

ている。 

これらを踏まえ、今後の検討が望まれる。 
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添付資料－１ 別表１～１０ 

別表１ 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4100 耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A 及び Bに対する健全性評価 

RF-4110 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求 

(1)原子炉圧力容器の耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A及び B（耐圧・漏

えい試験を除く）に対する圧力・温度制限及び最低温度要求は RTNDT，供

用状態及び負荷される圧力の程度により異なる。表-RF-4110-1 に示す各

供用状態に対して圧力・温度制限の要求又は最低温度要求のいずれかを

満足すること。ただし，炉心領域については，圧力・温度制限の要求を

満足すること。 

(2)原子炉圧力容器は，炉心領域材料（圧延材，鍛鋼品，溶接金属）の監視

試験結果を含む中性子照射の影響を考慮して，供用期間中の耐圧・漏え

い試験及び運転条件の制限を設けること。中性子照射の影響は，RF-4120

に規定する最大仮想欠陥最深部における照射条件で評価すること。この

際，すべての炉心領域材料の中で最も高くなる RTNDT調整値を用いるこ

と。 

 

表-RF-4110-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求 

供用状態 

原子炉圧

力容器の

圧力

(注)1. 

圧力・温度 

制限の要求 
最低温度要求(注)2.,3. 

FB-4100 原子炉圧力容器に対する供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運

転条件の制限 

(1)原子炉圧力容器の耐圧・漏えい試験及び供用状態Ａ及びＢ（耐圧・漏

えい試験を除く）の圧力・温度制限及び最低温度要求は RTNDT，供用状

態，負荷される圧力の程度，燃料の装荷の有無及び炉心が臨界か否か

により異なる。各供用状態に対する圧力・温度制限及び耐圧・漏えい

試験の最低温度要求は表-FB-4100-1 を満足すること。 

(2)原子炉圧力容器は，炉心領域材料（板，鍛造品，溶接部）の監視試験

結果を含む中性子照射の影響を考慮して，供用期間中の耐圧・漏えい

試験及び運転条件の制限を設けること。中性子照射の影響は，附属書 A

に記載の最大仮想欠陥のき裂先端における照射条件で評価すること。

この際，すべての炉心領域材料の中で最も高くなる RTNDT調整値を用い

ること。 

 

表-FB-4100-1 原子炉圧力容器に対する圧力・温度要求 

供用状態 

原子炉

圧力容

器の圧

力

(注)1. 

圧力・温度 

制限の要求 
最低温度要求 



 

 

100 

耐

圧・

漏え

い試

験 

燃料

装荷

後・

炉心

が未

臨界 

≦ 

20％ 

RF-4120 によ

り求まる圧

力・温度制限 

ボルト締付け荷重が作用す

る部分の材料の最も高い

RTNDT +33℃ 

 

 

＞ 

20％ 

(ボルト締付け荷重が作用す

る部分の材料の最も高い

RTNDT +50℃)と(ボルト締付

け荷重が作用しない部分の

材料の最も高い RTNDT )の高

い方 

（削除） 

 

 

供用

状態 A

及び B 

(耐

圧・

漏え

い試

験を

除く) 

炉心

が未

臨界 

≦ 

20％ 

RF-4120 によ

り求まる圧

力・温度制限 

ボルト締付け荷重が作用す

る部分の材料の最も高い

RTNDT +33℃ 

 

 

＞ 

20％ 

 

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +67℃）と（ボルト締

付け荷重が作用しない部分

の材料の最も高い RTNDT）の

高い方 

耐圧・

漏えい

試験 

(未臨

界) 

燃料装

荷後 

≦ 

20％ 

（附属書 A

あるいは同

等の方法）

により求ま

る圧力・温

度制限 

ボルト締付け荷重が作用す

る部分の材料の最も高い

RTNDT+33℃ 

燃料 

装荷後 

＞ 

20％ 
同上 

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +50℃）と（ﾎﾞﾙﾄ締付

け荷重が作用しない部分の

材料の最も高い RTNDT）の高

い方 

燃料装

荷前 

(注)2. 

すべて － 

圧力容器材料の最も高い

RTNDT＋33℃ 

供用状

態Ａ及

びＢ 

(耐

圧・漏

えい試

験を除

く) 

炉心が 

未臨界 

≦ 

20％ 

(附属書 Aあ

るいは同等

の方法)によ

り求まる圧

力・温度制

限 

ボルト締付け荷重が作用す

る部分の材料の最も高い

RTNDT +33℃ 

炉心が 

未臨界 

＞ 

20％ 
同上 

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +67℃）と（ボルト締

付け荷重が作用しない部分

の材料の最も高い RTNDT）の

高い方 
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炉心

が臨

界 

≦ 

20％ 

RF-4120 によ

り求まる圧

力・温度制

限の温度に

22℃を加え

た圧力・温

度制限 

（「耐圧・漏えい試験」に対

して要求される温度）と

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +22℃）の高い方 

ただし，沸騰水型原子炉圧

力容器において，通常水位

内での運転がなされる場合

は，（ボルト締付け荷重が

作用する部分の材料の最も

高い RTNDT +33℃）の要求

を満たすこと。 

＞ 

20％ 

（「耐圧・漏えい試験」に対

して要求される温度）と

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +89℃）の高い方 

(注) 1. 供用前の水圧試験圧力に対する比率 

 2. 昭和 55 年 10 月 30 日までに原子炉設置許可を受けた原子力発電

所用原子炉圧力容器は，RTNDTに代わり NDT 温度を用いてもよ

い。 

 3. 炉心領域材料の RTNDTは RTNDT調整値を用いること。 

炉心が 

臨界 

≦ 

20％ 

(附属書 Aあ

るいは同等

の方法)によ

り求まる圧

力・温度制

限の温度に

22℃を加え

た圧力・温

度制限 

（「耐圧・漏えい試験」に

対して要求される温度）と

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +22℃）の高い方 

ただし，沸騰水型原子炉圧

力容器において，通常水位

内での運転がなされる場合

は，（ボルト締付け荷重が

作用する部分の材料の最も

高い RTNDT +33℃）の要求

を満たすこと。 

炉心が 

臨界 

＞ 

20％ 

同上 

（「耐圧・漏えい試験」に

対して要求される温度）と

（ボルト締付け荷重が作用

する部分の材料の最も高い

RTNDT +89℃）の高い方 

（注）1. 供用前の水圧試験圧力に対する比率 

（注）2. 供用前の水圧試験のみ 
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別表２ 最大仮想欠陥に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4122 最大仮想欠陥 

最大仮想欠陥は最大主応力方向に垂直な鋭い半楕円形の表面欠陥とす

る。最大仮想欠陥寸法は(1)から(4)とする。ただし，より小さな最大仮

想欠陥を保証できる場合は，より小さな欠陥を最大仮想欠陥として用い

てもよい。 

(1) 60mm ≦ t ＜ 100mm の胴部 

 最大仮想欠陥深さは 25mm，長さは 150mm とする。 

(2) 100mm ≦ t ≦ 300mm の胴部 

 最大仮想欠陥深さは 0.25t ，長さは 1.5t とする。 

(3) t ＞ 300mm の胴部 

最大仮想欠陥深さは 75mm，長さは 450mm とする。 

(4) ノズル内面コーナー部 

最大仮想欠陥深さ及び長さは tに応じて(1)～(3)の寸法の 1/4 とす

る。 

A-3223 最大仮想欠陥 

最大仮想欠陥は最大応力に垂直な鋭い半楕円形の表面欠陥とする。

最大仮想欠陥寸法は(1)から(4)とする。 

 

 

(1) 60 mm ≦ t ＜ 100 mm 

 仮想欠陥深さは 25 mm，長さは 150 mm とする。 

(2) 100 mm ≦ t ≦ 300 mm 

 仮想欠陥深さは 0.25t ，長さは 1.5t とする。 

(3) t ＞ 300 mm 

仮想欠陥深さは 75 mm，長さは 450 mm とする。 

(4) ノズル内面コーナ部 

仮想欠陥深さは(1)～(3)による。（tは胴部の母材の板厚） 
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別表３ 原子炉圧力容器に対する破壊靭性の要求に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4210 原子炉圧力容器に対する破壊靭性の要求 

 

 

加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域材料は，供用状態 C 及び Dに対して

中性子照射の影響を考慮して以下の評価を行い，許容基準を満足するこ

と。 

(1) RF-4220 の一般評価を実施する。RF-4223 の許容基準を満足しない

場合は，RF-4230 の詳細評価を実施する。 

(2) RF-4233 の許容基準を満足しない場合は，RF-4240 に示す是正措置

を実施して，再度 RF-4220 の一般評価又は RF-4230 の詳細評価を実施

する。 

RF-4220 の一般評価の評価手順を図-RF-4210-1 に，RF-4230 の詳細評価

の評価手順を図-RF-4210-2 に示す。 

 

 

 

 

FB-4200 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

(1) （略） 

a.（略） 

b. 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部の使用状態 C 及び Dにお

ける破壊靭性の妥当性は、供用期間中における照射脆化の影響を

考慮した破壊力学評価等（附属書 C あるいは同等の方法）を用い

て確認すること。 

附属書Ｃ 供用状態Ｃ、Ｄにおける加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部

に対する非延性破壊防止のための評価法 

C-1000 適用範囲 

加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部の非延性破壊に対して供用状態

Ｃ，Ｄで最も厳しい条件として PTS（Pressurized Thermal Shock 加圧熱

衝撃）事象（小破断冷却材喪失事故，主蒸気管破断事故等）があるが，

これに対する評価手法を示す。この評価手法は，（財）発電設備技術検

査協会（現，独立行政法人原子力安全基盤機構）の「原子炉圧力容器加

圧熱衝撃試験実施委員会」で開発された手法をベースに基準化した。 
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（新設） 

機密性〇 

 



 

 

105 
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別表４ PTS 状態遷移曲線の設定に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4220 一般評価 

RF-4221 PTS 状態遷移曲線の設定 

(1) 評価対象事象 

評価対象事象の想定する温度過渡は，非常用炉心冷却系統の作動に

よる安全注入を想定し，原子炉圧力容器炉心領域の接液水の温度が 1

次冷却材の通常運転温度から安全注入水の水温まで瞬時に変化する

過渡とする。 

なお，想定する圧力過渡は事象発生直後に大気圧に変化するとして

もよい。 

(2) 熱伝達率の設定 

1 次冷却材と原子炉圧力容器クラッドとの間の熱伝達率は，上向

きの自然対流と下向きの強制対流が共存する影響を考慮した

Jackson-Fewster 式で評価する。 

Nu / Nu0 = {1+4500 Gr̅̅ ̅ ∕ (Re2.625Pr0.5)}
0.31

      (7) 

(3) 熱伝導解析及び応力解析 

(1)及び(2)で設定した接液水の温度及び熱伝達率の時間変化に基

づいて，原子炉圧力容器炉心領域部の熱伝導解析及び応力解析を行

い，原子炉圧力容器の厚さ方向の温度分布及び最大仮想欠陥を含む

面に垂直な方向の応力分布の時間変化を求める。 

応力解析においては，クラッドと母材（又は溶接金属）の熱膨張

差により生じる応力を考慮するとともに，母材についてはクラッド

(新設)  
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溶接による残留応力，溶接金属についてはクラッド溶接及び継手溶

接による残留応力を考慮する。 

(4) 最大仮想欠陥 

原子炉圧力容器炉心領域内面のクラッド下に深さ 10mm，長さ 60mm

の半楕円欠陥を想定する。最大仮想欠陥の方向は軸方向とする。原

子炉圧力容器炉心領域に対する非破壊試験の結果，より小さな最大

仮想欠陥を保証できる場合は，より小さな欠陥を最大仮想欠陥とし

て用いてもよい。 

(5) PTS 状態遷移曲線の設定 

最大仮想欠陥を含む面に垂直な方向の応力分布に基づいて，附属

書 C の C-5000 に従って(4)で設定した最大仮想欠陥最深部での応力

拡大係数 KI を算出する。(3)の応力解析を有限要素法で実施する場

合には，最大仮想欠陥をモデル化して最大仮想欠陥最深部での応力

拡大係数 KIを有限要素法により算出してもよい。 

最大仮想欠陥最深部での温度及び応力拡大係数 KI の時間変化に

基づき，横軸を最大仮想欠陥最深部の温度，縦軸を KIとして，KIと

温度の推移を示す PTS 状態遷移曲線を設定する。 

RF-4230 詳細評価 

 

RF-4231 PTS 状態遷移曲線の設定 

(1) 評価対象事象の熱水力解析 

供用状態 C及び Dのうち，温度低下が大きい事象又は温度低下

とともに圧力が高く維持される事象として，大破断冷却材喪失事

C-3000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する個別の詳細評

価 

プラントの個別の評価手法を以下に示す。 

C-3100 PTS 状態遷移曲線の設定 

C-3110 評価事象の熱水力解析 

(1) 評価対象プラントについて、供用状態 C，Dの過渡事象から
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故，小破断冷却材喪失事故及び主蒸気管破断事故を評価対象事象

とする。 

ここで，配管破損防護設計により破断前漏えい(LBB)概念の適

用が認められているプラントにおいては，LBB 概念に基づく配管

破損形態により設定した過渡を評価対象事象としてもよい。 

選定された事象に対して熱水力解析を行い，原子炉圧力容器の

炉心領域部に流入する 1次冷却材温度，圧力及び流量の時間変化

を求める。 

 

 

(2) 冷却材の混合状態の考慮 

1 次冷却材ループ流が停止する事象については，以下の式により，

冷却材の部分混合を考慮し，原子炉圧力容器炉心領域部における接

液水の温度の過渡変化を評価すること。 

・Ri ≦ 100 のとき 

LS

LD

TT

TT




＝ 1 – 0.526Ri 0.101exp(－1.86 × 10－2Ri－0.146t* )   (13) 

・Ri ＞ 100 のとき 

LS

LD

TT

TT




＝ 1 – 0.838exp(－9.5 × 10－3t* )         (14) 

ただし，数値流体力学（CFD：Computational Fluid Dynamics）

解析や試験等により1次冷却材の混合状態が適切に把握されてい

る場合には，それらの結果から設定した手法により評価してもよ

PTS 事象を選定する。ここで，PTS 事象の選定にあたり，配管破

損防護設計により破断前漏えい（LBB）概念の適用が認められて

いるプラントにおいては，破断前漏えい概念に基づく配管破損形

態により設定した過渡とすることができる。 

PTS 事象として具体的な事象が特定されない場合は，主蒸気管

破断事故，小破断冷却材喪失事故（小破断 LOCA）及び大破断冷却

材喪失事故（大破断 LOCA）を対象とする。 

選定された PTS 事象に対して、原子炉圧力容器の炉心領域部で

の 1次冷却材温度，圧力及び流量の過渡について熱水力解析を行

う。 

(2) １次冷却材温度は原子炉圧力容器炉心領域部近傍の温度で評価

する必要がある。1次冷却材ループ流が停止する事象について

は，(1)及び(2)式により，冷却材の混合評価を行い原子炉圧力容

器壁近傍の温度を評価する。 

 

 ・Ri ≦ 100 のとき 

LS

LD

TT

TT




＝ 1 - 0.526Ri

0.101
exp(- 1.86 × 10

-2
Ri
-0.146

t
*  

)   (1) 

   ・Ri ＞ 100 のとき 

LS

LD

TT

TT




＝ 1 - 0.838exp(- 9.5 × 10

-3
t
*  

)           (2) 
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い。 

(3) 熱伝達率の設定 

RF-4221(2)と同様に熱伝達率を設定する。 

(4) 熱伝導解析及び応力解析 

RF-4221(3)と同様に熱伝導解析及び応力解析を実施し，原子炉圧

力容器の厚さ方向の温度分布及び最大仮想欠陥を含む面に垂直な方

向の応力分布の時間変化を求める。 

 

 

(5) 最大仮想欠陥 

原子炉圧力容器炉心領域内面のクラッド下に深さ 10mm，長さ 60mm

の半楕円欠陥を想定する。最大仮想欠陥の方向は，母材に対して軸

方向，溶接金属に対して溶接線方向とする。原子炉圧力容器炉心領

域に対する非破壊試験の結果，より小さな最大仮想欠陥を保証でき

る場合は，より小さな欠陥を最大仮想欠陥として用いてもよい。 

(6) PTS 状態遷移曲線の設定 

RF-4221(5)と同様に PTS 状態遷移曲線を設定する。 

 

 

C-3120 PTS 状態遷移曲線の設定 

(2) 応力解析のうち，熱応力については熱伝導解析により求めた原

子炉圧力容器壁内の温度分布の時間変化に基づいて設定するが，

1次冷却材の温度変化から原子炉圧力容器の温度変化を解析する

際，原子炉圧力容器近傍で上向きの自然対流と下向きの強制対流

が共存するケースの熱伝達率は，以下に示す Jackson-Fewster 式

で評価する。 

  
31.05.0625.2

0 ]/45001[/ PrReGrNuNu         

(3) 

C-3310 最大仮想欠陥 

 原子炉圧力容器炉心領域内表面に深さ 10 mm，長さ 60 mm の軸方向

の半楕円表面欠陥を想定する。 

 

 

 

C-3120 PTS 状態遷移曲線の設定 

   (3) 応力解析により設定された原子炉圧力容器壁内の応力分布に基

づいて最大仮想欠陥（深さ）最深部での応力拡大係数を(4)式(1)

にしたがって算出する。また，(4)式の代わりに，附属書 Fの F-

3200 に示す式でも算出できる。 
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別表５ 破壊靭性遷移曲線に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

（削除） C-3220 破壊靭性遷移曲線の設定 

(1) 対象とする原子炉圧力容器の炉心領域材料について，評価時期にお

ける破壊靭性遷移曲線を設定する。 

(2) 対象とする原子炉圧力容器炉心領域材料の破壊靭性データ（照射前

後の KIc 実測値等）を，附属書図 C-3220-1 等に示すように温度軸に対

して平行に移行させ，プラント評価時期における中性子照射による破

壊靭性低下量を予測し，これらのデータを下限包絡する(8)式を設定す

る。ただし，原子炉圧力容器の温度は 0℃未満となることはないので，

0℃以上の温度範囲の破壊靭性データを対象とすればよい。これが破壊

靭性遷移曲線となる。 

KIc = 20.16 + 129.9exp[0.0161(T - TP)]      (8) 

なお，破壊靭性（KIc）データの移行量（TKIc）は C-3230 及び C-3240

に示す手順で求める。 

 

C-3230 破壊靭牲（KIc）の実測値がある場合 

(1) 監視試験の回数が 1回以下の場合 

(a) 未照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-1 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) + 2σ               (9) 

(b) 照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-2 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe)－RTNDT 計算値 (fｍ)+ 2σ (10) 

(2) 監視試験の回数が 2回以上の場合 

(a) 未照射材のKIcデータ（附属書図C-3230-3参照） 

TKIc  
=RTNDT 計算値(fe) + MC +σ                           (11) 

(b) 照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-4 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) -RTNDT 計算値 (fｍ) +σ  (12) 

 

C-3240 破壊靭性（KIc）の実測値がない場合 
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破壊靭性（KIc）の実測値がない場合は，その材料を代表する KIc 曲

線により破壊靭性遷移曲線を設定する。 

例えば，附属書 Aの A-3222 に与えられた KIc 曲線を用いる場合，下

記に示す手順でプラント評価時期の RTNDT を求めて破壊靭性遷移曲線

を設定することができる。 

RTNDT = 初期 RTNDT + RTNDT 計算値(fe)+ 2σ           (13) 

RF-4222 破壊靭性遷移曲線の設定 

原子炉圧力容器の炉心領域材料について，中性子照射の影響を考慮

し，評価時期における破壊靭性遷移曲線を設定する。 

 

(1) Tr 30に基づく破壊靭性遷移曲線の設定 

以下の式により評価時期における破壊靭性遷移曲線を設定する。 

KJc = 25.2 + 36.6 exp[0.019{T－(Tr 30+ΔTt )}]         (8) 

Tr 30 = Tr 30初期値+ΔRTNDT計算値+MC +Mp                          (9) 

ここで，ΔTt は母材(圧延材)で－15℃，母材(鍛鋼品)で 8℃，溶接

金属で 14℃，Mpは 3℃とする。 

ΔRTNDT計算値及び MCは，評価時期における最大仮想欠陥最深部の照

射条件における値とし，JEAC 4201 の附属書 Bにより求める。ただし，

2 個以上の監視試験による ΔRTNDTの実測値がない場合には，MCを 0と

する。 

 

(2) Toに基づく破壊靭性遷移曲線の設定 

JEAC 4216 に準拠した Toが取得されている場合には，以下の式によ

り破壊靭性遷移曲線を設定してもよい。複数の照射条件について Toが

取得されている場合には，高い照射量の Toを使用すること。 

KJc = 25.2 + 36.6 exp[0.019{T – (To +ΔRTNDT計算値(d) + 
Mk )}]                                              (10) 

ΔRTNDT計算値(d) = ΔRTNDT計算値(e) –ΔRTNDT計算値(m) (11) 
Mk = 1.65×{(σM

 2＋σTo
 2＋σ 2)1/2－σM }              (12) 

ここで，(10)式の{ ΔRTNDT計算値(d) + Mk }は Toに基づく破壊靭性

遷移曲線の中性子照射による温度移行量であり，この温度移行量の求

（新設） 
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め方を図-RF-4222-1～図-RF-4222-3 に示す。また，σMは 24℃，σ は

9.5℃，σToは(2)式に従って求める。(2)式の KJc(med) は，JEAC 4216 の

単一試験温度法の場合，JEAC 4216 の MCT-5123 で算出される値とし，

複数試験温度法による場合，(3)式により等価なKJc(med) 
 eq

を算出するこ

と。 

To決定に使用した試験片が受けた照射量以下の照射量に対して評価

する場合には，ΔRTNDT計算値(d) 及び σ は 0 としてもよい。」 
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別表６ 健全性評価の許容基準に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-4220 一般評価 

RF-4223 許容基準 

最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線(KI )及び評価時期の最大

仮想欠陥最深部の照射条件に対応する破壊靭性遷移曲線(KJc )を比較し，両

者が交差しなければ(KJc ＞KI )，評価時期までの供用が許容される。両者が

交差する場合には，RF-4230 に示す詳細評価を行わなければならない。 

 

C-4000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する一般評価 

 

プラント個別の詳細評価の代わりに，以下の一般評価により評価する

ことができる。 

評価する加圧水型原子炉圧力容器炉心領域材料の照射前，照射後にお

ける実測 KIc 値又は KIc 曲線を，プラント評価時期での原子炉圧力容器

内表面の中性子照射量を受けた状態まで附属書図 C-3220-1 等に示すよう

に温度軸に対して平行に移行させて，下記の KIc 評価式を満足すること

を確認する。 

（プラント評価時期の KIc） ＞ 20.16 + 129.9exp〔0.0161（T － 125）〕(14) 

ただし，原子炉圧力容器の温度は 0℃未満となることはないので，0℃

以上の温度範囲に対して評価する。 

破壊靭性（KIc）データの移行量（TKIc 
）は，C-3230 に示す手順で求

める。 

なお，破壊靭性（KIc）の実測値がない場合は，C-3240 に示す手順で破

壊靭性遷移曲線を設定し，KIc 評価式と比較する。 

RF-4230 詳細評価 

RF-4233 許容基準 

以下の(1)，(2)，(3)のいずれかの許容基準を満足すれば，評価時期まで

の供用が許容される。 

(1) 非延性破壊発生に対する許容基準 

C-3000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する個別の詳細評価 

C-3320 健全性評価 

最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線及びプラント評価時期に

対応する破壊靭性遷移曲線を最大仮想欠陥最深部の温度で比較し，両者が

交差しなければ PTS 事象に対して原子炉圧力容器の炉心領域部は健全であ
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最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線(KI )と評価時期の最大

仮想欠陥最深部の照射条件に対応する破壊靭性遷移曲線(KJc )とを比較

し，両者が交差しないこと(KJc ＞KI )。 

(2) 高温予荷重効果を考慮した非延性破壊発生に対する許容基準 

(1)の許容基準を満足しない場合には，冷却過程で応力拡大係数が単調

減少している時間域(dKI /dt ＜0)を除外した最大仮想欠陥最深部におけ

る PTS 状態遷移曲線(KI )と評価時期の最大仮想欠陥最深部の照射条件に

対応する破壊靭性遷移曲線(KJc )とを比較し，両者が交差しないこと(KJc

＞KI )。 

(3) 亀裂の板厚貫通有無に対する許容基準 

(2)の許容基準を満足しない場合，容器の板厚内で亀裂の伝播が停止す

ること。停止する場合には，その後の時刻において(2)の許容基準に従う

非延性破壊の発生及び発生した亀裂の伝播停止の有無も評価し，亀裂が

容器の板厚を貫通しないこと。ただし，亀裂の伝播が停止する位置が厚さ

の 75％を超える場合には容器の板厚を貫通すると評価する。なお，亀裂

は保守的に深さ一定の長い表面亀裂とみなして評価してもよい。 

KI が以下の条件を満たす亀裂深さで亀裂の伝播は停止すると判断され

る。 

KI ≦ KIa ···································· (15) 

ここで，KIa は板厚内での中性子照射量の減衰を考慮した亀裂先端位置

における平面ひずみ亀裂伝播停止破壊靭性であり，関連温度の種類(RTNDT 

(1)又は RTNDT (2))に応じて以下のいずれかの式により求める。なお，RTNDT

調整値は RF-2100 及び RF-2200 による。 

ることが示される。 

上記 C-3100～C-3300 をまとめて評価フローとし，附属書図 C-3320-1 に

示す。 
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（RTNDT (1)の場合） 

KIa=29.46+15.16exp{0.0274(T－RTNDT調整値)}      (16) 

（RTNDT (2)の場合） 

KIa=29.43+1.344exp{0.0261(T－RTNDT調整値+88.9)}   (17) 

また，停止した亀裂に対して，残りの板厚を考慮して胴部に塑性崩壊が

生じないことを次式により確認する。 

σf  ＞ √3 Pac ∙ (Rin + aa
*)/{2∙(t − aa

*)}         (18) 

ここで， 
*

aa ＝ [
aa {1－(1+2 2

ac /t 2)－0.5}]/{1－(
aa /t )(1+2 2

ac /t 2)－0.5}  (19) 

また，σfは未照射の値を用いる。未照射の値として，規格で定めら

れる値を用いてもよい。 
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RF-2000 破壊靭性 

RF-2100 関連温度(RTNDT )  

RTNDTとしては，JSME 設計・建設規格の PVB-2333.1，JEAC 4202，昭和 55

年通商産業省告示第 501 号（改正平成 6 年 7月 21 日）の第 4条第 2項ある

いはそれらに準じる方法による RTNDT (1)があり，これは 1パスビード法に

よる落重試験及び衝撃試験により求められる。また，昭和 55 年通商産業省

告示第 501 号（制定昭和 55 年 10 月 30 日）の第 4 条第 2項あるいはそれに

準じる方法による RTNDT (2)があり，これは 2 パスビード法による落重試験

及び衝撃試験により求められる。 

ここで， JEAC 4216 あるいはそれに準じる方法で破壊靭性参照温度 Toが

得られた場合において，RF-4120 に基づき圧力・温度制限を設定する際に

は，次式で求めた RTToを RTNDT (1)又は RTNDT (2)に置き換えて用いてもよい。 

RTTo = To + CMC + 2σTo                  (1) 

 CMCを表-RF-2100-1 に示す。 

σToは，(2)式のとおりとする。 

σTo 
 
  rK

K

medJc

medJc 7.14

30

20

)(

)( 



                 (2) 

 r は To決定の際の有効な試験片の個数である。 

KJc(med) は単一試験温度法による場合，JEAC 4216 の MCT-5123 で算出され

る 1T 相当に換算した値である。複数試験温度法による場合，(3)式により

等価なKJc(med) 
  eq

を算出し，KJc(med) の代わりに用いる。 

FA-2000 用語の定義 

 

(7) RTNDT：JSME 設計・建設規格の PVB-2333.1 の規定に従って，衝撃

試験及び落重試験によって求められる関連温度のことをいう。 

E-2000 記 号 

RTNDT(1) ：１パス法による落重試験により求められた RTNDT（℃） 

RTNDT(2) ：２パス法による落重試験により求められた RTNDT（℃） 

 



 

 

118 

   



r

i

oi
eq

medJc
TT

r
K

1
)(

019.0exp7030
1

       (3) 

表-RF-2100-1 各種破壊靭性曲線と CMC 

破壊靭性曲線 適用条項 CMC（℃） 

KIR曲線 附属書 B B-4200 (4)式 63 

KIc曲線 RF-4121 (4)式 30 
 

RF-2200  RTNDT 調整値 

照射前の RTNDT に照射による関連温度の移行量 ΔRTNDT を加えることによ

って照射効果を調整した関連温度のことである。ΔRTNDT は監視試験による

実測又は JEAC 4201 の附属書 B の B-2000 に示す国内脆化予測法による予

測によって求める。監視試験による実測においては，衝撃試験の吸収エネ

ルギー41J に対応する温度の移行量とする。ここで，移行量とは，照射前後

の差を意味し，照射後の値から照射前の値を引いた値とする。 

FA-2000 用語の定義 

(9) RTNDT 調整値：照射前の RTNDT 初期値に照射による移行量ΔRTNDT

を加えることによって照射効果を調整した関連温度を意味する。 

(8) ΔRTNDT：照射による関連温度の移行量を意味し，監視試験による実

測又は JEAC4201-2007 の附属書 Bの B-2000 に示す国内脆化予測法によ

る予測によって求められる。監視試験による実測においては，衝撃試験

の吸収エネルギー41 J に対応する温度の移行量とする。ここで，移行量

とは，照射前後の差を意味し，照射後の値から照射前の値を引いた値と

する。 
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別表７ 上部棚破壊靭性に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-5200 上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る場合の評価方法 

 

RF-5211 上部棚破壊靭性 

評価に用いる上部棚破壊靭性は，USE 調整値から以下の手順で求める。 

なお，当該材料の破壊靭性試験データがあり，その妥当性が確認されてい

る場合は，そのデータを評価に使用してもよい。 

(1) 上部棚吸収エネルギー低下予測 

JEAC 4201 の附属書 Bの B-3000 の手法により，評価時期における最大仮

想欠陥最深部位置での USE 調整値を予測する。ここで，母材の USE 調整値

としては，最大仮想欠陥が軸方向欠陥の場合は試験片の長手方向が周方向

と平行となる衝撃試験片に対応する USE 調整値を，また周方向欠陥の場合

は試験片の長手方向が軸方向と平行となる衝撃試験片に対応する USE 調整

値を用いる。 

〔附属書Ｇ〕上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る原子炉圧力容器の健全

性評価方法 

G-3000 上部棚破壊靭性 

評価に用いる上部棚破壊靭性は、USE 調整値から以下の手順で求める。

なお、当該材料の破壊靭性試験データがあり、その妥当性が確認されてい

る場合は、そのデータを評価に使用してもよい。 

G-3100 シャルピー上部棚吸収エネルギー低下予測 

JEAC4201－2007 附属書 Bの B-3000 の手法により，評価時期における最

大仮想欠陥想定位置での USE 調整値を予測する。ここで、母材の USE 調整

値については，最大仮想欠陥が軸方向欠陥の場合は試験片の長手方向が周

方向と平行となるシャルピー衝撃試験片に対応する USE 調整値を，また周

方向欠陥の場合は試験片の長手方向が軸方向と平行となるシャルピー衝

撃試験片に対応する USE 調整値を用いて評価する。 
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別表８ 健全性評価に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

RF-5200 上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る場合の評価方法 

 

RF-5215 健全性評価 

供用状態 A, B, C 及び Dに対して，以下に示す許容基準に基づき，健全

性を評価する。なお，破壊靭性を評価する材料の温度は供用状態 A, B, C

又は Dの中で，評価が保守側になるように最高となる温度を用いてもよい。 

(1) 供用状態 A, B 及び Cに対する許容基準 

（略） 

(2) 供用状態 Dに対する許容基準 

供用状態 Dに対しては以下の許容基準を満足すること。 

a. 亀裂不安定性評価 

Jappと Jmatとの交点において，Jmatの接線の傾きが Jappの接線の傾きより

大きいこと。 

 
aa 




appmat JJ

d

d
   ·········································· (28) 

b. 亀裂深さ評価 

Japp と Jmat の交点まで延性亀裂が進展し停止した時の亀裂深さa* が胴部

母材厚さ tの 75%を超えないこと。 

 a* ≦ 0.75t    ············································· (29) 

c. 塑性崩壊評価 

Jappと Jmatの交点まで延性亀裂が進展し停止した時に，次式により塑性崩

〔附属書Ｇ〕上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る原子炉圧力容器の健全

性評価方法 

G-7000 健全性評価（判定基準） 

供用状態 A, B, C 及び Dに対して，以下に示す判定基準に基づき，健全

性を評価する。なお，材料の破壊靭性の温度は供用状態 A, B, C あるいは

D の中で，安全側に最高となる温度を用いてもよい。 

 

G-7100 供用状態 A, B 及び C に対する判定基準 

(略)  

G-7200 供用状態 D に対する判定基準 

供用状態 Dに対しては以下の基準を満足すること。 

(1) き裂不安定性評価 

Japp と Jmat との交点において，Jmat の接線の傾きが Japp の接線の傾き

より大きいこと。 

 
a

J

da

dJ appmat




           

(2) 欠陥深さ評価 

延性き裂成長を考慮した欠陥深さが容器母材板厚の 75%を超えないこと。 

 af ≦ 0.75t           

 

(3) 塑性不安定破壊評価 
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壊を生じないことを確認すること。 

σf  ＞ √3Pc∙(Rin+a
**) / {2∙(t − a**)}  ························ (30) 

ここで， 

a** ＝ [a* {1－(1+2(c*) 2/t 2)－0.5}]/{1－(a* /t )(1+2(c*) 2/t 2)－

0.5} ·························································· (31) 

また，σfは未照射の値を用いる。未照射の値として，規格で定められる

値を用いてもよい。 

 

＜補足＞記号の説明 

a* ：延性き裂進展後の亀裂深さ (mm) 

a**：延性き裂進展後の亀裂深さ（a*/2c*=0 の表面亀裂に置換した場合）(mm) 

次式により塑性不安定破壊を生じないことを確認すること。 

 

 σf ＞ √3Pc･(Ri+ **

ea )／[2･(t－ **

ea )]    

ここで， 

 **

ea =[ *

ea (1-{1+2c 2/t 2}－0.5)]／[1－( *

ea /t ){1+2c 2/t 2}－0.5] 

 

 

 

 

＜補足＞記号の説明 

*

ea ：延性き裂進展後の塑性域を考慮した欠陥深さ (mm) 

**

ea ：延性き裂進展後の塑性域を考慮した欠陥深さ（半楕円表面き裂に補

正）(mm) 
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別表９ 附属書 B破壊靭性評価の適用材料等に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 

〔附属書Ｂ〕破壊靭性評価方法 

B-3000 破壊靭性評価 

対象とする材料は，JIS SQV2A，SFVQ2A，SFVQ1A 及びサブマージアーク

溶接による Mn-Mo-Ni 系の溶接金属とそれらの ASME 及び ASTM 相当材（溶

接金属含む）とする。RTNDT及び Trsを用いた KIR曲線及び KIc曲線を B-4000

に示す。 

一方，昭和 55 年 10 月 30 日までに原子炉設置許可を受けた初期の原子

力発電所用原子炉圧力容器（以下「初期原子炉圧力容器」という）のう

ち，RTNDT又は Trsが得られていない場合に対する KIR曲線及び KIc曲線の評

価方法を B-5000 に示す。 

ここで，本附属書で設定した破壊靭性 KIcは RF-4120 の KIcとして，また KIR

は RF-4230 の KIaとして適用してよい。 

E-5000 初期プラントに対する破壊靭性評価方法（第２段落部分） 

 

なお，対象とする材料は，JIS SQV2A、SFVQ2A、SFVQ1A 及び Submerged Arc 

Welding による Mn-Mo-Ni 系の溶接金属とそれらの ASME 及び ASTM 相当材

（溶接金属含む）とする。 

E-3000 破壊靭性評価の考え方 

破壊力学評価に必要な破壊靭性値には参照破壊靭性値 KIR と静的平面ひ

ずみ破壊靭性値 KIc がある。これらの破壊靭性曲線は(社)火力原子力発電

技術協会構造基準委員会 KIR 検討会で検討され、破壊靭性のパラメータと

して RTNDT及び vTrsを用いた KIR曲線及び KIc曲線が与えられている(1,2)。 

一方，昭和 55 年以前の告示第 501 号の破壊靭性要求は，落重試験あるい

はシャルピー衝撃特性から NDTT（無延性遷移温度）を求めることになって

おり，上記二つのパラメータ（RTNDT，vTrs）は要求されていないので，昭

和 55 年 10 月 30 日までに原子炉設置許可を受けた初期の原子力発電所用

原子炉圧力容器等（以下「初期プラント」という）のうち，RTNDT 又は vTrs

が得られていない場合に対する評価方法を本付属書で示す(3)。 

ここで，本付属書で設定した破壊靭性値は附属書 Aに適用可能である。ま

た、JSME 発電用原子力設備規格 維持規格（JSME S NA1-2004）に対して

も適用可能であるが，KIRは KIaとして読み替える。 

別表１０ 附属書 B破壊靭性適用式に関する規定内容の変更点 

破壊靭性確認方法 2016 破壊靭性確認方法 2007 
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B-4000 破壊靭性適用式 

適用できる破壊靭性曲線を附属書表 B-4000-1 に示す。具体的な評価方

法を以下に示す。 

 

なお,原子炉圧力容器の材料に常温最小降伏点が 345MPa を超え，620MPa以

下のフェライト系材料を用いる場合は，少なくとも 3 溶解について，KIR 

(KIa )に対しては動的破壊靭性試験，KIcに対しては RF-2400(1)又は(2)に従

って静的破壊靭性試験を行い，得られた破壊靭性が(1)式から(3)式，(4)式

から(6)式又は(7)式から(9)式を上回る場合は評価式として使用できる。 

E-4000 破壊靭性適用式 

適用できる破壊靭性曲線を附属書表 E-4000-1 に示す。具体的な評価方法

を以下に示す。 

E-4300 vTrs を用いた場合の評価方法（末尾のなお書き） 

なお,室温での規定最小降伏点が 345 N/mm2を超え，620 N/mm2以下の材料

の場合は，少なくとも 3溶解について，KIR(KIa)に対しては動的破壊靭性

試験，KIc に対しては静的破壊靭性試験を行い，得られた破壊靭性が(1)

式から(3)式又は(4)式から(6)式を上回る場合は評価式として使用でき

る。 

附属書表 B-4000-1 適用できる破壊靭性曲線 

 

(注)1. 

破壊靭性パラメー

タ 

(注)2.,3. 

KIR  （MPa√m) 

(注)3.,7. 

KIc  （MPa√m) 

非 

照

射 

材 

・ 

照

射 

材 

(注)4. 

RTNDT (1) 母材 (注)7. 

29.46＋15.16 

exp{0.0274(T 

－RT NDT (1))} 

33.46＋65.29 

exp{0.0332(T－RT NDT 

(1))} 

溶接金属 

32.55＋32.64 

exp{0.0378(T－RT NDT 

(1))} 

(注)5. 

RT NDT (2) 母材 
29.43＋1.344 

exp{0.0261(T 

－RT NDT (2)＋88.9)} 

32.91＋43.40 

exp{0.0343(T－RT NDT 

(2))} 

溶接金属 32.60＋32.12 

附属書表 E-4000-1 適用できる破壊靭性曲線 

 

(*1) 

破壊靭性パラメー

タ 

(*2)(*3) 

KIR  （MPa√m) 

(*3) 

KIc  （MPa√m) 

非 
照
射 
材 
・ 
照
射 
材 

(*4) 

1 ﾊﾟｽ法に

よる

RTNDT(1) 

母材 

29.46＋15.16 

exp[0.0274(T－
RTNDT(1))] 

33.46＋65.29 

exp[0.0332(T－
RTNDT(1))] 

 

溶接金
属 

32.55＋32.64 

exp[0.0378(T－
RTNDT(1))] 

 

(*5) 

2 ﾊﾟｽ法に

よる

母材 

29.43+1.344 

exp[0.0261(T -
RTNDT(2)+88.9)] 

32.91＋43.40 

exp[0.0343(T－
RTNDT(2))] 
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exp{0.0340(T－RT NDT 

(2))} 

非 

照 

射 

材 

(注)6. 

Trs(T) 
母材 

(注)7. 

26.78＋27.65 

exp{0.0186(T－

Trs(T) )} 

32.70＋92.30 

exp{0.0302(T－

Trs(T) )} 

(注)6. 

Trs 溶接金属 

(注)7. 

26.78＋27.65 

exp{0.0186(T－Trs )} 

31.90＋46.60 

exp{0.0224(T－Trs )} 

(注)  

1. これらのパラメータが得られていない場合は，B-5000 に従って使用可

能なデータを用いてこの中のいずれかのパラメータ に変換して使用す

ること。 

2. KIc，KId，KIaの下限として定義される破壊靭性であり，破壊靭性評価に

おいて KIaとして使用することができる。 

3. T－RTNDT (1),T－RT NDT (2),T－Trsが－100℃以上であって，220MPa√m以

下の範囲で用いることができる。 

4. 平成 6年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55 年通商産業

省告示第 501 号を適用あるいはそれ以降の原子炉圧力容器に対して使用

できる。 

5. 平成 6年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭和 55 年通商

産業省告示第 501 号を適用した原子炉圧力容器に対して使用できる。 

6. RT NDT (1)あるいは RT NDT (2)が得られていない材料に対して使用でき

 

(*1) これらのパラメータが得られていない場合は，Ｅ-5000 に従って使用

可能なデータを用いてこの中のいずれかのパラメータ に変換して使用

すること。 

(*2) KIc，KId，KIa の下限として定義される破壊靭性値であり，破壊靭性

評価において KIa として使用することができる。 

(*3) T－RTNDT(1),T－RTNDT(2),T－vTrs が－100℃以上であって，220 MPa

√m 以下の範囲で用いることができる。 

(*4) 平成６年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55 年通商産

業省告示第 501 号を適用したプラントに対して使用。 

 

(*5) 平成６年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭和 55 年通

商産業省告示第 501 号を適用したプラントに対して使用。 

RTNDT(2) 

溶接金
属 

32.60＋32.12 

exp[0.0340(T－
RTNDT(2))] 

 

非 
照 
射 
材 

(*6) 

vTrs(T) 母材 

26.78+27.65 

exp[0.0186(T－

vTrs(T))] 

32.70＋92.30 

exp[0.0302(T－

vTrs(T))] 

 

(*6) 

vTrs 溶接金
属 

26.78+27.65 

exp[0.0186(T－vTrs)] 

31.90＋46.60 

exp[0.0224(T－vTrs)] 
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る。 

7. 厚さが 255mm 以下の材料に対して使用できる。厚さが 255mm を超える

場合の KIcは RF-4121 の(4)式を使用すること。 

 

(*6) RTNDT(1)あるいは RTNDT(2)が得られていない材料に対して使用でき

る。 

B-4100  RTNDT (1)を用いた場合の評価方法 

RTNDT (1)を用いた場合，KIR及び KIcは次の(1)式から(3)式で評価すること

ができる。 

KIR =29.46＋15.16 exp{0.0274(T－RTNDT (1))} [母材, 溶接金属]  ········ (1) 

KIc =33.46＋65.29 exp{0.0332(T－RTNDT (1))} [母材]  ················· (2) 

KIc =32.55＋32.64 exp{0.0378(T－RTNDT (1))} [溶接金属]  ············· (3) 

ここで，(1)式～(3)式は T－RTNDT (1)が－100℃以上であって，220MPa√m

以下の範囲で用いることができる。また，厚さが 255mm 以下の材料に対し

て使用することができる。 

本評価方法は平成 6年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55

年通商産業省告示第 501 号を適用あるいはそれ以降の原子炉圧力容器に対

して使用する。 

E-4100 １パス法により求められた RTNDT(1)を用いた場合の評価方法 

１パス法により求められた RTNDT(1)を用いた場合，KIR 及び KIc は次の

(1)式から(3)式で評価することができる。 

KIR =29.46＋15.16 exp[0.0274(T－RTNDT(1) )] [母材,溶接金属]      (1) 

KIc =33.46＋65.29 exp[0.0332(T－RTNDT(1))][母材]           (2) 

KIc =32.55＋32.64 exp[0.0378(T－RTNDT(1))]  [溶接金属]       (3) 

ここで，Tは温度(℃)。また，T－RTNDT(1)が-100℃以上であって， 220 

MPa√m 以下の範囲で用いることができる。 

 

本評価方法は平成６年通商産業省告示第 446号により改正された昭和 55

年通商産業省告示第 501 号を適用あるいはそれ以降のプラントに対して使

用する。 

B-4200 RTNDT (2)を用いた場合の評価方法 

RTNDT (2)を用いた場合，KIR及び KIcは(4)式から(6)式で評価することが

できる。 

KIR =29.43 + 1.344 exp{0.0261(T －RTNDT (2) +88.9)} [母材,溶接金属]  (4) 

E-4200 ２パス法により求められた RTNDT(2)を用いた場合の評価方法 

２パス法により求められた RTNDT(2)を用いた場合，KIR 及び KIc は次の

(4)式から(6)式で評価することができる。 

KIR =29.43 + 1.344 exp[0.0261(T －RTNDT(2) +88.9)] [母材,溶接金属] (4) 
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KIc =32.91 + 43.40 exp{0.0343(T －RTNDT (2))} [母材]          (5) 

KIc =32.60 + 32.12 exp{0.0340(T －RTNDT (2))} [溶接金属]        (6) 

ここで，(4)式～(6)式は T－RTNDT (2)が－100℃以上であって，220MPa√m

以下の範囲で用いることができる。また，RTNDT (2)の代わりに RTNDT (1)を

用いてもよい。ここで，厚さが 255mm を超える材料に対しては KIcは RF-

4121 の(4)式を用いること。 

本評価方法は平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭

和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用した原子炉圧力容器に対して使用

する。 

KIc =32.91 + 43.40 exp[0.0343(T －RTNDT(2))] [母材]        (5) 

KIc =32.60 + 32.12 exp[0.0340(T －RTNDT(2))]  [溶接金属]      (6) 

ここで，Tは温度(℃)。また，T －RTNDT(2)が-100℃以上であって，220 

MPa√m 以下の範囲で用いることができる。 

 

本評価方法は平成６年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭

和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用したプラントに対して使用する。 

B-4300 Trsを用いた場合の評価方法 

Trs（母材は Trs(T) ）を用いた場合，KIR及び KIcは(7)式から(9)式で評価

することができる。 

KIR =26.78+27.65 exp{0.0186(T－Trs )} [母材,溶接金属]  ······· (7) 

KIc =32.70＋92.30 exp{0.0302(T－Trs(T) )} [母材]  ············ (8) 

KIc =31.90＋46.60 exp{0.0224(T－Trs )} [溶接金属]  ··········· (9) 

ここで，(7)式～(9)式は T－Trsが－100℃以上であって，220MPa√m以下の

範囲で用いることができる。 

本評価方法は，RTNDT (1) あるいは RTNDT (2) が得られていない材料に対

して使用できる。ただし，照射材及び厚さが 255mm を超える材料には適用

できない。 

E-4300 vTrs を用いた場合の評価方法 

vTrs（母材は vTrs(T)）を用いた場合，KIR 及び KIc は次の(7)式から(9)

式で評価することができる。 

KIR =26.78+27.65 exp[0.0186(T－vTrs )][母材,溶接金属] (7) 

KIc =32.70＋92.30 exp[0.0302(T－vTrs(T) )] [母材]   (8) 

KIc =31.90＋46.60 exp[0.0224(T－vTrs)][溶接金属]      (9) 

ここで，Tは温度(℃)。また，T－vTrs が-100℃以上であって， 220 MPa

√m 以下の範囲で用いることができる。 

本評価方法は，RTNDT(1) あるいは RTNDT(2) が得られていない材料に対

して使用できる。ただし，照射材に対しては適用できない。 

（なお書き以降は E-4000 側に移行） 
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添付資料－２ 変更点一覧 

日本電気協会 破壊靭性確認試験方法 2016 における破壊靭性確認試験方法 2007 からの変更点一覧 

 

変更点の分類： 

① 記載の適正化のための変更（用語の統一、表現の明確化、題目の修正、条項番号の変更、単位換算の見直し、記号の変更） 

② 引用されている規格の引用年版等の変更（年版改正の反映、新たな規格の反映） 

③ 国内外の知見の反映等（国内外における試験研究成果の反映等） 

④ 技術評価対象外 

No. 規定番号 変更内容 分類 

RF-3000 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

1 RF-3000 原子炉

圧力容器に対す

る供用期間中の

破壊靭性の要求 

・中性子照射脆化の影響につい評価された照射効果を考慮する旨明記 

・年版改正反映（2007 年版は JEAC4201-2007、2016 年版は年版の記載を削除したが「RF-1200 参照規格」(1)に

おいて JEAC4201-2007（2010 年追補版及び 2013 年追補版を含む）と規定） 

・表現の見直し 

「FB-4000 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

供用期間中に中性子照射脆化の影響を受ける原子炉圧力容器の炉心領域材料は，電気技術規程 JEAC4201-2007

「原子炉構造材の監視試験方法」に従って監視し，FB-4100 及び FB-4200 の制限並びに要求を満足すること。」 

→「RF-3000 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

供用期間中の原子炉圧力容器は RF-4000 及び RF-5000 の制限並びに要求を満足すること。また，供用期間中に中

性子照射の影響を受ける原子炉圧力容器の炉心領域材料は，JEAC 4201 に従って監視し，評価された照射効果を

考慮すること。」 

① 

② 

 

① 

RF-4000 非延性破壊防止に対する健全性評価方法 

2 RF-4000 非延性

破壊防止に対

する健全性評

価方法 

・「A-3200 供用期間中の容器材料の破壊靭性の要求」のうち、原子炉圧力容器以外の容器について規定した

以下の規定を削除 

A-3210 供用状態 A及び Bの評価方法 

A-3211 適用範囲 

A-3212 材料の破壊靭性 

④ 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

A-3213 最大仮想欠陥 

A-3214 応力拡大係数の計算方法 

A-3215 許容基準 

「附属書Ａ 非延性破壊防止のための解析法」 

→本文「RF-4000 非延性破壊防止に対する健全性評価方法」 

3 RF-4100 耐圧・

漏えい試験並

びに供用状態 A

及びBに対する

健 全 性 評 価

(RF-4110 原子

炉圧力容器に

対する圧力・温

度要求) 

・題目を変更 

「FB-4100 原子炉圧力容器に対する供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運転条件の制限」 

→RF-4100 耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A及び Bに対する健全性評価（RF-4110 原子炉圧力容器に対す

る圧力・温度要求） 

① 

4 RF-4110 原子炉

圧力容器に対

する圧力・温度

要求(1) 

・耐圧・漏えい試験並びに供用状態Ａ及びＢの圧力・温度要求から「燃料の装荷の有無及び炉心が臨界か否

か」を削除 

・各供用状態に対する圧力・温度制限と最低温度要求を「及び」から「又は」に変更し、炉心領域は圧力・

温度制限要求のみに変更 

FB-4100(1)「原子炉圧力容器の耐圧・漏えい試験及び供用状態Ａ及びＢ（耐圧・漏えい試験を除く）の圧力・

温度制限及び最低温度要求は RTNDT，供用状態，負荷される圧力の程度，燃料の装荷の有無及び炉心が臨界

か否かにより異なる。各供用状態に対する圧力・温度制限及び耐圧・漏えい試験の最低温度要求は表-FB-

4100-1 を満足すること。」 

→RF-4110(1)「原子炉圧力容器の耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A 及び B（耐圧・漏えい試験を除く）に対

する圧力・温度制限及び最低温度要求はRTNDT，供用状態及び負荷される圧力の程度 により異なる。表-RF-4110-

1 に示す各供用状態に対して圧力・温度制限の要求又は最低温度要求のいずれかを満足すること。ただし，炉心

領域については，圧力・温度制限の要求を満足すること。」 

③ 

 

③ 

5 表-RF-4110-1 

(表-FB-4100-1) 

・耐圧・漏えい試験時の供用状態として燃料装荷前に係る規定を削除 

・非延性破壊防止のための圧力・温度制限の評価方法から規定以外の「同等の方法」を削除 

① 

③ 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

「附属書Ａあるいは同等の方法により求まる圧力・温度制限」→「RF-4120 により求まる圧力・温度制限」 

6 RF-4110 原子炉

圧力容器に対す

る圧力・温度要

求(2) 

・中性子照射の影響を考慮する部位を「最大仮想欠陥のき裂先端」から「最大仮想欠陥最深部」に変更 

「FB-4100(2)原子炉圧力容器は，炉心領域材料（板，鍛造品，溶接部）の監視試験結果を含む中性子照射の影響

を考慮して，供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運転条件の制限を設けること。中性子照射の影響は，附属書 A

に記載の最大仮想欠陥のき裂先端における照射条件で評価すること。この際，すべての炉心領域材料の中で最も

高くなる RTNDT 調整値を用いること。」 

→RF-4110(1)「原子炉圧力容器は，炉心領域材料（圧延材，鍛鋼品，溶接金属）の監視試験結果を含む中性子照

射の影響を考慮して，供用期間中の耐圧・漏えい試験及び運転条件の制限を設けること。中性子照射の影響は，

RF-4120 に規定する最大仮想欠陥最深部における照射条件で評価すること。この際，すべての炉心領域材料の

中で最も高くなる RTNDT 調整値を用いること。」 

③ 

7 RF-4120圧力・温

度制限の評価方

法 

・題目を変更 

「A-3220 原子炉圧力容器の供用状態 A及び Bの評価方法」→「RF-4120 圧力・温度制限の評価方法」 

・「A-3221 適用範囲」を削除 

「A-3221 適用範囲 

 A-3220 は，以下に適用することができる。 

 (1) 原子炉圧力容器」 

① 

 

① 

8 RF-4121 材料の

破壊靭性(1) 

・表現の見直し 

「A-3222(1) 室温での規定最小降伏点が 345 N/mm2 以下のフェライト系耐圧部材料の静的破壊靭性 KIc を，

RTNDT を基準にした温度の関数として(7)式に示す。 

中略（図番号及び式番号を除いて同じ） 

(7)式より高い KIc が確認される場合は，(7)式によらず，確認されたより高い KIc を評価に用いてもよい。」 

→「RF-4121(1) 常温最小降伏点が 345MPa 以下のフェライト系耐圧部材料の静的平面ひずみ破壊靭性 KIcを，

RTNDTを基準にした温度の関数として(4)式に示す。 

中略（式番号を除いて同じ） 

RF-2400(1)に基づき，KIcが(4)式より高いことが確認された場合は，(4)式によらず，確認されたより高い KIc
を評価に用いてもよい。 

① 

9 RF-4121 材料の

破壊靭性(2) 

・用語の見直し 

「A-3222(2) 室温での規定最小降伏点が 345 N/mm2 を超え，620 N/mm2 以下の材料の場合は，少なくとも異

① 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

なる 3 種類の溶解材について静的破壊靭性試験を行い，得られた破壊靭性が(7)式の値以上であれば，(7)式を用

いることができる。」 

→「RF-4121(2) 常温最小降伏点が 345MPa を超え，620MPa 以下の材料の場合は，少なくとも異なる 3 種類の溶

解の鋼について RF-2400(1)に従って静的平面ひずみ破壊靭性試験を行い，得られた静的平面ひずみ破壊靭性が

(4)式の値以上であれば，(4)式を用いることができる。」 

10 RF-4121 材料の

破壊靭性(3) 

・静的平面ひずみ破壊靭性と関連温度の相関式について、常温最小降伏点が 620MPa を超える材料についての使

用制限規定を追加 

「(3)常温最小降伏点が 620MPa を超える材料については，(4)式は適用できない。」 

③ 

11 RF-4121 材料の

破壊靭性(4) 

・編集上の見直し 

「A-3222(3) RTNDT が求められていない場合は附属書 Eを用いて RTNDT を設定してもよい。」 

→「RF-4121(4) RTNDTが求められていない場合は附属書 Bを用いて RTNDTを設定してもよい。」 

① 

12 RF-4122 最大仮

想欠陥 

・「最大応力」を「最大主応力方向」に見直し 

・最大仮想欠陥はその寸法を保証できることを条件により小さな欠陥の採用を許容するただし書を追加 

「A-3223 最大仮想欠陥は最大応力に垂直な鋭い半楕円形の表面欠陥とする。最大仮想欠陥寸法は(1)から(4)と

する。」 

→「RF-4122 最大仮想欠陥は最大主応力方向に垂直な鋭い半楕円形の表面欠陥とする。最大仮想欠陥寸法は(1)

から(4)とする。ただし，より小さな最大仮想欠陥を保証できる場合は，より小さな欠陥を最大仮想欠陥として

用いてもよい。」 

① 

③ 

13 RF-4122 最大仮

想欠陥(1)～(4) 

・ノズル内面コーナ部の仮想欠陥寸法を胴部の仮想欠陥寸法の 1/4 に変更 

・表現の適正化 

「A-3223(1) 60 mm ≦ t ＜ 100 mm 

仮想欠陥深さは 25 mm，長さは 150 mm とする。 

(2) 100 mm ≦ t ≦ 300 mm 

仮想欠陥深さは 0.25t ，長さは 1.5t とする。 

(3) t ＞ 300 mm 

仮想欠陥深さは 75 mm，長さは 450 mm とする。 

(4) ノズル内面コーナ部 

仮想欠陥深さは(1)～(3)による。（tは胴部の母材の板厚）」 

→「RF-4122(1) 60mm ≦ t ＜ 100mm の胴部 

③ 

① 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

最大仮想欠陥深さは 25mm，長さは 150mm とする。 

(2) 100mm ≦ t ≦ 300mm の胴部 

最大仮想欠陥深さは 0.25t ，長さは 1.5t とする。 

(3) t ＞ 300mm の胴部 

最大仮想欠陥深さは 75mm，長さは 450mm とする。 

(4) ノズル内面コーナ部 

最大仮想欠陥深さ及び長さは tに応じて(1)～(3)の寸法の 1/4 とする。」 

14 RF-4123 応力拡

大係数の計算方

法 

・編集上の見直し 

「A-3224 応力拡大係数は附属書 Fの方法を用いて計算する。」 

→「RF-4123 応力拡大係数は附属書 Cの方法を用いて計算する。」 

① 

15 RF-4124 許容基

準 

・供用状態 A、B及び耐圧・漏えい試験時の最低温度要求規定を許容基準から削除 

・用語及び編集上の見直し 

「A-3225 供用状態 A及び B（耐圧・漏えい試験を除く）の圧力・温度制限の要求は，(8)式を満足しなければな

らない。 

KI ＝2 KIp + KIq ＜KIc                   (8) 

耐圧・漏えい試験の圧力・温度制限の要求は，(9)式を満足しなければならない。 

KI ＝1.5 KIp + KIq ＜KIc                      (9) 

(1)これらの評価に際しては，ボルト締めによる応力は一次応力とする。 

(2)これらの評価の他，表 FB-4100-1 に示す最低温度要求についても満足しなければならない。 

(3)厚さが 65mm 以下で，最低使用温度が RTNDT + 33℃以上のノズル等に対しては評価を行わなくてよい。」 

→「供用状態 A及び B（耐圧・漏えい試験を除く）の圧力・温度の制限として，(5)式を満足しなければならな

い。 

KI ＝2 KIp + KIq ＜KIc               (5) 

耐圧・漏えい試験の圧力・温度の制限として，(6)式を満足しなければならない。 

KI ＝1.5 KIp + KIq ＜KIc               (6) 

ここで， 

a.これらの評価に際しては，ボルト締めによる応力は一次応力とする。 

b.厚さが 65mm 以下で，最低使用温度が RTNDT +33℃以上のノズル等に対しては評価を行わなくてよい。」 

③ 

① 

16 RF-4200 供用状 ・原子炉圧力容器以外の容器についても規定した以下の規定を削除 ③ 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

態 C 及び D に対

する健全性評価 

「A-3230 供用状態 C及び Dの評価方法 

供用状態 C及び Dについて評価を行い，非延性破壊が防止されることを確認する。加圧水型原子炉圧力容器の炉

心領域部にあっては，附属書 Cを用いて評価してもよい。」 

→「（なし）」 

17 RF-4210 原子炉

圧力容器に対す

る破壊靭性の要

求 

・破壊靭性の要求内容に対する評価手順を「一般評価（破壊靭性遷移曲線のみ設定）と詳細評価（PTS 状態遷移

曲線と破壊靭性遷移曲線を設定）」から「一般評価（簡易の PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線を設定）と詳

細評価（PTS 状態遷移曲線と破壊靭性遷移曲線を設定）」に変更し全面見直し 

「FB-4200 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

(1)b. 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部の供用状態Ｃ及びＤにおける破壊靭性の妥当性は，供用期間中に

おける照射脆化の影響を考慮した破壊力学評価等（附属書 Cあるいは同等の方法）を用いて確認すること。」 

「附属書Ｃ 供用状態Ｃ、Ｄにおける加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する非延性破壊防止のための評

価法 

C-1000 適用範囲 

加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部の非延性破壊に対して供用状態Ｃ，Ｄで最も厳しい条件として PTS

（Pressurized Thermal Shock 加圧熱衝撃）事象（小破断冷却材喪失事故，主蒸気管破断事故等）があるが，こ

れに対する評価手法を示す。」 

→「RF-4210 原子炉圧力容器に対する破壊靭性の要求 

加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域材料は，供用状態 C 及び D に対して中性子照射の影響を考慮して以下の評

価を行い，許容基準を満足すること。 

(1) RF-4220 の一般評価を実施する。RF-4223 の許容基準を満足しない場合は，RF-4230 の詳細評価を実施する。 

(2) RF-4233 の許容基準を満足しない場合は，RF-4240 に示す是正措置を実施して，再度 RF-4220 の一般評価又

は RF-4230 の詳細評価を実施する。 

RF-4220 の一般評価の評価手順を図-RF-4210-1 に，RF-4230 の詳細評価の評価手順を図-RF-4210-2 に示す。」 

③ 

18 RF-4220 一般評

価（RF-4221 PTS

状態遷移曲線の

設定(1)） 

・一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定における運転条件を追加（配管破損防護設計による配管破損形態に

より設定した過渡は考慮せず、1次冷却材温度、圧力及び流量の過渡についての熱水力解析は、接液水の温度が

1次冷却材の通常運転温度から安全注入水の水温まで瞬時に変化し、圧力が事象発生直後に大気圧に変化すると

条件設定） 

「（規定なし）」 

→「RF-4221 PTS 状態遷移曲線の設定 

③ 
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(1) 評価対象事象 

評価対象事象の想定する温度過渡は，非常用炉心冷却系統の作動による安全注入を想定し，原子炉圧力容器炉心

領域の接液水の温度が 1次冷却材の通常運転温度から安全注入水の水温まで瞬時に変化する過渡とする。 

なお，想定する圧力過渡は事象発生直後に大気圧に変化するとしてもよい。」 

19 RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設

定(2)(3) 

・一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定における熱に関する解析条件を追加（応力解析にクラッドによる影

響を考慮する旨を明記（熱伝導解析におけるクラッドの考慮は明記なし）） 

「（規定なし）」 

→「(2) 熱伝達率の設定 

1 次冷却材と原子炉圧力容器クラッドとの間の熱伝達率は，上向きの自然対流と下向きの強制対流が共存する影

響を考慮した Jackson-Fewster 式で評価する。 

(3) 熱伝導解析及び応力解析 

(1)及び(2)で設定した接液水の温度及び熱伝達率の時間変化に基づいて，原子炉圧力容器炉心領域部の熱伝導解

析及び応力解析を行い，原子炉圧力容器の厚さ方向の温度分布及び最大仮想欠陥を含む面に垂直な方向の応力分

布の時間変化を求める。 

応力解析においては，クラッドと母材（又は溶接金属）の熱膨張差により生じる応力を考慮するとともに，母材

についてはクラッド溶接による残留応力，溶接金属についてはクラッド溶接及び継手溶接による残留応力を考慮

する。」 

③ 

20 RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設

定(4) 

・一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定における最大仮想欠陥の条件を追加（仮想欠陥の位置をクラッド下

とし、欠陥の方向を軸方向と明記、非破壊試験の結果から最大仮想欠陥寸法を保証できる場合にはより小さな最

大仮想欠陥を許容） 

「（規定なし）」 

→「(4) 最大仮想欠陥 

原子炉圧力容器炉心領域内面のクラッド下に深さ 10mm，長さ 60mm の半楕円欠陥を想定する。最大仮想欠陥の方

向は軸方向とする。原子炉圧力容器炉心領域に対する非破壊試験の結果，より小さな最大仮想欠陥を保証できる

場合は，より小さな欠陥を最大仮想欠陥として用いてもよい。」 

③ 

21 RF-4221 PTS 状

態遷移曲線の設

定(5) 

・一般評価において PTS 状態遷移曲線の設定手順を追加（応力拡大係数の計算式をクラッド下の欠陥モデルと

し、有限要素法による算出を許容、PTS 状態遷移曲線の設定方法を明記） 

「（規定なし）」 

→「(5) PTS 状態遷移曲線の設定 

③ 
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最大仮想欠陥を含む面に垂直な方向の応力分布に基づいて，附属書 C の C-5000 に従って(4)で設定した最大仮

想欠陥最深部での応力拡大係数 KIを算出する。(3)の応力解析を有限要素法で実施する場合には，最大仮想欠陥

をモデル化して最大仮想欠陥最深部での応力拡大係数 KIを有限要素法により算出してもよい。 

最大仮想欠陥最深部での温度及び応力拡大係数 KI の時間変化に基づき，横軸を最大仮想欠陥最深部の温度，縦

軸を KIとして，KIと温度の推移を示す PTS 状態遷移曲線を設定する。」 

22 RF-4222 破壊靭

性遷移曲線の設

定 

・中性子照射による破壊靭性低下量の推定方法の式を削除 

・国内全プラントの監視試験で得られた破壊靭性値（シャルピー衝撃試験）をもとにした KIcの式又は個別プラ

ントの KIcから破壊靭性遷移曲線を算出する方法を「マスターカーブ法（国際的に検討されている T0を用いた確

率式）」をもとに国内プラント用に策定した式又は「マスターカーブ法」をもとに、国内プラント用に策定した

Tr30を用いた式に見直し 

「C-3210 中性子照射による破壊靭性低下量の推定方法 

最大仮想欠陥最深部における中性子照射量の減衰評価は(7)式を用いる。 

f ＝ f0 ･exp(-0.24a/25.4）       (7) 

C-3220 破壊靭性遷移曲線の設定 

(1) 対象とする原子炉圧力容器の炉心領域材料について，評価時期における破壊靭性遷移曲線を設定する。 

(2) 対象とする原子炉圧力容器炉心領域材料の破壊靭性データ（照射前後の KIc 実測値等）を，附属書図 C-

3220-1 等に示すように温度軸に対して平行に移行させ，プラント評価時期における中性子照射による破壊靭性

低下量を予測し，これらのデータを下限包絡する(8)式を設定する。ただし，原子炉圧力容器の温度は 0℃未満

となることはないので，0℃以上の温度範囲の破壊靭性データを対象とすればよい。これが破壊靭性遷移曲線

となる。 

KIc = 20.16 + 129.9exp[0.0161(T - TP)]      (8) 

なお，破壊靭性（KIc）データの移行量（TKIc）は C-3230 及び C-3240 に示す手順で求める。 

C-3230 破壊靭牲（KIc）の実測値がある場合 

(1) 監視試験の回数が 1 回以下の場合 

(a) 未照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-1 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) + 2                    (9) 

(b) 照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-2 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) －RTNDT 計算値 (fｍ)+ 2 (10) 

③ 

③ 
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(2) 監視試験の回数が 2 回以上の場合 

(a) 未照射材のKIcデータ（附属書図C-3230-3参照） 

TKIc  
=RTNDT 計算値(fe) + MC +                           (11) 

(b) 照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-4 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) -RTNDT 計算値 (fｍ) +   (12) 

C-3240 破壊靭性（KIc）の実測値がない場合 

破壊靭性（KIc）の実測値がない場合は，その材料を代表する KIc 曲線により破壊靭性遷移曲線を設定する。 

例えば，附属書 A の A-3222 に与えられた KIc 曲線を用いる場合，下記に示す手順でプラント評価時期の

RTNDT を求めて破壊靭性遷移曲線を設定することができる。 

RTNDT = 初期 RTNDT + RTNDT 計算値(fe)+ 2           (13)」 

→「RF-4222 破壊靭性遷移曲線の設定 

原子炉圧力容器の炉心領域材料について，中性子照射の影響を考慮し，評価時期における破壊靭性遷移曲線を

設定する。 

(1) Tr 30に基づく破壊靭性遷移曲線の設定 

以下の式により評価時期における破壊靭性遷移曲線を設定する。 

KJc = 25.2 + 36.6 exp[0.019{T－(Tr 30+ΔTt )}]         (8) 

Tr 30 = Tr 30初期値+ΔRTNDT 計算値+MC +Mp               (9) 

ここで，ΔTtは母材(圧延材)で－15℃，母材(鍛鋼品)で 8℃，溶接金属で 14℃，Mpは 3℃とする。 

ΔRTNDT 計算値及び MCは，評価時期における最大仮想欠陥最深部の照射条件における値とし，JEAC 4201の附

属書 B により求める。ただし，2 個以上の監視試験による ΔRTNDT の実測値がない場合には，MCを 0 とする。 

(2) Toに基づく破壊靭性遷移曲線の設定 

JEAC 4216に準拠した Toが取得されている場合には，以下の式により破壊靭性遷移曲線を設定してもよい。複

数の照射条件について Toが取得されている場合には，高い照射量の Toを使用すること。 

KJc = 25.2 + 36.6 exp[0.019{T – (To +ΔRTNDT 計算値(d) + Mk )}]         (10) 

ΔRTNDT 計算値(d) = ΔRTNDT 計算値(e) –ΔRTNDT 計算値(m)             (11) 

Mk = 1.65×{(σM 2＋σTo 2＋σ 2)1/2－σM }                               (12) 

ここで，(10)式の{ ΔRTNDT 計算値(d) + Mk }は Toに基づく破壊靭性遷移曲線の中性子照射による温度移行量で

あり，この温度移行量の求め方を図-RF-4222-1～図-RF-4222-3 に示す。また，σM は 24℃，σは 9.5℃，σToは
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(2)式に従って求める。(2)式の KJc(med) は，JEAC 4216の単一試験温度法の場合，JEAC 4216の MCT-5123 で算

出される値とし，複数試験温度法による場合，(3)式により等価なKJc(med) 
 eq

を算出すること。 

To決定に使用した試験片が受けた照射量以下の照射量に対して評価する場合には，ΔRTNDT計算値(d) 及び σ

は 0 としてもよい。」 

23 RF-4223 許容基

準 

・一般評価の方法をプラント評価時期の「破壊靭性遷移曲線（KIc）を KIc 評価式と比較する方式」から「PTS 状

態遷移曲線(KI )を破壊靭性遷移曲線(KJc )と比較する方式」に見直し 

「C-4000 加圧水型原子炉圧力容器の炉心領域部に対する一般評価 

プラント個別の詳細評価の代わりに，以下の一般評価により評価することができる。 

評価する加圧水型原子炉圧力容器炉心領域材料の照射前，照射後における実測 KIc 値又は KIc 曲線を，プラン

ト評価時期での原子炉圧力容器内表面の中性子照射量を受けた状態まで附属書図 C-3220-1 等に示すように温

度軸に対して平行に移行させて，下記の KIc 評価式を満足することを確認する。 

（プラント評価時期の KIc） ＞ 20.16 + 129.9exp〔0.0161（T － 125）〕  (15) 

ただし，原子炉圧力容器の温度は 0℃未満となることはないので，0℃以上の温度範囲に対して評価する。 

破壊靭性（KIc）データの移行量（TKIc 
）は，C-3230 に示す手順で求める。 

なお，破壊靭性（KIc）の実測値がない場合は，C-3240 に示す手順で破壊靭性遷移曲線を設定し，KIc 評価式と

比較する。」 

→「RF-4223 許容基準 

最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線(KI )及び評価時期の最大仮想欠陥最深部の照射条件に対応する

破壊靭性遷移曲線(KJc )を比較し，両者が交差しなければ(KJc ＞KI )，評価時期までの供用が許容される。両者が

交差する場合には，RF-4230 に示す詳細評価を行わなければならない。」 

③ 

24 RF-4230 詳細評

価 

RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(1) 

・詳細評価を行う選定対象を「温度低下が大きい事象又は温度低下とともに圧力が高く維持される事象」と明記

し表現を見直し 

「C-3100 PTS 状態遷移曲線の設定 

C-3110 評価事象の熱水力解析 

(1) 評価対象プラントについて、供用状態 C，Dの過渡事象から PTS 事象を選定する。ここで，PTS 事象の選定

にあたり，配管破損防護設計により破断前漏えい（LBB）概念の適用が認められているプラントにおいては，破

断前漏えい概念に基づく配管破損形態により設定した過渡とすることができる。 

PTS 事象として具体的な事象が特定されない場合は，主蒸気管破断事故，小破断冷却材喪失事故（小破断 LOCA）

③ 
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及び大破断冷却材喪失事故（大破断 LOCA）を対象とする。 

選定された PTS 事象に対して、原子炉圧力容器の炉心領域部での 1次冷却材温度，圧力及び流量の過渡について

熱水力解析を行う。」 

→「(1) 評価対象事象の熱水力解析 

供用状態 C及び Dのうち，温度低下が大きい事象又は温度低下とともに圧力が高く維持される事象として，大破

断冷却材喪失事故，小破断冷却材喪失事故及び主蒸 

気管破断事故を評価対象事象とする。 

ここで，配管破損防護設計により破断前漏えい(LBB)概念の適用が認められているプラントにおいては，LBB 概

念に基づく配管破損形態により設定した過渡を評価対象事象としてもよい。 

選定された事象に対して熱水力解析を行い，原子炉圧力容器の炉心領域部に流入する 1次冷却材温度，圧力及び

流量の時間変化を求める。」 

25 RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(2) 

・詳細評価において、1次冷却材ループ流が停止する事象について冷却材の部分混合を明記し、数値流体力学解

析及び試験等による結果の反映を許容 

「C-3110 評価事象の熱水力解析 

(2) １次冷却材温度は原子炉圧力容器炉心領域部近傍の温度で評価する必要がある。1 次冷却材ループ流が停

止する事象については，(1)及び(2)式により，冷却材の混合評価を行い原子炉圧力容器壁近傍の温度を評価す

る。（(1)及び(2)式は略）」 

→「(2) 冷却材の混合状態の考慮 

1 次冷却材ループ流が停止する事象については，以下の式により，冷却材の部分混合を考慮し，原子炉圧力容

器炉心領域部における接液水の温度の過渡変化を評価すること。（(13)及び(14)式は略） 

ただし，数値流体力学（CFD：Computational Fluid Dynamics）解析や試験等により 1 次冷却材の混合状態が

適切に把握されている場合には，それらの結果から設定した手法により評価してもよい。」 

③ 

26 RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(3)(4) 

・詳細評価において、RF-4221(2)(3)を引用することで応力解析にクラッドによる影響を考慮(再掲) 

「C-3120 PTS 状態遷移曲線の設定 

(2)応力解析のうち，熱応力については熱伝導解析により求めた原子炉圧力容器壁内の温度分布の時間変化に基

づいて設定するが，1次冷却材の温度変化から原子炉圧力容器の温度変化を解析する際，原子炉圧力容器近傍で

上向きの自然対流と下向きの強制対流が共存するケースの熱伝達率は，以下に示す Jackson-Fewster 式で評価す

る。」 

→「(3) 熱伝達率の設定 

③ 
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RF-4221(2)と同様に熱伝達率を設定する。 

(4) 熱伝導解析及び応力解析 

RF-4221(3)と同様に熱伝導解析及び応力解析を実施し，原子炉圧力容器の厚さ方向の温度分布及び最大仮想欠陥

を含む面に垂直な方向の応力分布の時間変化を求める」 

27 RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(5) 

・詳細評価において、仮想欠陥の位置を炉心領域内表面からクラッド下に変更し、欠陥の方向を母材に対して軸

方向，溶接金属に対して溶接線方向と明記 

・非破壊試験の結果から最大仮想欠陥寸法を保証できる場合にはより小さな最大仮想欠陥を許容(再掲) 

「C-3310 最大仮想欠陥 

原子炉圧力容器炉心領域内表面に深さ 10 mm，長さ 60 mm の軸方向の半楕円表面欠陥を想定する。」 

→「(5) 最大仮想欠陥 

原子炉圧力容器炉心領域内面のクラッド下に深さ 10mm，長さ 60mm の半楕円欠陥を想定する。最大仮想欠陥

の方向は，母材に対して軸方向，溶接金属に対して溶接線方向とする。原子炉圧力容器炉心領域に対する非破壊

試験の結果，より小さな最大仮想欠陥を保証できる場合は，より小さな欠陥を最大仮想欠陥として用いてもよ

い。 

③ 

 

③ 

28 RF-4231 PTS 状

態遷移曲線の設

定(6) 

・詳細評価において、応力拡大係数の計算式を表面欠陥からクラッド下の欠陥に変更し、有限要素法による算出

を許容(再掲) 

・PTS 状態遷移曲線の設定方法を明記(再掲) 

「C-3120 PTS 状態遷移曲線の設定 

(3) 応力解析により設定された原子炉圧力容器壁内の応力分布に基づいて最大仮想欠陥（深さ）最深部での応

力拡大係数を(4)式にしたがって算出する。また，(4)式の代わりに，附属書 F の F-3200 に示す式でも算出で

きる。（(4)～(6)式は略）」 

→「(6) PTS 状態遷移曲線の設定 

RF-4221(5)と同様に PTS 状態遷移曲線を設定する。」 

③ 

 

③ 

29 RF-4232 破壊靭

性遷移曲線の設

定 

・中性子照射による破壊靭性低下量の推定方法の式を削除(再掲) 

・国内全プラントの監視試験で得られた破壊靭性値（シャルピー衝撃試験）をもとにした KIcの式又は個別プラ

ントの KIcから破壊靭性遷移曲線を算出する方法を「マスターカーブ法（国際的に検討されている T0を用いた確

率式）」をもとに国内プラント用に策定した式又は「マスターカーブ法」をもとに、国内プラント用に策定した

Tr30を用いた式に見直し(再掲) 

「C-3210 中性子照射による破壊靭性低下量の推定方法 

③ 

③ 
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最大仮想欠陥最深部における中性子照射量の減衰評価は(7)式を用いる。 

f ＝ f0 ･exp(-0.24a/25.4）       (7) 

C-3220 破壊靭性遷移曲線の設定 

(1) 対象とする原子炉圧力容器の炉心領域材料について，評価時期における破壊靭性遷移曲線を設定する。 

(2) 対象とする原子炉圧力容器炉心領域材料の破壊靭性データ（照射前後の KIc 実測値等）を，附属書図 C-

3220-1 等に示すように温度軸に対して平行に移行させ，プラント評価時期における中性子照射による破壊靭性

低下量を予測し，これらのデータを下限包絡する(8)式を設定する。ただし，原子炉圧力容器の温度は 0℃未満

となることはないので，0℃以上の温度範囲の破壊靭性データを対象とすればよい。これが破壊靭性遷移曲線

となる。 

KIc = 20.16 + 129.9exp[0.0161(T - TP)]      (8) 

なお，破壊靭性（KIc）データの移行量（TKIc）は C-3230 及び C-3240 に示す手順で求める。 

C-3230 破壊靭牲（KIc）の実測値がある場合 

(1) 監視試験の回数が 1 回以下の場合 

(a) 未照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-1 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) + 2                    (9) 

(b) 照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-2 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) －RTNDT 計算値 (fｍ)+ 2 (10) 

(2) 監視試験の回数が 2 回以上の場合 

(a) 未照射材のKIcデータ（附属書図C-3230-3参照） 

TKIc  
=RTNDT 計算値(fe) + MC +                           (11) 

(b) 照射材の KIc データ（附属書図 C-3230-4 参照） 

TKIc  
= RTNDT 計算値(fe) -RTNDT 計算値 (fｍ) +   (12) 

C-3240 破壊靭性（KIc）の実測値がない場合 

破壊靭性（KIc）の実測値がない場合は，その材料を代表する KIc 曲線により破壊靭性遷移曲線を設定する。 

例えば，附属書 A の A-3222 に与えられた KIc 曲線を用いる場合，下記に示す手順でプラント評価時期の

RTNDT を求めて破壊靭性遷移曲線を設定することができる。 
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RTNDT = 初期 RTNDT + RTNDT 計算値(fe)+ 2           (13)」 

→「RF-4222 と同様に評価時期における破壊靭性遷移曲線を設定する。」 

30 RF-4233 許容基

準 

・PTS 状態遷移曲線(KI )と破壊靭性遷移曲線(KJc )が交差しないこと(KJc ＞KI )の他に、これを満足しない場合に

は冷却過程で応力拡大係数が単調減少している時間域を評価対象から除外できること及びそれでも満足しない

場合には容器の板厚内で亀裂の伝播が停止することを許容基準に追加 

「C-3320 健全性評価 

最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線及びプラント評価時期に対応する破壊靭性遷移曲線を最大仮想

欠陥最深部の温度で比較し，両者が交差しなければ PTS 事象に対して原子炉圧力容器の炉心領域部は健全である

ことが示される。 

上記 C-3100～C-3300 をまとめて評価フローとし，附属書図 C-3320-1 に示す。」 

→「RF-4233 許容基準 

以下の(1)，(2)，(3)のいずれかの許容基準を満足すれば，評価時期までの供用が許容される。 

(1) 非延性破壊発生に対する許容基準 

最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線(KI )と評価時期の最大仮想欠陥最深部の照射条件に対応する破

壊靭性遷移曲線(KJc )とを比較し，両者が交差しないこと(KJc ＞KI )。 

(2) 高温予荷重効果を考慮した非延性破壊発生に対する許容基準 

(1)の許容基準を満足しない場合には，冷却過程で応力拡大係数が単調減少している時間域(dKI /dt ＜0)を除外

した最大仮想欠陥最深部における PTS 状態遷移曲線(KI )と評価時期の最大仮想欠陥最深部の照射条件に対応す

る破壊靭性遷移曲線(KJc )とを比較し，両者が交差しないこと(KJc＞KI )。 

(3) 亀裂の板厚貫通有無に対する許容基準 

(2)の許容基準を満足しない場合，容器の板厚内で亀裂の伝播が停止すること。停止する場合には，その後の時

刻において(2)の許容基準に従う非延性破壊の発生及び発生した亀裂の伝播停止の有無も評価し，亀裂が容器の

板厚を貫通しないこと。ただし，亀裂の伝播が停止する位置が厚さの 75％を超える場合には容器の板厚を貫通

すると評価する。なお，亀裂は保守的に深さ一定の長い表面亀裂とみなして評価してもよい。 

KI が以下の条件を満たす亀裂深さで亀裂の伝播は停止すると判断される。 

KI ≦ KIa                     (15) 

ここで，KIaは板厚内での中性子照射量の減衰を考慮した亀裂先端位置における平面ひずみ亀裂伝播停止破壊靭

性であり，関連温度の種類(RTNDT (1)又は RTNDT (2))に応じて以下のいずれかの式により求める。なお，RTNDT

調整値は RF-2100 及び RF-2200 による。 

③ 
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（RTNDT (1)の場合）KIa=29.46+15.16exp{0.0274(T－RTNDT 調整値)}      (16) 

（RTNDT (2)の場合）KIa=29.43+1.344exp{0.0261(T－RTNDT 調整値+88.9)} (17) 

また，停止した亀裂に対して，残りの板厚を考慮して胴部に塑性崩壊が生じないことを次式により確認する。 

σf  ＞ √3 Pac ∙ (Rin + aa
*)/{2∙(t − aa

*)}         (18) 

ここで， 
*

aa ＝ [
aa {1－(1+2 2

ac /t 2)－0.5}]/{1－(
aa /t )(1+2 2

ac /t 2)－0.5}      (19) 

また，σfは未照射の値を用いる。未照射の値として，規格で定められる値を用いてもよい。 

RF-2100 関連温

度(RTNDT )  
 

・JEAC4216 あるいはそれに準じる方法で破壊靭性参照温度 Toが得られた場合には、破壊靭性参照温度 Toから求

められる RTToを RTNDT (1)又は RTNDT (2)に置き換えてもよいとする規定を追加 

・年版改正反映（当該部分の設計・建設規格に年版は記載ないが、2007 年版は「FA-1310 試験方法）(1)におい

て設計・建設規格（NC1-2005）と規定、2016 年版は「RF-1200 参照規格」(4)において設計・建設規格（NC1-2012

年版）第Ⅰ編軽水炉規格、JSME S NC1-2012(2013 年追補含む)と規定） 

「FA-2000 用語の定義 

(7) RTNDT：JSME 設計・建設規格の PVB-2333.1 の規定に従って，衝撃試験及び落重試験によって求められる関

連温度のことをいう。 

E-2000 記号 

RTNDT(1) ：１パス法による落重試験により求められた RTNDT（℃） 

RTNDT(2) ：２パス法による落重試験により求められた RTNDT（℃）」 

→「RF-2100 関連温度(RTNDT ) 
RTNDTとしては，JSME 設計・建設規格の PVB-2333.1，JEAC 4202，昭和 55 年通商産業省告示第 501 号（改正平成

6年 7月 21 日）の第 4条第 2項あるいはそれらに準じる方法による RTNDT (1)があり，これは 1パスビード法に

よる落重試験及び衝撃試験により求められる。また，昭和 55 年通商産業省告示第 501 号（制定昭和 55 年 10 月

30 日）の第 4 条第 2 項あるいはそれに準じる方法による RTNDT (2)があり，これは 2 パスビード法による落重試

験及び衝撃試験により求められる。 

ここで， JEAC 4216 あるいはそれに準じる方法で破壊靭性参照温度 Toが得られた場合において，RF-4120 に基

づき圧力・温度制限を設定する際には，次式で求めた RTToを RTNDT (1)又は RTNDT (2)に置き換えて用いてもよい。 

RTTo = To + CMC + 2σTo                  (1) 

 CMCを表-RF-2100-1 に示す。 

σToは，(2)式のとおりとする。 

③ 

 

② 
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σTo 

 
  rK

K

medJc

medJc 7.14

30

20

)(

)( 





                (2) 

 r は To決定の際の有効な試験片の個数である。 

KJc(med) は単一試験温度法による場合，JEAC 4216 の MCT-5123 で算出される 1T相当に換算した値である。複数試

験温度法による場合，(3)式により等価なKJc(med) 
  eq

を算出し，KJc(med) の代わりに用いる。 

   



r

i

oi
eq

medJc
TT

r
K

1
)(

019.0exp7030
1

       (3) 

表-RF-2100-1 各種破壊靭性曲線と CMC 

破壊靭性曲線 適用条項 CMC（℃） 

KIR曲線 附属書 B B-4200 (4)式 63 

KIc曲線 RF-4121 (4)式 30 
 

RF-2200 RTNDT 調
整値 

 

・表現の見直し 

・年版改正反映（2007 年版は JEAC4201-2007、2016 年版は「RF-1200 参照規格」(1)において JEAC4201-2007（2010

年追補版及び 2013 年追補版を含む）と規定） 

「FA-2000 用語の定義 

(9) RTNDT 調整値：照射前の RTNDT 初期値に照射による移行量ΔRTNDT を加えることによって照射効果を調整し

た関連温度を意味する。 

(8) ΔRTNDT：照射による関連温度の移行量を意味し，監視試験による実測又は JEAC4201-2007 の附属書 Bの B-

2000 に示す国内脆化予測法による予測によって求められる。監視試験による実測においては，衝撃試験の吸収

エネルギー41 J に対応する温度の移行量とする。ここで，移行量とは，照射前後の差を意味し，照射後の値から

照射前の値を引いた値とする。」 

→「RF-2200 RTNDT 調整値 

照射前の RTNDTに照射による関連温度の移行量ΔRTNDTを加えることによって照射効果を調整した関連温度のこと

である。ΔRTNDTは監視試験による実測又は JEAC 4201 の附属書 Bの B-2000 に示す国内脆化予測法による予測に

よって求める。監視試験による実測においては，衝撃試験の吸収エネルギー41J に対応する温度の移行量とする。

ここで，移行量とは，照射前後の差を意味し，照射後の値から照射前の値を引いた値とする。」 

① 

② 

31 RF-4240 是正措 ・新規追加 ④ 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

置 「RF-4240 是正措置 

RF-4220 の一般評価又は RF-4230 の詳細評価で許容基準を満足しなかった場合には，以下の(1)～(3)又は妥当と

確認されている方法により是正措置を行い，再度 RF-4220 の一般評価又は RF-4230 の詳細評価を行って，許容基

準を満足することを確認する。 

(1)原子炉圧力容器が受ける中性子束の低減による破壊靭性低下の緩和 

(2)焼なましによる原子炉圧力容器の破壊靭性の回復 

(3)安全注入水の温度上昇や流量の削減による原子炉圧力容器炉心領域部の温度低下及び応力上昇の緩和」 

32 － ・参考文献を削除 

「C-5000 参考文献 

 (1) C.B.Buchalet and W.H.Bamford, ASME 75-WA/PVP-3 

 (2) NUREG / CR-3319，HEDL TME 84-2，May，1984」 

→（記載なし） 

④ 

RF-5000 延性破壊防止に関する健全性評価方法 

33 RF-5100 原子炉

圧力容器に対す

る破壊靭性の要

求 

・表現の見直し 

「FB-4200 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

(1) 原子炉圧力容器の炉心領域材料（板，鍛造品，溶接部）の破壊靭性は，監視試験結果を含む中性子照射の影

響を考慮し，以下の要求を満足すること。この際，すべての炉心領域材料の中で最も制限される値を用いること。 

a. 照射を考慮に入れ，原子炉圧力容器の内表面から板厚の 1/4 位置における，主加工方向に直角な方向（Ｔ方

向）から採取した試験片の上部棚吸収エネルギーの予測値は，68J 以上であること。 

なお，試験片の長手軸の方向が主加工方向に平行な方向（Ｌ方向）から採取した試験片による値しかない場合は，

その 65%の値をＴ方向の値として評価する。」 

→「RF-5100 原子炉圧力容器に対する破壊靭性の要求 

原子炉圧力容器の炉心領域材料（圧延材，鍛鋼品，溶接金属）の上部棚吸収エネルギーは，監視試験結果を含む

中性子照射の影響を考慮した上で，原子炉圧力容器内面から厚さの 1/4 位置において 68J 以上であること。この

際，すべての炉心領域材料の中で最も低い値を用いること。 

なお，上部棚吸収エネルギーは試験片の長手方向が主加工方向に垂直な方向（Ｔ方向）から採取した試験片によ

る値とする。試験片の長手方向が主加工方向に平行な方向（Ｌ方向）から採取した試験片による値しかない場合

は，その 65%の値をＴ方向の値として用いる。」 

① 

34 RF-5200 上部棚 ・表現の見直し ① 
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吸収エネルギー

が 68J を下回る

場合の要求 

・要求を満足しない場合に是正措置による再評価規定を追加 

・年版改正反映（当該部分の維持規格に年版は記載ないが、2007 年版は「E-3000 破棄靭性評価の考え方」にお

いて維持規格（JSME NA1-2004）と規定、2016 年版は「RF-1200 参照規格」(5)において維持規格(JSME NA1-2012

（21013 年追補含む）)と規定 

「FB-4200 原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性の要求 

(2)FB-4200(1)a.の要求が満足されなくなると予測される場合でも，次の a.及び b.の要求が全て満足される限

り，原子炉圧力容器は運転を継続しても良い。 

a.炉心領域部の試験可能な全ての溶接継手の体積試験を実施し，有意な欠陥指示が認められないこと，あるい

は，体積試験で有意な欠陥指示があった場合には，JSME 維持規格の許容基準を満足していること。 

b.上部棚吸収エネルギーの低下を想定し、安全裕度を考慮した破壊力学的解析を実施し，附属書 Gの判定基準を

満足すること（附属書 G，解説-FB-4200-2）。この場合，a.で実施した体積検査で有意な欠陥指示があった場合に

は，最大仮想欠陥の設定に対し，その結果を考慮しなければならない。」 

→「RF-5200 上部棚吸収エネルギーが 68J を下回る場合の要求 

RF-5100 の要求が満足されなくなると予測される場合，次の(1)及び(2)の要求が満足される限り，評価時期まで

の供用が許容される。 

(1)炉心領域部の試験可能なすべての溶接継手の体積試験を実施し，有意な欠陥指示が認められないこと，又は，

体積試験で有意な欠陥指示があった場合には，JSME 維持規格の許容基準を満足していること。 

(2)上部棚吸収エネルギーの低下を想定し，RF-5210 の評価（又は同等の評価）を実施し，健全性を確認するこ

と。この場合，(1)で実施した体積試験で有意な欠陥指示があった場合には，最大仮想欠陥の設定に対し，その

結果を考慮しなければならない。RF-5210 の要求を満足しない場合は，RF-4240(1)又は(2)に示すような是正措

置を実施して，再度 RF-5210 の評価を実施する。」 

④ 

② 

35 － ・附属書 Gの下記を削除 

「G-1000 適用範囲 

G-2000 記号の定義」 

→（記載なし） 

④ 

36 RF-5211 上部棚

破壊靭性 

・項番号の見直し（規定文は変更なし） 

「G-3000 上部棚破壊靭性」 

→「RF-5211 上部棚破壊靭性」 

① 

37 RF-5211 上部棚 ・USE 調整値の予測場所を「最大仮想欠陥想定位置」から「最大仮想欠陥最深部位置」に変更 ③ 
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破壊靭性(1) ・原子炉構造材の監視試験方法を規定した「JEAC4201-2007」を「JEAC4201」（RF-1200 参照規格で JEAC4201-

2007/2010/2013）に変更 

・「シャルピー上部棚吸収エネルギー」及び「シャルピー衝撃試験片」から「シャルピー」を削除 

・表現の見直し 

「G-3100 シャルピー上部棚吸収エネルギー低下予測 

JEAC4201-2007 附属書 B の B-3000 の手法により，評価時期における最大仮想欠陥想定位置での USE 調整値を予

測する。ここで、母材の USE 調整値については，最大仮想欠陥が軸方向欠陥の場合は試験片の長手方向が周方向

と平行となるシャルピー衝撃試験片に対応する USE 調整値を，また周方向欠陥の場合は試験片の長手方向が軸方

向と平行となるシャルピー衝撃試験片に対応する USE 調整値を用いて評価する。」 

→「(1)上部棚吸収エネルギー低下予測 

JEAC 4201 の附属書 B の B-3000 の手法により，評価時期における最大仮想欠陥最深部位置での USE 調整値を予

測する。ここで，母材の USE 調整値としては，最大仮想欠陥が軸方向欠陥の場合は試験片の長手方向が周方向と

平行となる衝撃試験片に対応する USE 調整値を，また周方向欠陥の場合は試験片の長手方向が軸方向と平行とな

る衝撃試験片に対応する USE 調整値を用いる。」 

② 

 

① 

① 

38 RF-5211 上部棚

破壊靭性(2) 

・表現の見直し 

「G-3200 国内上部棚破壊靭性評価式 

USE 調整値から，上部棚破壊靭性 Jmat は次式で与えられる。 

（中略） 

(2)適用範囲を附属書表 G-3200-1 に示す。 

(略)」 

→「RF-5211 上部棚破壊靭性 

(2) 国内上部棚破壊靭性評価式 

 上部棚破壊靭性 Jmatは USE 調整値を用いて次式で与えられる。 

（中略） 

b. 適用範囲を表-RF-5211-1 に示す。 

（略）」 

① 

39 RF-5212 最大仮

想欠陥 

・表現の見直し 

「G-4000 最大仮想欠陥 

最大仮想欠陥は鋭い半楕円形の表面欠陥とする。最大仮想欠陥寸法及び方向は以下とする。 

① 
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No. 規定番号 変更内容 分類 

(1)最大仮想欠陥寸法 

a.供用状態 A及び B 

1)60 mm ≦ t ＜ 100 mm 

仮想欠陥深さは 25 mm，長さは 150 mm とする。 

2)100 mm ≦ t ≦ 300 mm  

仮想欠陥深さは 1/4t，長さは 1.5t とする。 

3)t ＞ 300 mm  

仮想欠陥深さは 75 mm，長さは 450 mm とする。 

b.供用状態 C及び D 

仮想欠陥深さは 10 mm，長さは 60 mm とする。 

(2)仮想欠陥の方向 

仮想欠陥の方向は以下のものを考える。 

(略)」 

→「RF-5212 最大仮想欠陥 

最大仮想欠陥は鋭い半楕円形の表面欠陥とし，原子炉圧力容器内面に設定する。最大仮想欠陥寸法及び方向は以

下とする。 

(1) 最大仮想欠陥寸法 

a. 供用状態 A及び B 

1)60mm ≦ t ＜ 100mm 

最大仮想欠陥深さは 25mm，長さは 150mm とする。 

2)100mm ≦ t ≦ 300mm  

最大仮想欠陥深さは 1/4t，長さは 1.5t とする。 

3)t ＞ 300mm  

最大仮想欠陥深さは 75mm，長さは 450mm とする。 

b. 供用状態 C及び D 

最大仮想欠陥深さは 10mm，長さは 60mm とする。 

(2) 最大仮想欠陥の方向 

最大仮想欠陥の方向は以下とする。 

(略)」 
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40 RF-5213 過渡条

件 

・表現の見直し 

「G-5000 過渡条件 

健全性評価に使用する圧力及び温度過渡は，供用状態 A, B, C および Dの過渡条件とする。 

評価対象とする過渡条件は G-6200 に示す一般評価を用いて Japp が最大となる過渡条件を対象としてよい。 

あるいは，安全側となる過渡条件を設定して，評価に用いてもよい。」 

→「RF-5213 過渡条件 

健全性評価に使用する圧力及び温度過渡（過渡条件）は，供用状態 A, B, C 及び Dの過渡条件とする。 

評価対象とする過渡条件は RF-5214(1)に示す一般評価方法を用いて Japp が最大となる過渡条件としてよい。あ

るいは，評価が保守側となる過渡条件を設定して，これを評価対象としてもよい。」 

① 

41 RF-5214 亀裂進

展力 

・表現の見直し 

「G-6000 き裂進展力 

き裂進展力 Japp については弾塑性解析を用いて評価する方法（詳細評価方法）あるいは弾性解析を用いて評価

する方法（一般評価方法）のいずれかにより評価する。」 

→「RF-5214 亀裂進展力 

亀裂進展力 Jappは弾性解析を用いる方法（一般評価方法）又は弾塑性解析を用いる方法（詳細評価方法）のいず

れかにより計算する。」 

① 

42 RF-5214 亀裂進

展力(1) 

・表現の見直し 

「G-6200 一般評価方法 

G-5000 で設定した過渡条件を用い，内圧及び熱応力を考慮して弾性解析を実施し，Japp を求める。ここで，

供用状態 A, B の延性き裂進展性評価及びき裂不安定性評価では，使用する内圧は過渡条件の内圧に対してそれ

ぞれ 1.15 倍，及び 1.25 倍の値を用いる。供用状態 C 及び D に対しては，いずれも 1.0 倍でよい。 

Japp は，弾性解析による応力分布から附属書 F の F-3200 を用いて応力拡大係数 KI を算出し，塑性域補正を

行い Japp に換算してよい。 

具体的には、次式により ae，KI’及び Japp を求めることができる。 
2

6

1000






















y

I
e

K
aa


 

I
e

I K
a

a
'K   

① 
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Japp =1000・(KI’)2/E' 

なお，附属書 H あるいは妥当性が確認されている他の評価式を使用してもよい。」 

→「RF-5214 亀裂進展力 

(1) 一般評価方法 

RF-5213 で設定した過渡条件における内圧及び熱応力を考慮して弾性解析を実施し，Jappを求める。ここで，

供用状態 A, B の延性亀裂進展性評価及び亀裂不安定性評価では，使用する内圧は過渡条件の内圧に対してそれ

ぞれ 1.15 倍，及び 1.25 倍の値を用いる。供用状態 C 及び D に対しては，いずれも 1.0 倍でよい。 

Jappは，弾性解析による応力分布から附属書 C の C-3200 を用いて応力拡大係数 KI を算出し，塑性域補正を行

い Jappに換算してよい。 

具体的には，次式により ae，KI’ 及び Jappを求めることができる。 

2

6

1000


















y

I

e

K


aa  ························································································  (23) 

KI’ I
e

K
a

a
 ····································································································  (24) 

Japp =1000・(KI’ )2/{E /(1－2)} ···········································································  (25) 

なお，附属書 D 又は妥当性が確認されている他の評価式を使用してもよい。」 

43 RF-5214 亀裂進

展力(2) 

・表現の見直し 

「G-6100 詳細評価方法 

G-5000 で設定した過渡条件を用い，内圧及び熱応力を考慮して，仮想欠陥に対する弾塑性解析を実施し，Japp
を直接求める。ここで，供用状態 A, B の延性き裂進展性評価及びき裂不安定性評価では，使用する内圧は過渡

条件の内圧に対してそれぞれ 1.15 倍，及び 1.25 倍の値を用いる。供用状態 C及び Dに対しては，いずれも 1.0

倍でよい。 

」 

→「RF-5214 亀裂進展力 

(2)詳細評価方法 

RF-5213 で設定した過渡条件における内圧及び熱応力を考慮して弾塑性解析を実施し，最大仮想欠陥に対する

Jappを直接求める。ここで，供用状態 A, B の延性亀裂進展性評価及び亀裂不安定性評価では，使用する内圧は過

① 
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渡条件の内圧に対してそれぞれ 1.15 倍，及び 1.25 倍の値を用いる。供用状態 C 及び D に対しては，いずれも

1.0 倍でよい。」 

44 RF-5215 健全性

評価 

・表現の見直し 

「G-7000 健全性評価（判定基準） 

供用状態 A, B, C 及び Dに対して，以下に示す判定基準に基づき，健全性を評価する。なお，材料の破壊靭性の

温度は供用状態 A, B, C あるいは Dの中で，安全側に最高となる温度を用いてもよい。」 

→「RF-5215 健全性評価 

供用状態 A, B, C 及び Dに対して，以下に示す許容基準に基づき，健全性を評価する。なお，破壊靭性を評価す

る材料の温度は供用状態 A, B, C 又は Dの中で，評価が保守側になるように最高となる温度を用いてもよい。」 

① 

45 RF-5215 健全性

評価(1) 

・表現の見直し 

「G-7100 供用状態 A, B 及び Cに対する判定基準 

供用状態 A, B 及び C に対しては以下の基準を満足すること。 

(1) 延性き裂進展性評価 

延性き裂が 2.5mm 進展したときの材料の破壊靭性 J2.5 が Japp より高いこと。 

（式は略） 

(2) き裂不安定性評価 

Japp と Jmat との交点において，Jmat の接線の傾きが Japp の接線の傾きより大きいこと。 

（式は略）」 

→「RF-5215 健全性評価 

(1) 供用状態 A, B 及び C に対する許容基準 

供用状態 A, B 及び C に対しては以下の許容基準を満足すること。 

a. 延性亀裂進展性評価 

延性亀裂が 2.5mm 進展したときの材料の破壊靭性 J2.5が Jappより高いこと。 

（式は略） 

b. 亀裂不安定性評価 

Jappと Jmat との交点において，Jmatの接線の傾きが Jappの接線の傾きより大きいこと。 

(式は略)」 

① 

46 RF-5215 健全性

評価(2) 

・塑性不安定破壊評価（塑性崩壊評価）における欠陥深さを「延性亀裂進展を考慮した値」から「Jmin と Jmat の

交点まで延性亀裂が進展し停止した時の亀裂深さ a*」に変更 

③ 
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・流動応力σfは未照射の値と追記 

・その他表現の見直し 

「G-7200 供用状態 Dに対する判定基準 

供用状態 D に対しては以下の基準を満足すること。 

(1)き裂不安定性評価 

Japp と Jmat との交点において，Jmat の接線の傾きが Japp の接線の傾きより大きいこと。 

(式は略) 

(2)欠陥深さ評価 

延性き裂成長を考慮した欠陥深さが容器母材板厚の 75%を超えないこと。 

af ≦ 0.75t           

(3)塑性不安定破壊評価 

次式により塑性不安定破壊を生じないことを確認すること。 

σf ＞ √3Pc･(Ri+ **

ea )／[2･(t－ **

ea )]    

ここで， 
**

ea =[ *

ea (1-{1+2c 2/t 2}－0.5)]／[1－( *

ea /t ){1+2c 2/t 2}－0.5]」 

→「RF-5215 健全性評価 

(2) 供用状態 D に対する許容基準 

供用状態 D に対しては以下の許容基準を満足すること。 

a. 亀裂不安定性評価 

Jappと Jmat との交点において，Jmatの接線の傾きが Jappの接線の傾きより大きいこと。 

(式は略) 

b. 亀裂深さ評価 

Jappと Jmat の交点まで延性亀裂が進展し停止した時の亀裂深さa* が胴部母材厚さ t の 75%を超えないこと。 

a* ≦ 0.75t    ···································································································  (29) 

c. 塑性崩壊評価 

Jappと Jmat の交点まで延性亀裂が進展し停止した時に，次式により塑性崩壊を生じないことを確認すること。 

σf  ＞ √3Pc∙(Rin+a
**) / {2∙(t − a**)}  ·······································································  (30) 

ここで， 

③ 

① 
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a** ＝ [a* {1－(1+2(c*)2/t 2)－0.5}]/{1－(a* /t )(1+2(c*)2/t 2)－0.5} ······································  (31) 

また，σfは未照射の値を用いる。未照射の値として，規格で定められる値を用いてもよい。」 

[附属書 B] 破壊靭性評価方法 

47 [附属書 B]破壊

靭性評価方法 

・編集上の見直し 

「[附属書 E]破壊靭性評価方法」 

→「附属書 B]破壊靭性評価方法」 

① 

48 B-1000適用範囲 ・記載の適正化 

「E-1000 適用範囲 

本付属書は，フェライト系耐圧部材(室温での規定最小降伏点が 345 N/mm2 以下)の破壊靭性評価方法を示す。」 

→「B-1000 適用範囲 

本附属書は，フェライト系耐圧部材(常温最小降伏点が 345MPa 以下)の破壊靭性評価方法を示す。」 

① 

49 B-3000破壊靭性

評価 

・本付属書で設定した破壊靭性値は JSME 発電用原子力設備規格 維持規格（JSME S NA1-2004）に対して適用可

能とする規定を削除 

・「原子炉圧力炉容器等」の「等」を削除 

・表現の見直し 

「E-5000 初期プラントに対する破壊靭性評価方法(第 2段落) 

なお，対象とする材料は，JIS SQV2A、SFVQ2A、SFVQ1A 及び Submerged Arc Welding による Mn-Mo-Ni 系の溶接

金属とそれらの ASME 及び ASTM 相当材（溶接金属含む）とする。」 

「E-3000 破壊靭性評価の考え方 

破壊力学評価に必要な破壊靭性値には参照破壊靭性値 KIR と静的平面ひずみ破壊靭性値 KIc がある。これらの

破壊靭性曲線は(社)火力原子力発電技術協会構造基準委員会 KIR 検討会で検討され、破壊靭性のパラメータと

して RTNDT 及び vTrs を用いた KIR 曲線及び KIc 曲線が与えられている(1,2)。 

一方，昭和 55 年以前の告示第 501 号の破壊靭性要求は，落重試験あるいはシャルピー衝撃特性から NDTT

（無延性遷移温度）を求めることになっており，上記二つのパラメータ（RTNDT，vTrs）は要求されていな

いので，昭和 55 年 10 月 30 日までに原子炉設置許可を受けた初期の原子力発電所用原子炉圧力容器等（以下

「初期プラント」という）のうち，RTNDT 又は vTrs が得られていない場合に対する評価方法を本付属書で示

す(3)。 

ここで，本付属書で設定した破壊靭性値は附属書 A に適用可能である。また、JSME 発電用原子力設備規格 維

③ 

 

① 

① 
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持規格（JSME S NA1-2004）に対しても適用可能であるが，KIRは KIaとして読み替える。」 

→「B-3000 破壊靭性評価 

対象とする材料は，JIS SQV2A，SFVQ2A，SFVQ1A 及びサブマージアーク溶接による Mn-Mo-Ni 系の溶接

金属とそれらの ASME 及び ASTM 相当材（溶接金属含む）とする。RTNDT及び Trsを用いた KIR 曲線及び KIc

曲線を B-4000 に示す。 

一方，昭和 55 年 10 月 30 日までに原子炉設置許可を受けた初期の原子力発電所用原子炉圧力容器（以下「初

期原子炉圧力容器」という）のうち，RTNDT 又は Trsが得られていない場合に対する KIR 曲線及び KIc 曲線の評

価方法を B-5000 に示す。 

ここで，本附属書で設定した破壊靭性 KIc は RF-4120 の KIc として，また KIR は RF-4230 の KIa として適用し

てよい。」 

50 B-4000破壊靭性

適用式 

・常温最小降伏点が 345MPa を超え 620MPa 以下のフェライト系材料について衝撃試験の延性破面率が 50%を示す

遷移温度（Trs）を用いた評価式(7)～(9)が使用できる条件を追加 

・表現の見直し 

「E-4000 破壊靭性適用式 

適用できる破壊靭性曲線を附属書表 E-4000-1 に示す。具体的な評価方法を以下に示す。」 

「E-4300 vTrs を用いた場合の評価方法(末尾のなお書き) 

なお,室温での規定最小降伏点が 345 N/mm2 を超え，620 N/mm2 以下の材料の場合は，少なくとも 3 溶解につい

て，KIR(KIa)に対しては動的破壊靭性試験，KIc に対しては静的破壊靭性試験を行い，得られた破壊靭性が(1)

式から(3)式又は(4)式から(6)式を上回る場合は評価式として使用できる。」 

→「B-4000 破壊靭性適用式 

適用できる破壊靭性曲線を附属書表 B-4000-1 に示す。具体的な評価方法を以下に示す。 

なお,原子炉圧力容器の材料に常温最小降伏点が 345MPa を超え，620MPa 以下のフェライト系材料を用いる場合

は，少なくとも 3溶解について，KIR (KIa )に対しては動的破壊靭性試験，KIcに対しては RF-2400(1)又は(2)に従

って静的破壊靭性試験を行い，得られた破壊靭性が(1)式から(3)式，(4)式から(6)式又は(7)式から(9)式を上回

る場合は評価式として使用できる。」 

③ 

 

① 

51 附 属 書 表 B-

4000-1適用でき

る破壊靭性曲線 

・静的平面ひずみ破壊靭性 KIcに対して適用可能な厚さの制限を追加 

・表現の見直し 

「附属書表 E-4000-1 適用できる破壊靭性曲線 

(注)1.～3.(略) 

③ 

① 
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(注)4. 平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用したプラ

ントに対して使用。 

(注)5. 平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用した

プラントに対して使用できる。 

(注)6.(略)」 

→「附属書表 B-4000-1 適用できる破壊靭性曲線 

(注)1.～3.(略) 

(注)4. 平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用あるいは

それ以降の原子炉圧力容器に対して使用できる。 

(注)5. 平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用した

原子炉圧力容器に対して使用できる。 

(注)6.(略)  

(注)7. 厚さが 255mm 以下の材料に対して使用できる。厚さが 255mm を超える場合の KIcは RF-4121 の(4)式を使

用すること。」 

（補足：附属書表 B-4000-1 での(注)7.の適用範囲には、破壊靭性パラメータが RTNDT(2)による KⅠRを除く。） 

52 B-4100 RTNDT (1)
を用いた場合の

評価方法 

・材料の厚さ制限を追加 

・表現の見直し 

「E-4100 １パス法により求められた RTNDT(1)を用いた場合の評価方法 

１パス法により求められた RTNDT(1)を用いた場合，KIR 及び KIc は次の(1)式から(3)式で評価することがで

きる。 

（(1)～(3)式は略） 

ここで，T は温度(℃)。また，T－RTNDT(1)が-100℃以上であって， 220 MPa√m 以下の範囲で用いること

ができる。 

本評価方法は平成６年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用あ

るいはそれ以降のプラントに対して使用する。」 

→「B-4100  RTNDT (1)を用いた場合の評価方法 

RTNDT (1)を用いた場合，KIR 及び KIcは次の(1)式から(3)式で評価することができる。 

（(1)～(3)式は略） 

ここで，(1)式～(3)式は T－RTNDT (1)が－100℃以上であって，220MPa√m以下の範囲で用いることができ

③ 

① 
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る。また，厚さが 255mm 以下の材料に対して使用することができる。 

本評価方法は平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正された昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用ある

いはそれ以降の原子炉圧力容器に対して使用する。」 

53 B-4200 RTNDT (2)
を用いた場合の

評価方法 

・厚さが 255mm を超える材料の静的平面ひずみ破壊靭性 KIcの適用式を追加 

・表現の見直し 

「E-4200 ２パス法により求められた RTNDT(2)を用いた場合の評価方法 

２パス法により求められた RT
NDT

(2)を用いた場合，K
IR
及び KIc は次の(4)式から(6)式で評価することができ

る。 

（(4)～(6)式は略） 

ここで，T は温度(℃)。また，T －RT
NDT

(2)が-100℃以上であって，220 MPa√m 以下の範囲で用いることが

できる。 

本評価方法は平成６年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適

用したプラントに対して使用する。」 

→「B-4200 RTNDT (2)を用いた場合の評価方法 

RTNDT (2)を用いた場合，KIR 及び KIcは(4)式から(6)式で評価することができる。 

（(4)～(6)式は略） 

ここで，(4)式～(6)式は T－RTNDT (2)が－100℃以上であって，220MPa√m以下の範囲で用いることができ

る。また，RTNDT (2)の代わりに RTNDT (1)を用いてもよい。ここで，厚さが 255mm を超える材料に対しては

KIc は RF-4121 の(4)式を用いること。 

本評価方法は平成 6 年通商産業省告示第 446 号により改正される前の昭和 55 年通商産業省告示第 501 号を適用

した原子炉圧力容器に対して使用する。」 

③ 

① 

54 B-4300 Trs を用

いた場合の評価

方法 

・材料の厚さ制限を追加 

・表現の見直し 

「E-4300 vTrs を用いた場合の評価方法 

vTrs（母材は vTrs(T)）を用いた場合，KIR 及び KIc は次の(7)式から(9)式で評価することができる。 

（(7)～(9)式は略） 

ここで，T は温度(℃)。また，T－vTrs が-100℃以上であって， 220 MPa√m 以下の範囲で用いることができ

る。 

③ 

① 
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本評価方法は，RT
NDT

(1) あるいは RT
NDT

(2) が得られていない材料に対して使用できる。ただし，照射材に対

しては適用できない。（なお書きは略）」 

→「B-4300 Trsを用いた場合の評価方法 

Trs（母材は Trs(T) ）を用いた場合，KIR 及び KIc は(7)式から(9)式で評価することができる。 

（(7)～(9)式は略） 

ここで，(7)式～(9)式は T－Trs が－100℃以上であって，220MPa√m以下の範囲で用いることができる。 

本評価方法は，RTNDT (1) あるいは RTNDT (2) が得られていない材料に対して使用できる。ただし，照射材及

び厚さが 255mm を超える材料には適用できない。」 

55 B-5000初期原子

炉圧力容器に対

する破壊靭性評

価方法 

・表現の見直し 

「E-5000 初期プラントに対する破壊靭性評価方法 

RT
NDT

が得られていない初期プラントにおいては，得られている破壊靭性データに基づいて，以下に示す手法

により RT
NDT

(2)あるいは vTrs を設定すれば，E-4000 に基づいた破壊靭性評価を行うことができる。

RT
NDT

(2)又は vTrs の設定フローを附属書図 E-5000-1 に示す。 

（なお書きは略）」 

→「B-5000 初期原子炉圧力容器に対する破壊靭性評価方法 

RTNDT が得られていない初期原子炉圧力容器においては，以下に示す手法により RTNDT (2)あるいは Trs を設定

すれば，B-4000 に基づいた破壊靭性評価を行うことができる。RTNDT (2)又は Trs の設定フローを附属書図 B-

5000-1 に示す。」 

① 

56 附 属 書 図 B-

5000-1原子炉圧

力容器の破壊靭

性設定フロー 

・表現の見直し 

「附属書図 E-5000-1 初期プラントの破壊靭性設定フロー 

（図は略）」 

→「附属書図 B-5000-1 原子炉圧力容器の破壊靭性設定フロー 

（図は略）」…処理フローの流れについての正誤表あり 

① 

57 B-5110 TNDT の設

定(2) 

・表現の見直し 

「E-5110 TNDT の設定 

(2)落重試験データがない場合 

落重試験データがない場合でも，母材は-12℃，溶接金属は-45℃を T
NDT

(上限値)とすることができる。」 

→「B-5110 TNDT の設定 

① 
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(2)落重試験データがない場合 

落重試験データがない場合でも，母材は－12℃，溶接金属は－45℃を TNDTの上限値とすることができる。」 

58 B-5120 Tcv の設

定(1) 

・表現の見直し 

「E-5120 Ｔcv の設定 

(1)シャルピー遷移曲線がある場合 

以下にしたがって vTr50 と vTr35M（母材にあっては vTr50(T)，vTr35M(T)）を定義し，そのいずれか高い温

度を Tcv とする。但し，横膨出量が得られていない場合には，(10)式により vTr50 に基づいて vTr35M を定義

してもよい。 

（(10)式は略） 

a. vTr50 と vTr35M は，各試験温度での衝撃試験のデータの最低値に基づく下限の遷移曲線に基づいて定義す

る。 

b. 母材においてＬ方向のシャルピー遷移曲線しかない場合には，次の(11)式及び(12)式により vTr50(L), 

vTr35M(L) を vTr50(T), vTr35M(T) に変換する。 

（(11)式、(12)式は略）」 

→「B-5120 Tcvの設定 

(1)シャルピー遷移曲線がある場合 

以下に従って Tr 50と Tr 35M（母材にあっては Tr 50(T)，Tr 35M(T) ）を定義し，そのいずれか高い温度を Tcvと

する。ただし，横膨出量が得られていない場合には，(10)式により Tr 50に基づいて Tr 35M を定義してもよい。 

（(10)式は略） 

a. Tr 50と Tr 35M は，各試験温度での衝撃試験のデータの最低値に基づく下限の遷移曲線に基づいて定義する。 

b. 母材において衝撃試験片の長手方向が主圧延方向又は主鍛造方向に対して平行方向のシャルピー遷移曲線し

か存在しない場合には，(11)式及び(12)式により Tr 50(L)，Tr 35M(L) を Tr 50(T)，Tr 35M(T) に変換する。 

（(11)式、(12)式は略）」 

① 

59 B-5120 Tcv の設

定(2) 

・表現の見直し 

「E-5120 Ｔcv の設定 

(2)シャルピー遷移曲線がない場合 

単一温度でのシャルピー衝撃特性しか得られておらず，遷移曲線が定義できない場合にあっては，その試験温

度における吸収エネルギー及び横膨出量のデータの値がすべて 68 J 及び 0.90 mm 以上であれば，その試験温

① 
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度を vTr50 及び vTr35M として，(1)項により Tcv を設定することができる。 

なお，横膨出量が得られていない場合は(10)式を適用してもよい。 

また，母材の L 方向の場合は，(11)式及び(12)式にしたがって T 方向の値に変換する。 

68J 又は 0.90mm を下回るデータがある場合でも、すべての吸収エネルギーが 41J、横膨出量が 0.55mm を満

足する場合には、以下にしたがい、vTr50及び vTr35M を設定することができる。 

（(13)式、(14)式は略）」 

→「B-5120 Tcvの設定 

(2) シャルピー遷移曲線がない場合 

単一温度でのシャルピー衝撃特性しか得られておらず，遷移曲線が定義できない場合にあっては，その試験温

度における吸収エネルギー及び横膨出量のデータの値がすべて 68J 及び 0.90mm 以上であれば，その試験温度

を Tr 50及び Tr 35M として，(1)項により Tcvを設定することができる。 

なお，横膨出量が得られていない場合は(10)式を適用してもよい。 

また，母材の衝撃試験片の長手方向が主圧延方向又は主鍛造方向に対して平行方向の値しか存在しない場合

は，(11)式及び(12)式に従って Tr 50(T) 及び Tr 35M(T) の値に変換する。 

68J 又は 0.90mm を下回るデータがある場合でも，すべての吸収エネルギーが 41J 以上，横膨出量が 0.55mm

以上を満足する場合には，以下に従い，Tr 50及び Tr 35M を設定することができる。 

（(13)式、(14)式は略）」 

60 B-5130 RTNDT の
設定 

・表現の見直し 

「E-5130 RTNDT の設定 

母材，溶接金属とも，以下により RTNDT(2)を設定する。 

(1)E-5110 で得られた TNDT と E-5120 で得られた Tcv より 33℃低い温度のうち，いずれか高い方を

RTNDT(2)とする。 

(2)E-5130(1)の結果にかかわらず、母材のシャルピー遷移曲線が得られている場合にあっては，vTrs(T)が 20℃

より高ければ，E-5120(1)項で得られる Tcv より 33℃低い温度を RTNDT(2)とすることができる。」 

→「B-5130 RTNDTの設定 

母材，溶接金属とも，以下により RTNDT (2)を設定する。 

(1)B-5110 で得られた TNDT と B-5120 で得られた Tcvより 33℃低い温度のうち，いずれか高い方を RTNDT (2)

とする。 

① 
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(2)B-5130(1)の結果にかかわらず，母材のシャルピー遷移曲線が得られている場合にあっては，Trs(T) が 20℃

より高ければ，B-5120(1)項で得られる Tcvより 33℃低い温度を RTNDT (2)とすることができる。」 

61 B-5200 Trs を設

定する場合 

・表現の見直し 

「E-5200 vTrs を設定する場合 

単一温度での落重試験又は衝撃試験のデータしかなく E-5100 による RTNDT(2)の設定ができない場合でも，以

下に示す手法により単一温度での衝撃試験のデータにより，vTrs を設定して破壊靭性評価を行ってもよい。但

し，本項は照射材に対しては適用できない。」 

→「B-5200 Trsを設定する場合 

単一温度での落重試験又は衝撃試験のデータしかなく B-5100 による RTNDT (2)の設定ができない場合でも，以

下に示す手法により単一温度での衝撃試験のデータにより，Trs を設定して破壊靭性評価を行ってもよい。ただ

し，本項は照射材に対しては適用できない。」 

① 

62 B-5210 母材の

Trs(T)による評

価 

・表現の見直し 

「E-5210 母材の vTrs(T)による評価 

vE-12(T)あるいは vE+4(T)から，次の(15)式又は(16)式により vTrs(T)を設定して，(7)式及び(8)式による破壊

靭性評価を行うことができる。 

（(15)式、(16)式は略） 

なお，-12℃以下の単一温度又は+４℃以下の単一温度で試験が実施されている場合は，その試験温度での吸収

エネルギーを vE-12(T)又は vE+4(T)として用いてもよい。」 

→「B-5210 母材の Trs(T)による評価 

E-12(T) あるいは E+4(T) から，(15)式又は(16)式により Trs(T) を設定して，(7)式及び(8)式による破壊靭性評価

を行うことができる。 

（(15)式、(16)式は略） 

なお，－12℃以下の単一温度又は+4℃以下の単一温度で試験が実施されている場合は，その試験温度での吸収

エネルギーを E-12(T) 又は E+4(T) として用いてもよい。」 

① 

63 B-5220 母材の

Trs(L)による評

価 

・表現の見直し 

「E-5220 母材の vTrs(L)による評価 

vE-12(L)あるいは vE+4(L)から，次の(17)式又は(18)式により vTrs(L)を設定して，更に(19)式により T 方向の

① 
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値に変換した上で，(7)式及び(8)式による破壊靭性評価を行うことができる。 

（(17)式、(18)式及び(19)式は略） 

なお，-12℃以下の単一温度又は+4℃以下の単一温度で試験が実施されている場合は，その試験温度での吸収エ

ネルギーを vE-12(L)又は vE+4(L)として用いてもよい。」 

→「B-5220 母材の Trs(L)による評価 

E-12(L) あるいは E+4(L) から，(17)式又は(18)式により Trs(L) を設定して，更に(19)式により Trs(T) の値に変

換した上で，(7)式及び(8)式による破壊靭性評価を行うことができる。 

（(17)式、(18)式及び(19)式は略） 

なお，－12℃以下の単一温度又は+4℃以下の単一温度で試験が実施されている場合は，その試験温度での吸収エ

ネルギーを E-12(L) 又は E+4(L) として用いてもよい。 

」 

64 B-5230溶接金属

の Trs による評

価 

・表現の見直し 

「E-5230 溶接金属の vTrs による評価 

vE-12 あるいは vE+4 から，次の(20)式又は(21)式により vTrs を設定して，(7)式及び(9)式による破壊靭性評価

を行うことができる。 

（(20)式、(21)式は略） 

なお，-12℃以下の単一温度又は+4℃以下の単一温度で試験が実施されている場合は，その試験温度での吸収エ

ネルギーを vE-12 又は vE+4 として用いてもよい。 

また，いずれのデータも得られていない場合，vTrs 上限値として 10℃を用いてもよい。 

」 

→「B-5230 溶接金属の Trsによる評価 

E-12あるいは E+4から，(20)式又は(21)式により Trsを設定して，(7)式及び(9)式による破壊靭性評価を行うこと

ができる。 

（(20)式、(21)式は略） 

なお，－12℃以下の単一温度又は+4℃以下の単一温度で試験が実施されている場合は，その試験温度での吸収エ

ネルギーを E-12又は E+4として用いてもよい。 

また，いずれのデータも得られていない場合，Trsの上限値として 10℃を用いてもよい。 

」 

① 

65 － ・参考文献を削除 ④ 
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「E-6000 参考文献 

(1) Maekawa, O., Matsushita, A., Iida, M., Murakami, E., Iida, K., and Asada, Y., 1997, Establishment 

of a New KIR Curve Based on TNDT Obtained by the One Pass Procedure, ASME PVP - Vol. 353, pp. 353-358. 

(2) Sakai, M., Maekawa, O., Iida, M., and Tani, M., 1997, Applicability of Charpy Transition 

Temperature as Fracture Toughness Control Parameter, ASME PVP-Vol. 346, pp. 101-106. 

(3) Tomimatsu, M., Iida, M., Kanazawa, Y., Sakai, M., Kojima, N., Sumimoto, H., Takahashi, Y. and 

Kusuki, A.,"Fracture Toughness Prediction Methods for Nuclear Reactor Vessel Steels" 9th International 

Conference on Pressure Vessel Technology, 2000,  pp.101‐106.」 

→（記載なし） 

[附属書 D] 弾性解析による J積分 

66 附属書D 弾性解

析による J積分 

・編集上の見直し 

「附属書 H 弾性解析による J積分」 

→「附属書 D 弾性解析による J積分」 

① 

67 D-4000計算方法 ・表現の見直し 

「H-4000 計算方法 
2'

'
1000

E

K
J I

app   

」 

→「D-4000 計算方法 

E

K
J I

app

2'2 )1(
1000





」 

① 
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添付資料－３ 引用規格の変更に関する確認結果 

 

引用規格の変更に関する確認結果 

No. 関連規格の名称 規定番号 変更内容 確認結果 

1 JEAC4201-2007「原子炉構造材の監視

試験方法」 

（RF-1200(1)） 

RF-2200 

RF-3000 

RF-5211 

JEAC4201-2007 →JEAC4201 （ RF-

1200(1)において JEAC4201-2007(2010

年追補版及び 2013 年追補版を含む)と

規定） 

 

技術基準規則解釈別記－６に

引用 

2 JSME 設計・建設規格 （RF-1200(4)） 

RF-2100 

JSME 設計・建設規格(NC1-2005) → 

JSME 設計・建設規格（RF-1200(4)にお

いて JSME 設計・建設規格(2012 年

版)(第Ⅰ編軽水炉規格、JSME S NC1-

2012（2013 年追補含む）と規定) 

2012年版を技術基準規則解釈

別記－２に引用 

3 JSME 維持規格 （RF-1200(5)） 

RF-5200 

JSME 維持規格（JSME S NA1-2004）

→JSME 維持規格（RF-1200(5)において

JSME 維持規格（JSME S NA1-2012(2013

年追補含む)）と規定） 

2012 年版（201 年追補及び

2014 年追補を含む）を実用発

電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則の解

釈及び実用発電用原子炉及び

その附属施設における破壊を

引き起こす亀裂その他の欠陥

の解釈に引用 
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添付資料－４ Mini-C(T)のクリップゲージ取付け部の形状・寸法に関する解析的検討 

 

Mini-C(T)のクリップゲージ取付け部の形状・寸法に関する解析的検討 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

安全研究・防災支援部門 

安全研究センター 

髙見澤 悠、鬼沢 邦雄 

１．はじめに  

JEAC4216-2015「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 To決定のための試験方法」で適用試験片としてい

る Mini-C(T)では、試験片前面にクリップゲージ取付け用切欠き部（以下「切欠き部」という。）を加

工して変位を測定する。JEAC4216-2015 では、その切欠き部の形状及び寸法を規定していないため、

Mini-C(T)試験片の寸法公差を考慮したときに、切欠き部がピン穴と接近することで切欠き部周囲に塑

性変形が生じる可能性がある。そこで、有限要素法を用いてその可能性及び影響を確認した。 

 

２．解析方法  

Mini-C(T)に対して対称性を考慮した 3次元形状（図 1参照）を対象に、寸法公差がない標準モデル

(図 2(a))と寸法公差の範囲内で切欠き部とピン穴との距離が最短となる下限モデル（図 2(b)）を用い

て弾塑性解析を行った。材料物性は、JEAC4216-2015 の適用範囲である降伏強さ(σys)275 MPa 及び 825 

MPa を対象とし、それぞれの真応力-真塑性ひずみ関係はσysが 622 MPa の原子炉圧力容器用低合金鋼

の実測データを基に設定した。汎用解析コード Abaqus ver.2016 を用いて KJ(limit)(σys＝275 MPa で 90 

MPa・m0.5、σys＝825 MPa で 156 MPa・m0.5)程度の負荷状態における塑性ひずみ分布を評価した。なお、

本モデルでは、疲労予亀裂の先端を直線状とした。 

 

図 1 解析に用いた有限要素モデルの模式図（1/4 対称 3次元モデル） 

   

(a) 標準モデル (b)下限モデル 

図 2解析モデルの寸法及び形状（赤文字は標準モデルとの相違点） 
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３．解析結果  

両解析モデルに対してσys＝275 MPaの場合にKJ(limit)まで負荷したときの試験片板厚中央部の相当塑

性ひずみの分布を図 3 に示す。図 3(a)の標準モデルにおいては、切欠き部とピン穴との間(①)には塑

性ひずみは生じていない。一方、図 3(b)の下限モデルでは、切欠き部とピン穴との間(①)及び試験片

の側面(②)に塑性ひずみが生じている。前者は引張、後者は圧縮の塑性ひずみである。また、σys＝825 

MPa の場合は、下限モデルでは塑性ひずみの範囲がσys＝275 MPa の場合よりも狭くなるものの、ピン

穴と切欠き部の間には塑性ひずみが生じていた。 

 

(a) 標準モデル 

 

(b) 下限モデル  

図 3 KJ(limit)負荷時の塑性ひずみ分布（σys=275MPa） 

 

４．まとめ  

JEAC4216-2015 に記載されている Mini-C(T)の試験片寸法公差の範囲内で、切欠き部とピン穴との間

の距離が最短となる場合、KJ(limit)程度まで負荷した時に切欠き部とピン穴との間及び試験片の側面側

に塑性ひずみが生じる。これらの塑性ひずみの発生は、変位の計測に影響を及ぼすとともに、亀裂先端

における破壊駆動力にも影響する可能性がある。したがって、参照温度 To の評価にも系統的な影響を

及ぼす可能性があると考えられる。 

Mini-C(T)を用いた参照温度 Toの評価に際しては、切欠き部とピン穴との間の寸法に関して、塑性ひ

ずみの影響を受けないように留意することが重要である。 
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添付資料―５ 1T-C(T)と Mini-C(T)の予亀裂形状の比較 

 

1T-C(T)と Mini-C(T)の予亀裂形状の比較 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

安全研究・防災支援部門 

安全研究センター 

髙見澤 悠、鬼沢邦雄 

１．はじめに  

 JEAC4216-2015 では、適用した試験片における予亀裂形状に関して、試験後の破面上で板厚方向に等

間隔に8分割した位置 9点で初期亀裂長さを測定することとしている。この亀裂長さの分布に関して、

標準コンパクト試験片（C(T)）の場合には、初期亀裂長さの平均値(a0)と各測定点における初期亀裂長

さの差が 5% (1.27 mm)以内であることが判定基準として規定されている。一方、ミニチュアコンパク

ト試験片(Mini-C(T))の場合には、12.5% (0.5 mm)まで判定基準が緩和されている。また、適用した試

験片で取得した破壊靭性値を試験片厚さ 1T（B=25.4 mm）と等価な値に変換する必要があり、MCT-5114

において試験片寸法の補正式を規定している。この補正を行うためには、予亀裂形状が両試験片で相似

形であることが重要である。そこで、1T-C(T)と Mini-C(T)に対して実際に導入された予亀裂形状を比

較した。 

 

２．確認内容 

原子炉圧力容器用低合金鋼を対象として、表 1 に示す未照射状態で加工された 1T-C(T)及び Mini-

C(T)並びに中性子照射後に加工された Mini-C(T)について、初期亀裂長さの実測値を収集し、比較を行

った。なお、1T-C(T)には板厚の 20％のサイドグループ(SG)が加工されているが、Mini-C(T)には SGは

加工されていない。初期亀裂長さの計測位置 a1～a9は、図 1に示す通りであり、a0は次式(1)で与えら

れる。 

 

a0 = [(a1+a9)/2 +a2 +a3 +a4 +a5 +a6 +a7 +a8] /8    (1) 

 

表 1 予亀裂形状を確認した試験片 

 
鋼材種類 

試験片 
(板厚) 

試験片数 
無効とされ
る判定基準 

板厚に対する
比率 

加工者 

未照射材 
母材 4 

溶接金属 1 

1T-C(T) 
(約 25 mm) 

51 1.25 mm 5% A 

Mini-C(T) 
（約 4 mm） 

69 0.5 mm 12.5% A 

中性子 
照射材 

母材 3 
(未照射材とは 
異なる鋼材) 

Mini-C(T) 
（約 4 mm） 

40 0.5 mm 12.5% B 
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図 1 初期亀裂長さの計測位置 

 

３．初期亀裂長さ測定結果  

図 2 に、表 1 に示した試験片の初期亀裂長さの測定結果を示す。縦軸は各測定点における初期亀裂長

さと a0の差の板厚(B)に対する割合、赤線は有効性の判定基準となる 5%または 12.5%を示している。1T-

C(T)は SG を導入していることもあり、初期亀裂長さは板厚方向には大きな湾曲は見られず、有効性の

判定基準である 5%を超える試験片はない。Mini-C(T)では初期亀裂長さと a0 との差は判定基準である

12.5%を超えてはいないものの、1T-C(T)に比べて板厚内での初期亀裂長さの湾曲が大きく 5%を超えて

おり、1T-C(T)と相似形となっていない。また、Mini-C(T)の照射材については、放射化試料を扱うとい

う制約がある中で予亀裂を導入しているが、初期亀裂長さの分布、特に表面付近での形状は未照射材と

ほぼ同様である。 

 

 

図 2 各測定点における初期亀裂長さと a0の差の板厚に対する比率  

 

４．まとめ 

 1T-C(T)及び Mini-C(T)の亀裂形状を比較した結果、Mini-C(T)の初期亀裂長さの湾曲は 1T-C(T)に比

べて大きく、Mini-C(T)に対して緩和された判定基準(12.5%)であれば満足するものの、C(T)の判定基準

(5%)は満足していないことが示された。また、初期亀裂の形状は、両試験片で相似形とは言い難いこと

も示された。 

従って、Mini-C(T)に対して、判定基準を 12.5％まで緩和することの影響及び 1T-C(T)への板厚寸法

補正方法について、確認する必要があると考えられる。 

 


